
第３回 神戸 2025 ビジョン策定に向けた有識者検討会議 
 

日 時：令和２年 10月 16日（金）15:00～ 

場 所：三宮研修センター５階 ５０５会議室  

 

議 事 次 第 

（ 配 付 資 料 ） 

１ 開会  

  

２ 議事  

（１）神戸 2025ビジョン（素案）について 資料１ 神戸 2025ビジョン（素案） 

  

３ その他報告事項  

 今後のスケジュールについて 資料２ 今後のスケジュール 

  

４ 閉会  

  

（参考資料）※事前送付 資料３ 神戸市 withコロナ対応戦略 

 資料４ 「新型コロナウイルス感染症の広がりに伴う

社会経済情勢の動向予測と市民生活への影響に関する

調査」中間報告書 

 資料５ 「都市の魅力向上に向けた若年層の意識及び

消費動向等調査」中間報告書 
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（素案） 

BE KOBE ︓ 神戸 2025 ビジョン 

～人と自然が奏でる新たな神戸の実現～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料１ 
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１．神戸 2025 ビジョンの意義と位置づけ 

神戸市では、2025年度（令和 7年度）までの神戸の都市像、まちづくりの方向性を示した「新・神戸
市基本構想」、「神戸づくりの指針」を実現するための 5 か年の実施計画である「神戸 2020 ビジョン」を策
定し、取り組んでいます。 
この「神戸 2020 ビジョン」が 2020年度（令和 2年度）で終了することから、その後継計画として、

2025年度（令和 7年度）までの実施計画である「神戸 2025 ビジョン」を策定します。 
また、少子高齢化の進展や急激な人口減少、東京一極集中の進行といった喫緊の課題を克服し、地方

創生を実現するために、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき国が策定した第２期「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」や、2019年度（令和元年度）に改定を行った「神戸人口ビジョン」を踏まえた「地方版総合戦略」
としての位置づけも有します。 
 

２．策定の背景（時代の潮流） 

我が国は、本格的な人口減少、超高齢社会に突入しています。総人口は、2008年（平成 20年）を
ピークに減少局面に入っており、令和元年度に改訂された国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」では、人
口減少対策を何も講じない場合、2060年には約 9,300万人と、3割近く減少する見通しとなっていま
す。また、健康寿命の延伸などによって、総人口に占める高齢者の割合は 2018年（平成 30年）に約
28％と過去最高を記録し、今後も日本の老年人口は増加し、高齢化率も更に上昇する見通しとなってい
ます。 
人口移動については、住民基本台帳に基づく 2019年（令和元年）の人口移動報告によると、全国か

ら東京圏に対し 24年連続の転出超過となっており、総人口の約３割が集中するなど、東京一極集中が加
速化しています。 
神戸市もこのような問題に直面しており、2012年（平成 24年）には総人口が初めて減少に転じ、高

齢化も進行しています。市民の暮らしを支える地域の社会・経済システムの維持・存続に影響を及ぼす可能
性があります。 
さらに、2019年（令和元年）12月に発生した新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的

規模で大流行しました。我が国においても、全国的に感染者が確認され、特に都市部では感染者数が急増
し、一時は医療提供体制がひっ迫する事態となりました。2020年（令和２年）４月には、国によって全
国に緊急事態宣言が出され、市民生活・経済活動に大きな影響が出ました。国や地方自治体は、感染拡
大を予防する「新しい生活様式」の定着をはじめ、検査体制や医療体制を整えるとともに、経済的に厳しい
状況にある住民や事業者を支援するなど、感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を図っています。 
一方で、このような状況を契機として、人々の暮らし方や働き方をはじめ、産業構造や企業行動、地方自

治体の行政運営などが大きく変化する可能性も指摘されています。具体的には、産業、教育、医療、行政
など、あらゆる現場でのデジタル化や、テレワークなどの進展に伴う通勤・通学形態や働き方などを通じて、市
民生活や経済活動のあり方が見直され、先に述べた東京一極集中の状況が変化する可能性も指摘されて
います。 
神戸市としても、こうした動きを積極的に捉え、社会経済情勢の新たな変化に対応していくことが求められ

ています。2020年（令和 2年）9月に「神戸市 with コロナ対応戦略」を策定し、①市民のみなさまの
不安にいかに向き合うか、②「高密度至上主義」からいかに脱却するか、③「人」と「人」との絆をいかに紡いで
いくか、を重要な視点と捉え、感染拡大の防止と市民生活・経済活動の維持・回復を両立させていくことをめ
ざしており、「神戸 2025 ビジョン」のテーマと基本的な考え方に反映しています。 
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３．神戸 2025 ビジョンの全体構成 

神戸 2025 ビジョンは、策定の背景（時代の潮流）、「神戸人口ビジョン」、国の第２期「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」などを踏まえ、「ビジョンのテーマ」、その核となる「基本的な考え方」、及び「基本目標（ビ
ジョンの施策）」により構成します。 
 

 
（１）ビジョンのテーマ 

BE KOBE︓神戸 2025 ビジョン  

～人と自然が奏でる新たな神戸の実現～ 
 
「BE KOBE」は、阪神・淡路大震災から 20年をきっかけに生まれた、「神戸の魅力は人である」という思

いを集約したシビックプライド・メッセージです。新しいことに挑もうとする人や気持ちを愛する、そんな神戸を誇り
に思うメッセージとして親しまれています。現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大で私たちの日常は一
変し、先行きの見えない不安な時代になっています。しかし、このような中にあっても、神戸のまちの力である
「人に優しく、人を大事にする」という気風は変わらず、今後も大事にしていかなければなりません。 
また、感染症の流行により自然環境へのニーズが高まる中、神戸には都心部に近接した海や山などの自

然、里山・農村といった豊かな資源があります。さらに、古来より海外との貿易港として栄え、1868年の開港
以降、国外の様々な影響を受けながら発展してきた多彩な文化もあります。 
これらの他都市にない資源を大事にし、活かしていくことで、見違えるような新たな神戸のまちを実現してい

きます。 
 

 



 

4 
 

（２）基本的な考え方 
１．豊かな自然、豊かな文化、多様な価値観が融合する神戸の強みを磨き、活かした新たな価値・スタ

イルを創造する 
２．テクノロジーの実装・デジタル化の加速による市民生活の豊かさと利便性向上、経済活動の回復・

成長、SDGs の達成による持続可能な都市を実現する 
３．震災から再起した市民の知恵・気風を活かし、あらゆる危機への備え、人を大事にする安心・安全

なまちを実現する 
４．人口減少時代に向き合い、神戸のまち・くらしの質を訴求し、国内外のプレゼンス向上と好循環へ

転換する 
 
■持続可能な社会の構築に向けた取り組み 
「持続可能な開発目標（SDGs）」とは、2015年（平成 27年）9月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030年（令和 12年）までに持続可能でよりよ
い世界をめざす国際目標です。17 のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さ
ないことを誓っています。 
神戸市では、兵庫県とともに国連機関である UNOPS との間で、最先端のテクノロジーを活用して SDGs

上の課題解決をめざすグローバル・イノベーション・センター（GIC）の開設に向けて基本合意書を締結する
など、イノベーションを通じた SDGs の実現に向けて、積極的な取組を進めています。地方創生を一層促進
する上でも、SDGs の手法を取り入れて、戦略的に取り組みを進めていくことの重要性が指摘されており、本
ビジョンにおいても、これらの目標を意識し、ビジョンの実現を通じて神戸における SDGs の達成をめざしていき
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．ビジョンの進行管理 

テーマに掲げたまちの姿の実現に向け、神戸 2025 ビジョンの進行管理に取り組みます。毎年度、基本目
標（施策の柱）ごとに定める数値目標の達成度、各施策の取り組み状況や KPI(重要業績目標)の達成
度を把握するとともに、まちの質・くらしの質を示す客観的指標など、様々なデータも踏まえながら、効果検証
を実施し、課題の抽出や改善を行っていきます。また、社会経済情勢などの外部環境に大きな変化が生じた
場合には、見直しの検討を行い、対応していきます。 
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５．基本目標（ビジョンの施策） 

 

基本目標１ 魅力的な仕事の創出と多様な市民による経済成長                       

数値目標（仮） 

 ・雇用創出数（医療関連企業を含む）︓3,370人（令和３年度～7年度） 
 ・大学生アンケート「勤務希望地を「神戸市」」とした人の割合︓40％以上（令和７年度） 
 

基本的方向（仮） 

神戸市の人の動きの特徴として、大学卒業後の 25歳～29歳の世代の転出超過、特に東京圏への流
出が顕著になっている点があげられます。これらの若者が神戸を働く場所として選ぶことをめざし、魅力的な仕
事の創出や起業環境の充実に引き続き取り組んでいくとともに、女性の就労支援を進めていく必要がありま
す。 
これまで神戸の産業を支えてきた製造業に加え、情報通信産業など、最先端の産業とそれを担う多様な

人材の集積を図ります。あわせて、起業をめざす人たちに対しては、様々なアイデアやパートナー、投資家など
と出会いやすいマッチング環境を整えます。 
また、「六甲山上スマートシティ構想」や「里山・農村地域活性化ビジョン」を推進するとともに、自然が持つ

多様な機能を活用し、地域課題の解決をめざす「グリーンインフラ」の取り組みを進めます。加えて、先端技
術を活用し、人間中心の目線で社会課題を解決する「Human×Smart」なまちを実現することを目標に、
市内で技術実証・実装に取り組む事業者を公募し、支援を行います。 
これらの産業や起業家、クリエイターの集積により、神戸に新しい成長のエンジンが生まれ、革新的な企業

や事業が生み出される都市として国内外に認知されることをめざします。 
さらに、デジタル化などを支援することにより、中小企業を中心とした市内企業の魅力や競争力を高め、市

外からの資金流入と域内循環の強化を図ります。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

①  中小企業の生産性向上・多様な働き方の推進 

 中小企業における IT ツール（ソフトウェア）や IoT･AI･ロボットなどの導入について、セミナー開催などによ
る普及啓発に努めるとともに、経営相談や専門人材派遣などを通じて、各事業者の課題抽出や最適なシス
テム導入へのアドバイスを実施し、中小企業の DX促進を支援します。 
  また、副業やフリーランスなどの働き方を推進するため、これらの人材の活用事例を市内企業に紹介する
など活用促進をはかるとともに、市内企業とのビジネスマッチングの機会を提供します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・テクノロジーを活用した企業の課題解決支援 

KPI 専門家派遣による ITなどの導入件数︓100件（令和 3年度～7年度） 
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②  新しい生活様式に対応した企業活動の支援 

「新しい生活様式」の定着に伴い変容する生活スタイルや消費動向に対応し、リモートワークをはじめとした
働き方改革や、オンライン商談会・展示会といった非対面・非接触の商談取引手法の導入、新事業の展開
などに取り組む事業者に対し、セミナーなどによる啓発、人材育成支援、経営相談支援などに取り組みます。 

 
―事業例と KPI― 
・テクノロジーを活用した企業の課題解決支援 

KPI 専門家派遣による ITなどの導入件数（再掲） 
 

③ 国際的なネットワークの構築による外国人材の集積 

海外の都市や大学とのネットワークを構築、深化し、神戸の産業の発展に寄与する海外人材の獲得を支
援するとともに、神戸への定着をめざします。 

 さらに、国の制度改正（在留資格）も踏まえながら、就職支援策も含めて外国人の就労環境の向上
に取り組みます。 
 
―事業例と KPI― 
 ・高度外国人材の調査・発掘・開拓、介護など資格職人材の就労支援 

KPI  高度人材、介護など資格職人材の在留資格外国人数︓200人（令和３年度～７年度） 
 

④ スタートアップ支援・イノベーション創出 

2021年春に開設予定の「知的交流拠点（仮称）」を核として起業家育成に取り組むほか、市内大学
や企業と連携し、起業資金援助などの創業支援の制度を確立し、域内スタートアップの設立促進を図りま
す。加えて、米国西海岸を拠点として海外企業の神戸への進出を促進します。 
また、500KOBE アクセラレーターの取組を活かしたアクセ

ラレーションプログラムの実施、国連プロジェクトサービス機関
（UNOPS）が開設したグローバル・イノベーション・センター
（GIC）と連携した取り組みを実施するとともに、行政が抱
える課題解決を通じたスタートアップ支援プログラム「アーバン
イノベーション神戸」における実証フィールドの提供・成果に応
じた調達、資金調達環境の整備などに取り組みます。 
さらに、ものづくり工場などを活用して、市内ものづくり企業

と大学、起業家などの交流促進の機会を創出し、実践的な
オープンイノベーションの誘発をめざします。 
海洋産業の分野においては、海洋政策を学べる神戸大学や、造船や水中探査船の技術を持つ民間企

業があり、これにより神戸の強みを活用した「知の集積」を中心としたネットワークを構築し、産業振興へとつな
げる仕組みづくりを行います。 

 
―事業例と KPI― 
 ・大学・企業と連携したスタートアップ創業支援及び起業家育成 
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KPI  域内スタートアップ設立数︓76社（令和３年度～7年度） 
          域内大学発ベンチャー設立数︓18社（令和３年度～7年度） 
        域内スタートアップ VISA認定件数︓15件（令和３年度～7年度） 
 
 ・スタートアップ育成・集積のための総合的支援 

KPI  支援スタートアップ数︓1,000社（令和３年度～7年度） 
ベンチャーキャピタルやファンドの投資スタートアップ数︓100社（令和３年度～7年度） 

 

⑤  企業誘致の推進 

都心地区を中心としたオフィス誘致や、医療、航空・宇宙、新エネルギーなどの成長分野における研究開
発型企業や雇用創出効果の高い製造業などを産業団地に誘致します。また、神戸医療産業都市において
は、「神戸未来医療構想」による最先端医療技術の実用化と人材育成などにより、新たな企業集積や進出
企業の事業拡大につなげ、さらなる雇用の増加と神戸経済の活性化を実現します。 

 
―事業例と KPI― 
 ・雇用の場を生み出す企業誘致の推進 

KPI  雇用創出数（医療関連企業を含む）︓3,370人（令和３年度～7年度） 
 

⑥  六甲山上スマートシティ構想の推進 

美しい自然が広がる六甲山において、企業やクリエイターが集積する「自然
調和型オフィス（没入空間）」、データや IoT技術を活用したサービスが実
現する「最先端テクノロジー（実装空間）」、企業・クリエイター・住民のコラボ
レーションが生まれる「創造を生むつながり（共創空間）」の３つの環境を作
り出すことにより、心豊かに働き、遊び、暮らすことができる空間を実現します。 

 
―事業例と KPI― 
 ・六甲山上スマートシティ構想の推進 

KPI  山上オフィス企業会員数︓160社（令和５年度） 
山上オフィス月あたり利用者数︓延 1,400人（令和 5年度） 

 

⑦  持続的な農業と農村地域の活性化 

新型コロナウイルス感染症を契機として、里山や農村地域などで過ごす新たなライフスタイルが注目されて
いますが、都心に隣接する神戸の農村は非常に暮らしやすい環境が整っています。農業にも生活にも恵まれ
た環境を最大限生かし、「持続可能な農業の振興」、「農村定住環境の整備」、「自然文化環境の保全」
の３本柱で取り組みを進め、持続可能な農業と快適な里山暮らしを実現します。 

 
―事業例と KPI― 
 ・里山・農村地域活性化ビジョンの推進 

KPI  営農組織の広域化・法人化︓５件（令和 3年度～7年度） 
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     スマート農業導入数︓50件（令和３年度～７年度） 
農村移住件数︓75件（令和３年度～7年度） 
農村地域における起業数︓125件（令和３年度～7年度） 
 

⑧ 国際コンテナ戦略港湾の集貨・創貨・競争力強化 

西日本を中心とした広域からの貨物集約などの「集貨」、産業集積による「創貨」、高規格コンテナターミナ
ル整備などによる「競争力強化」を軸に、西日本の産業を支えるゲートポートとして多方面・多頻度の直航サ
ービスを充実させることで、グローバルに展開するサプライチェーンに貢献します。 
あわせて、在来貨物の拡大に向けた取り組みを事業者と協力しながら進めることにより神戸港の港勢拡大

を図り、神戸経済の活性化や安定した雇用の創出につなげます。 
 

―事業例と KPI― 
 ・国際コンテナ戦略港湾の集貨・創貨・競争力強化 

KPI  外航コンテナ航路︓78航路以上（令和７年度） 
   内航フィーダー航路︓90便/週以上（令和７年度） 

     外航在来船航路（RORO船含む）︓29航路以上（令和７年度） 
     

⑨  神戸医療産業都市の推進 

神戸医療産業都市内のリサーチホスピタルにおい
て、産官学連携によリ、世界市場を狙う最先端の国
産手術支援ロボットの開発を推進するとともに、医療
機器開発を担う人材を育成することにより、医療産業
のさらなる発展を実現します。 

 
―事業例と KPI― 
・神戸未来医療構想の推進 
  KPI 神戸未来医療構想に参画する神戸大学や企業による研究開発により、国産手術支援ロボット

に実装される新技術の件数︓４件（令和３年度～７年度)  
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基本目標２ 神戸独自の文化・芸術・魅力づくり                          

数値目標（仮） 

 ・観光消費額︓3,670億円（令和７年） 
 ・在住者アンケート「楽しむ場所として魅力的である」の評価︓80％以上（令和７年度） 
 

基本的方向（仮） 

多様な背景を持つ人々が集まり、活躍する場を創造することにより、神戸のまち・文化・芸術・くらしの魅力
を高めます。 
中心市街地や駅前、ウォーターフロントなど、神戸のまちの「顔」となるエリアの魅力を高めます。また、神戸

のまちを彩るサインをはじめとした工作物について、神戸らしさを感じられるように、統一感があるデザインされた
ものに再整備を進めていきます。 
海と山に代表される多様な資源を磨き上げ、神戸における豊かな暮らしについて、多くの市民や来訪者が

体感できるようにすることで、市民のシビックプライドと、市外に対する発信力・ブランド力を高めます。コロナ禍
から市民とまちが元気を取り戻すため、三宮や駅前空間、里山・農村など、まちの魅力を高め、文化・芸術・
スポーツを振興し、多様な食文化を醸成します。 
市外の人に対しては、まずは神戸に興味を持ってもらうなど、関係人口の増加につなげるとともに、継続的

なアプローチにより「神戸を応援してくれる層」、「神戸への強い思いを持っている層」を増やし、段階的に関係
性を深化させていくことで、住む場所として選ばれるまちをめざしていきます。 
また、神戸は世界に開かれた多様性のあるまちとして、LGBTQなどどをテーマにした講演会や映画会、職

員研修などを実施し、市民の意識向上をはかるとともに、誰もが包摂され、個性と多様性を尊重し、誰もが
持てる力を発揮でき、支え合うことのできるまちづくりをめざします。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

①  神戸市文化芸術推進ビジョンの取り組み 

30年後の神戸のために、これからの 10年、神戸に住み、働き、集うすべての人々が自らできることを考え
るために、本市の文化芸術に関する施策・事業の総合的な指針として策定した神戸市文化芸術推進ビジョ
ンで掲げている「①暮らしを彩る②次世代を育てる③変化を楽しむ④自然を活かす⑤豊かに繫がる」の５つ
の将来像の実現をめざし、「with コロナ」時代の新しい生活様式や変化に柔軟に対応しながら、下記のよう
な取り組みを進めていきます。 
・ホールや劇場だけでなく、街中や様々な場所で文化芸術に触れられる場や機会の創出 
・文化芸術の広報・情報発信力の強化 
・神戸ならではの文化コンテンツ（例︓神戸国際フルートコンクール）や、豊かな自然、文化資源を活か 
したエリアごとに異なる地域の魅力・個性の磨き上げ 
・地域や文化施設・文化団体間の連携・協働を推進するネットワーク・プラットフォームの構築 
 

―事業例と KPI― 
 ・神戸市文化芸術推進ビジョンの取り組み 
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KPI ストリートピアノの設置台数︓20台（令和 2年 10月現在）⇒30台（令和 7年度） 
屋内・屋外を問わず、過去１年間で芸術文化を鑑賞した人の割合（絵画・音楽・演劇・映画・
ダンスなど）︓ネットモニターアンケート調査 71.5％（令和元年度）⇒80％（令和 7年度）  
神戸の文化的な環境に対する満足度（文化施設の使いやすさ、情報の入手のし易さ、文化芸
術に触れる機会など）︓ネットモニターアンケート調査時 45.3％（令和元年度）⇒50％以上
（令和 7年度） 

 

②  文化財の新たな保存と活用の推進 

少子化・高齢化や地域社会の変化により、これまで地域によって守られてきた歴史的な遺産の継承が困
難になりつつあります。 
まちの魅力を再認識するためにも、法や条例で指定などされた文化財だけでなく、未指定の文化財を含め

包括的にその保存・活用を推進するため、「神戸市文化財保存活用地域計画」を策定します。計画の一つ
の施策として歴史的な遺産の中から、指定・未指定文化財を問わず「神戸歴史遺産」として認定し、継承
機運の醸成をはかるとともに、市民などからの寄附により基金を造成し、保存活用が必要な事業に助成しま
す。 
 
―事業例と KPI― 
 ・文化財の新たな保存と活用の推進 

KPI 指定文化財などの新規指定など件数︓10件（令和 7年度） 
未指定文化財の神戸歴史遺産新規認定件数︓30件（令和 7年度）  
基金からの助成件数︓10件（令和 7年度） 

 

③  スポーツの振興  

兵庫県などと連携し、神戸マラソンを開催しているほか、競技団体などと連携し、国際級・全国級のスポー
ツイベントを開催します。これらに加え、「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」、「ワールドマスターズゲームズ
2021関西」や「神戸 2022世界パラ陸上競技選手権大会」などの大規模スポーツイベントを通じて、市民
のスポーツへの関心を高めるとともに、神戸のまちの魅力を発信していきます。 
また、本市を拠点に多くのトップスポーツチームが活躍しており、チームと連携した市民観戦会や、交流事

業の推進を通じて、チームを応援する機運を醸成し、ひいては市民の継続的なスポーツ実施へとつなげていき
ます。 
さらに、コロナ禍においてもスポーツ活動を継続できるよう、スポーツ施設における感染症対策の徹底や、デ

ジタル技術を活用した新たなスポーツ振興の取り組みを推進します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・スポーツの振興 

KPI 国際級・全国級のスポーツイベントの開催件数︓140件（令和７年度） 
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④  新図書館整備の推進 

都市ブランドの向上と人口誘引につながるプロジェクトである「リノベーション・神戸」第 2弾の中で「垂水活
性化プラン～生まれ変わる海辺のまち～」「西神中央活性化プラン～進化する上質なまち～」を公表し、新
図書館の整備を打ち出しました。 
図書館は駅前の拠点性を高めるまちづくりにおいて重要な施設であり、本市西部地域の拠点図書館とし

ての役割をもつ「新西図書館」は令和４年度頃の移転拡充を、「新垂水図書館」は令和５～6年度頃の
移転拡充をそれぞれ予定しています。 
新図書館では、with コロナの時代に配慮するとともに、ゆったりと本に親しむことができるよう十分なスペー

スを確保した居心地の良い滞在型の図書館をめざします。 
また、子どもたちが良質で多様な本と出会い、豊かな感性と創造力を育む施設として、東遊園地の中に

「こども本の森 神戸」を整備します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・新西図書館の整備 

KPI 新西図書館の入館者数︓年間 70万人（令和５～６年度） 
 ・新垂水図書館の整備 

KPI 新垂水図書館の入館者数︓年間 70万人（令和６～７年度） 
 

⑤  食都神戸の推進 

   瀬戸内海に面した港町神戸は、都市と農村が近く、豊かな
自然に囲まれ、質の高い農水産物が生産されています。一
方、都市地域では、港町として交易を中心に栄えてきた経緯か
ら、独自の多様な食文化が根付いています。 

   このポテンシャルを活用し、地域の農漁業と関連した神戸ら
しい新たな食の開発など、食ビジネスを育て、活かす戦略として
「食都神戸」を掲げ、世界に誇る食文化の都の構築を進めま
す。 

 
―事業例と KPI― 
 ・食都神戸の推進 

KPI ファーマーズマーケット開催数、来場者数︓100回、10万人（令和 3年度～7年度） 
世界市場へ届ける神戸の「食」の開発︓新規 20品目（令和 3年度～7年度） 
「農」に関する体験、活動を行っている市民の人数︓10万人（令和 3年度～7年度） 
地域食材の利用を意識している市民・事業者の割合︓80％（令和 3年度～7年度） 

 

⑥ 都心・三宮再整備の推進 

山と海が近いという地理的条件や美しい街並みなどの資源を活かしながら、駅を出た瞬間に訪れた人々が
自然とまちへ誘われる「美しき港町・神戸の玄関口」をめざし、官民連携して事業を推進します。 
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三宮駅周辺では、分散している中・長距離バスの乗降場を集約し、西日本最大級のバスターミナルを整
備し、駅前の幹線道路を人中心の広場的空間へ転換する「三宮クロススクエア」を整備することで、利便性
が高く、神戸の玄関口にふさわしい空間を創出します。 
さらに、駅とウォーターフロントの動線上に位置する本庁舎 2号館では、再整備により新たなにぎわい機能

を導入するとともに、都心の回遊性を高めるなど、各種プロジェクトを推進します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・都心・三宮再整備の推進 

KPI  三宮周辺地区の建替えの計画件数︓７件（令和７年度） 
 ・都心・三宮再整備の推進（文化施設の整備） 
   KPI  中央区の新たな文化施設の利用率︓70％（令和 7年度） 
 

⑦ ウォーターフロントの魅力向上 

   都心・ウォーターフロントの将来構想である「港都 神戸」グランドデザインの実現に向けて、新港突堤西
地区、中突堤周辺地区を中心に再開発を進めるとともに、都心からのアクセス機能やウォーターフロント内に
おけるまちの回遊性向上に取り組みます。 
また、官民が連携して、土地利用誘導から将来的なエリアマネジメントを見据えた取り組みを推進し、持

続的で魅力と活力のあるウォーターフロントの形成を図ります。 
 
―事業例と KPI― 
・新港突堤西地区・中突堤周辺地区の再開発及びウォーターフロント内の回遊性促進検討 

KPI 観光入込客数（神戸港エリア）︓700万人（令和７年） 
 

⑧ 駅前空間の魅力向上 

  神戸のこれまでの歴史・資産を活かしながら、まちや人が新たな輝きでつつまれるような駅前空間のリノベー
ションに着手し、まちの質・くらしの質を一層高めることで、都市ブランドの向上と人口誘引につなげます。 

  駅や駅周辺施設へのアクセス性の改善、歩行者動線、滞留空間の整備、バスロータリーの整備・駅前広
場の再整備を進めるほか、コワーキングスペースの整備研究など、拠点性の向上・駅前空間の活性化にあ
わせて様々な取り組みを実施・検討していきます。 

 
―事業例と KPI― 
・駅前空間の再整備 

KPI  駅前空間クオリティアップの整備完了数︓９駅(令和３年度～７年度) 
 

⑨ 神戸観光の推進 

新型コロナウイルス感染症の影響による観光需要の落ち込みからの回復をめざし、旅行動態の変化を踏
まえた、神戸ならではの観光資源や多彩な魅力を発掘し磨き上げるとともに、国内外へのプロモーションを強
化し、滞在型観光を進めることで神戸観光の推進を図ります。 
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また、MICE（※）開催による神戸市への経済波及効果や都市ブランドの向上のため、中長期的な視
点で国際会議などの誘致促進をはかるとともに、地元大学との連携強化、インセンティブツアーの誘致強化な
どを実施します。 
六甲山、摩耶山については、魅力を維持しつつ活用し、さらなるにぎわいを創出するとともに、アクセスしや

すく巡りやすい公共交通の形成に取り組むなど、活性化を図ります。 
※MICE（マイス）とは、Meeting（会議・研修・セミナー）、Incentive tour（報奨・研修旅行）、 Convention（国際会議）、 

Exhibition/Event（展示会・イベントなど）を総称した造語。 

 
―事業例と KPI― 
・神戸観光の推進 

KPI  観光消費額︓3,670億円（令和７年） 
日本人延べ宿泊者数︓540万人（令和７年） 
外国人延べ宿泊者数︓90万人（令和 7年） 

 
・MICE の推進 

KPI  国際会議開催件数︓420件（令和７年） 
 
・六甲山・摩耶山の活性化 

KPI  六甲・摩耶エリア観光入込客数︓230万人（令和７年） 
 

⑩ 首都圏などへの神戸の魅力発信による移住促進 

「神戸市との接点を増やし」、「知って興味を持っていただき」、「観光や仕事でのつながりを通じて神戸を
体感していただき」、「移住や転職のタイミングで神戸を想起し、選んでいただく」ことを想定して、それぞれのフ
ェーズごとに効果的な施策を実施し、最終的に移住へとつなげていきます。 

 
―事業例と KPI― 
・魅力発信及び相談対応による移住促進 

KPI  ふるさと回帰支援センターでの神戸市への移住相談対応件数︓3,000件(令和３～７年) 
 

⑪ コウベ・インターナショナルクラブの普及と積極的な情報提供 

海外在住の神戸に縁のある方の親睦組織「コウベ・インターナショナル・クラブ」を世界各地に広げるととも
に、各支部・会員のネットワークを活かしたシティプロモーションを実施し、神戸の魅力を世界に発信します。 
 
―事業例と KPI― 
・コウベ・インターナショナル・クラブの普及と積極的な情報提供 

KPI    インター・ナショナル・クラブ支部設置数︓50支部（令和 7年度） 
        インター・ナショナル・クラブ会員数︓3,000人（令和 7年度） 

 
 



 

14 
 

⑫ 須磨海岸・海浜公園の魅力向上 

須磨海浜水族園及び海浜公園に民間企業のノウハウを取り入れ、須磨海岸エリアの持つ魅力を最大限
に引き出した再整備を行います。また、隣接する須磨海岸、ヨットハーバーと連携しながら、須磨海岸エリア全
体の魅力向上を図ります。 
 2019年に初めて取得した安心・安全なビー
チの国際環境認証である「ブルーフラッグ」の継
続取得をはじめ、海岸利用者の安心・安全の
確保に注力し、四季を問わず家族連れが憩う
健全な海岸をめざします。 
 
―事業例と KPI― 
・須磨海岸・海浜公園の魅力向上 

KPI  観光入込客数（須磨・舞子エリア）︓450万人（令和７年） 
 

⑬ 地下鉄海岸線沿線や HAT神戸の活性化 

兵庫運河について、プロムナード（遊歩道）の延伸や夜間景観の創出により活性化するほか、HAT神
戸においては、県立美術館を核として、ミュージアムロードの流れをなぎさ公園まで展開し、アートを活かしたま
ちの活性化をはかることで、なぎさ公園やハーバーウォーク、水面など資源を活用して、まちのにぎわいを創出し
ます。 
 
―事業例と KPI― 
・兵庫運河の魅力づくり 

 KPI  ・ライトアップ整備箇所︓６橋、護岸 1 か所、プロムナード整備箇所（令和７年度） 
・プロムナード整備延長︓約 1,730m（令和７年度） 
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基本目標３ 妊娠・出産・子育て支援と特色ある教育環境の充実                              

数値目標（仮） 

在住者アンケート「子育て環境が良いまち」「教育環境が良いまち」の評価︓ 
ともに 70％（令和７年度） 

 

基本的方向（仮） 

子どもを持ちたいと考えているすべての人が安心して出産・子育てができるように、出産・子育て・教育といっ
た切れ目のない支援に取り組みます。また、仕事と家庭の両立に向けて、保育施設などの整備、学童事業
の充実などを推進します。あわせて、これらの施策について、市内外の人々に十分に情報が届くように、情報
発信に力を入れていくことにより、出生率の向上や子育て世帯の流入を図ります。 
さらに、神戸の歴史、自然環境、多様性の豊かさなど、神戸の特徴を活かした特色ある教育を推進し、次

代を担う青少年の育成に努めます。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

① 妊娠・出産・子育て期の支援、子育て支援施策の情報発信 

 誰もが安心して子どもを産み育てることができるよう、妊娠・出産・子育て期のサービスや情報提供を充実す
るとともに、ワンストップで確実に支援につなげる体制づくりにつとめます。 
  さらに、児童虐待の早期発見、対応、未然・再発防止に取り組み、社会的養育を必要とする子どもた
ち、障がい児やひとり親家庭への支援、貧困の連鎖防止などの支援を充実させます。 
  また、子どもが安心・安全に過ごすことができる環境づくりを
はかるなど、地域における子育て支援を推進するとともに、青
少年が社会の一員としての自覚を持ち、自立と自己実現が
図れるよう支援を進めます。 
  あわせて、神戸市子育て応援サイト「ママフレ」を中心とし
て、子育て支援施策の認知度向上を図り、神戸で安心して
子育てする魅力を発信していきます。 
 
―事業例と KPI― 
・延長保育事業 

KPI  利用者数（実数）︓3,696人（令和６年度） 
 
・幼稚園預かり保育事業 

   KPI  利用者数（延べ）︓854,451人（令和６年度） 
 
・一時保育事業 

   KPI  利用者数（延べ）︓69,846人（令和６年度） 
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・子育てリフレッシュステイ 
   KPI  利用者数（延べ）︓ショートステイ 1,355人、デイサービス 1,484人（令和６年度） 
 
・地域子育て支援拠点事業 

   KPI  箇所数︓141箇所（令和６年度） 
 
・ファミリー・サポート・センター 

   KPI  利用者数（週あたり延べ）︓519人（令和６年度） 
 

②  仕事と子育ての両立支援 

 待機児童対策・保育士などの負担軽減・病児保育・学童保育などの充実に加え、保育施設と合わせたコ
ワーキングスペースの整備への研究や子育て世代の働く環境の整備など、仕事と子育ての両立支援に向け、
様々な取り組みを検討・実施します。 
 また、就業継続や仕事と家庭の両立に不安を抱える育休中の女性などを対象に上記の相談、カウンセリン
グ、セミナーを実施しており、こうした機会などを通じて、育休中の市民の交流につなげます。 
 
―事業例と KPI― 
・待機児童対策 

KPI  教育・保育施設などの利用定員︓30,629人（令和６年度） 
 

・保育士などの負担軽減 
KPI  保育業務効率化システムの導入︓希望する施設すべてで導入（令和３年度まで） 

 
・病児保育事業 

   KPI  利用定員数（延べ）︓25,680人（令和６年度） 
 
・学童保育 

   KPI  利用者数︓17,760人（令和６年度） 
 
  ・育休中の市民の交流の場の提供 

KPI  育休復帰のためのカウンセリング、セミナーの参加者数︓700人(令和２年度～７年度) 
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③  神戸の特色ある学び（創造的学び・国際教育など）の推進 

子ども達の創造性を地域社会全体で育む活動を市内各所で展開
するとともに、神戸の自然環境を活かした幼児期からの自然体験を推
進するほか、神戸市外国語大学においては、世界的に活躍できる人
材の育成をはかる「グローバル教育センター」の設立や、国際社会の第
一線で活躍できる人材育成のための魅力的なプログラムの構築などに
より、グローバル人材の育成に取り組みます。 
 また、持続可能な未来の創造をめざし、SDGs を踏まえた創造的学
びを、地域・企業との連携を深めながら推進します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・子どもの創造的学びの推進 

KPI  創造的な学びを取り入れた活動を行う小学校︓30校（令和７年度） 
 

 ・神戸市外国語大学における「世界と神戸を結ぶ」グローバル人材の育成 
KPI  グローバル教育センター（仮称）の設立︓設立（令和 3年度）及び、日本英語模擬国連 

（JUEMUN）を主催（３年に１回） 
新たなプログラムの設置︓入学から大学院までで中国語通訳を養成するプログラムを設置 

 

④ 生きる力と夢を育む教育の推進 

 「主体的・対話的で深い学び」や「個別最適化された学び」の実現に向け、１人１台の端末をはじめとした
ICT機器やデジタル教科書、教育用ソフトウェアを最大限活用した教育活動を展開するとともに、その教育
活動の実施にあたっては、子供たちがあこがれを抱くような社会の第一線で活躍する方の参画も得ていくな
ど、知・徳・体にわたる生きる力と夢を育む学校教育を推進します。 
あわせて、いじめや不登校、児童虐待、非行などの問題への対応のために、スクールカウンセラー（SC）や

スクールソーシャルワーカー（SSW）などと連携をはかるとともに、家庭の経済状況などに左右されない学びの
保障に向けて、教育・福祉との連携のもとで、子供たちの発達段階に応じた支援のを充実を進めていきます。 
 
―事業例と KPI― 
・GIGA スクール構想の実現とこれからの時代に求められる資質を育む教育の推進 

KPI  「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から進んで取り組んでいたと思う」児童生
徒（小６・中３）の割合︓全国平均以上（令和７年度） 

 
・子どもたちが生き生きと過ごせる安心・安全で楽しい学校の構築 
  KPI  「自分にはよいところがあると思う」児童生徒（小６・中３）の割合︓全国平均以上（令和

７年度） 
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基本目標４ 災害や感染症などを踏まえた社会システムの構築                 

数値目標（仮） 

 ・行政手続きのスマート化率︓件数ベースで 70％減︓（令和７年度） 
 

基本的方向（仮） 

  阪神淡路大震災を経験した都市として、近年その頻度を増している地震や集中豪雨など、自然災害リス
クの高まりや感染症から市民の安心・安全な生活環境を守るため、あらゆる災害や感染症に対して強靭なま
ちづくりと充実した医療提供体制を整備し、誰もが職場や地域で充実した暮らしを送り、元気に活躍するた
めの施策に取り組みます。 
また、「新しい生活様式」への支援を進めるとともに、文化的活動の振興、行政手続きの IT化の推進、IT

リテラシーの向上など、市民が抱える不安と向き合い、軽減していきます。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

①  防災・減災の取り組み 

市民の安心・安全を確保するため、激化・多様化する気象災害や感染症などに対する危機対応力の強
化を進めます。ICT・AI をはじめとした新技術を積極的に活用し、情報収集・分析など危機管理体制のさら
なる強化を図ります。 
また、避難所環境の改善や、地域による避難所の開設運営体制の確立、さらには感染症流行下での緊

急避難場所などの運営体制確立や必要資材の備蓄などを進めます。 
市民啓発や防災教育などにより防災への意識改革を図り、「自己決定力」の向上による「自助・共助」の対
応力強化を進めるとともに、震災経験の継承・発信を継続します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・家庭の災害対応力の向上 

KPI   家庭内備蓄の実施率  90％以上（令和 7年度） 
     感震ブレーカーの設置率 50％以上（令和 7年度） 
     家具固定の実施率    90％以上（令和 7年度） 

 

②  災害に強いみなとづくり 

津波発生時においても防潮鉄扉及び水門を迅速かつ確実に閉鎖し、浸水被害を抑制するために、防潮
鉄扉の遠隔操作化を進めます。また、避難を中心としたソフト対策に加え、減災を目標として防潮堤などの
構造を補強するハード対策を進め、津波による浸水被害の軽減をめざします。さらに、高潮発生時において
も、ポートアイランドと六甲アイランド内の緊急輸送道路の浸水を防止し、通行機能を確保します。 
 
―事業例と KPI― 
 ・災害に強いみなとづくり 
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KPI  鉄扉の遠隔操作化の進捗率︓100％（令和６年度末） 
 

③  浸水に強いまちづくり 

地盤が低い地区や人口の集中している地区のうち、近年の豪雨時に著しい浸水被害が発生した神戸駅
周辺地区などの浸水対策重点地区を中心に、雨水ポンプ場や雨水管きょの整備などの浸水対策事業を継
続して実施します。 
 
―事業例と KPI― 
・浸水対策重点地区におけるポンプ場・雨水管の整備 

  KPI  継続的な事業実施による床上・床下浸水を解消する地区︓3地区(令和３年度～７年度) 
 

④  感染症などを踏まえた消防体制の確立 

感染症の次なる波や、感染爆発時においても、市民の安心・安全を守り続ける消防体制を確立します。
職員間の感染防止に配慮した庁舎整備を順次実施し、消防力を維持します。また、来庁者への感染防止
の面からも、接触機会を極力減らすため、電子申請や郵送手続き及び来庁時間を短縮する取り組みによる
「行政手続きのスマート化」を推進します。さらに、救急の面からは医療機関や保健所などとの連携強化によ
り、安定した病院収容体制を確保するとともに、物資の流通状況に左右されない感染防止資器材の備蓄
体制を整備します。 

 
―事業例と KPI― 
・「with コロナ」時代における安定的な消防体制の確立 

KPI  申請・届出などの「スマート化」︓総処理件数の７割（令和７年度） 
      感染防止資器材の備蓄量︓６か月分（令和７年度） 
 

⑤ 感染症などを踏まえた医療提供体制の構築 

感染症の発生拡大に備え、保健所の体制強化や感染症予防対策を進めます。 
また、必要に応じてインフルエンザ流行期にも対応可能な相談、外来診療及び PCRなど検査体制を確

保するとともに、兵庫県対処方針におけるフェーズに応じた病床及び宿泊療養施設を確保します。 
さらに、医療機関及び心のサポートも含めた医療従事者の負担を軽減することで、医療提供体制の安定

的確保を図り、感染症などの患者の受入れの促進ができるよう、患者の受入れを行っている医療機関を全
面的、多面的に支援します。 
 
―事業例と KPI― 
・医療提供体制の確保 

KPI 感染症病床 10床(中央市民病院)・結核病床 50床(西神戸医療センター)の確保︓維持 
 

⑥ 新しい生活様式に対応した企業活動の支援（再掲） 
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「新しい生活様式」の定着に伴い変容する生活スタイルや消費動向に対応し、リモートワークをはじめとした
働き方改革や、オンライン商談会・展示会といった非対面・非接触の商談取引手法の導入、新事業の展開
などに取り組む事業者に対し、セミナーなどによる啓発、人材育成支援、経営相談支援などに取り組みます。 

 
―事業例と KPI― 
・テクノロジーを活用した企業の課題解決支援 

KPI 専門家派遣による ITなどの導入件数（再掲） 
 

⑦ 自転車の利用促進 

「with コロナ」時代に対応した密閉・密集・密接を回避した都心
部の便利な移動手段として認知が進んでいるシェアサイクルをさらに
活用・拡大することで、都心部における密集を伴わない移動手段を
提供し、市民や来街者へのサービス向上を図ります。 
 
―事業例と KPI― 
・自転車の利活用促進 

KPI  シェアサイクル会員数︓60,000人（令和元年度）⇒100,000人（令和 7年度） 
 

⑧ 感染症などを踏まえた文化的活動の振興 

感染症などの流行期においても文化・スポーツ活動を継続できるよう、スポーツ施設における感染症対策
の徹底や、文化施設などにおいてキャッシュレス決済を導入するなど、デジタル技術を活用した新たな文化・ス
ポーツ振興を推進します。 
図書館については、貸出や返却時などに職員が行う対面サービスを自動化します。利用者が予約した図

書を館内の窓口以外の場所で利用者自ら受け取る「予約図書セルフ受取棚」、窓口に並ぶことなく借りた
図書の返却が可能な「自動返却機」、WEBで館内の座席予約が可能な「座席予約システム」などを導入
します。 
 
―事業例と KPI― 
・スポーツの振興（再掲） 
・図書館サービス自動化の推進 

KPI  キャッシュレス決済を導入する文化施設など︓０施設（令和 2年 10月）⇒16施設(令和
7年度) 

 

⑨ 行政の IT化推進 

申請・届出などの各種行政手続きを、市民が来庁せずに行えるようにするため、電子申請・郵送申請を
拡充します。また対面での対応が必要な手続きについても、WEB上での事前の申請書作成や予約制を取
り入れるなどして、より便利で快適な市民サービスの提供をめざします。 
地域団体の負担軽減や、電子申請が可能な環境を整備する必要性が高まっており、国の電子申請に係

る法整備などを注視しつつ、具体的取り組みを進めます。 
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―事業例と KPI― 
・来庁不要の市民サービスの向上（マイナンバーカードを使った電子申請手続きの拡充検討） 

KPI  行政手続きスマート化率※︓件数ベースで 70%（令和７年度） 
 ※手続きの「スマート化」とは、電子申請のほか、Webサイトを通じた郵送申請の支援や、申請内容の事前登録など窓口滞在時間

を短くする新時代の窓口申請の仕組みを構築することです。 

 

⑩ IT リテラシーの向上 

スマートフォンやパソコンの操作に不安を覚えておられる高齢者などに対して、地域での自主的な ICT スキ
ルアップの活動への支援や、ICT スキルが高い若い世代との交流を促進し、IT リテラシーの向上を図ります。 
 
―事業例と KPI― 
・IT リテラシーの向上   

KPI  インターネットを使用する高齢者の割合︓76.3%（令和元年度）⇒87%（令和７年度） 
 

⑪ 児童生徒の学びの保障 

児童生徒１人１台の端末をはじめとした ICT機器やデジタル教科書、教育用ソフトウェアを最大限活用
した教育活動を展開し、感染症のまん延や大規模災害時などにおいても児童生徒一人一人の学びを保障
します。 

 
―事業例と KPI― 
・GIGA スクール構想の実現とこれからの時代に求められる資質を育む教育の推進（再掲）  
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基本目標５ 安心・安全、健康でゆとりあるくらしの実現                      

数値目標（仮） 

・胃がん検診の受診率︓40.0%（令和７年度） 

基本的方向（仮） 

高齢者、障がい者、介護が必要な方など、誰もが安心・安全に暮らしていけるように、ハード・ソフト両面か
ら環境整備を進めます。 
また、平均寿命が過去最高を記録し、「人生 100年時代」と言われる中、予防医療・先進医療などを促

進しながら、健康増進、健康長寿社会の実現をめざしていきます。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

① 認知症神戸モデルの推進・高齢者への支援 

認知症「神戸モデル」の推進をはじめ、市民への啓発と理解を
促進し、認知症の人にやさしいまちづくりを推進します。 
また、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けること

ができるよう、多様な施設・居住系サービスの充実とともに、施設
系サービスについて、地域の実情に応じた必要な整備を計画的に
進めます。 
 
―事業例と KPI― 
・認知症の方が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域の力を豊かにする 
  KPI ・認知症高齢者など声かけ訓練︓全あんしんすこやかセンターで実施（令和７年度） 

・認知症サポーター養成数︓累計 15万人（令和７年度） 
 
・地域包括ケアの推進 
  KPI  施設系サービス︓15,616床（令和５年度）（予定） 
 

② 障がい者への支援 

障がいのある人の高齢化や重度化が進む中、地域で安心して住み続けていくためには、親が亡くなった後
や家族による支援が難しくなった場合も含めた支援が必要です。そのため、身近な地域に住まいが確保され、
地域において一人ひとりの状況に応じた福祉や医療サービスを受けることができ、高齢化や重度化、「親なき
後」を見据えた暮らしを支える支援の取り組みを進めます。 
 
―事業例と KPI― 
・障がい者が住み慣れた地域の中でともに支え合い、安心して暮らし、活躍できる社会の実現 
  KPI ・計画相談支援員の人数︓60人増（令和３年度～令和 5年度）（予定） 

  ・グループホーム（定員数）︓1,000人（令和 5年度）（予定） 
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③ 生活困窮者の支援 

各区に「くらし支援窓口」を設置し、生活保護を含め生活困窮に関する相談に対応します。 
区社会福祉協議会に配置する地域福祉ネットワーカーや関係機関と連携し、社会的に孤立しがちな生

活困窮者へのアプローチ、福祉事務所内へのハローワーク常設窓口の設置、巡回相談の実施を通して、職
業相談、職業紹介を一体的に行い、自立に向けた支援を行います。また、法に基づく任意事業として、動機
づけや基礎能力の形成など就労に向けた準備を行う支援、家計に関する相談支援や、小中学生を対象と
した学習支援を実施します。 

 
・生活困窮者支援 
  KPI  相談に対する支援計画（プラン）作成率︓10％増（毎年度） 

 

④ 神戸医療産業都市の推進（再掲） 

神戸医療産業都市内のリサーチホスピタルにおいて、産学官連携によリ、世界市場を狙う最先端の国産
手術支援ロボットの開発を推進するとともに、医療機器開発を担う人材を育成することにより、医療産業のさ
らなる発展を実現します。 

 
―事業例と KPI― 
・神戸未来医療構想の推進（再掲） 
  

⑤ 医療の変革 

新型コロナウイルス感染症の感染状況などを継続的に監視し、再度の感染拡大期に十分対応することが
できる万全の医療提供体制の整備に取り組みます。また、個人情報保護に配慮しながら、自治体や病院な
どが保有する健康・医療関連データを活用し、病気の発症などを予測することで、市民の健康増進や健康
長寿社会の実現をめざします。 
 
―事業例と KPI― 
・医療提供体制の確保（再掲） 
 
・予防医療・先制医療の推進 
 KPI   神戸医療産業都市内の企業やアカデミアなどにより、健康・医療関連データを活用し、実施され

た共同研究や実証試験の件数︓20件（令和３年度～７年度) 
 

⑥ 「健康創造都市 KOBE」の推進 

 個人の健康づくり支援と、新しいヘルスケアサービスや知見の創出を目的とする市民 PHR システム「MY 
CONDITION KOBE」において、利用対象者の市内在勤者への拡大や、マイナンバーカードを活用した即
時利用登録システムの運用を開始しており、引き続き登録者数増など運用の拡大を図ります。 
また、医療や介護のレセプトデータや健診データを連結・匿名化した新たなヘルスケア情報基盤を整備し、

生活習慣病予防や介護予防など健康増進施策の検討・評価に活用していきます。 
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―事業例と KPI― 
・市民 PHR システム「MY CONDITION KOBE」の運用 

   KPI MY CONDITION KOBE の利用者数 2万人（令和 5年度） 
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基本目標６ 将来にわたって持続可能な都市空間・インフラ                               

数値目標（仮） 

・温室効果ガスの排出量︓-34％（令和 12年度） 
・在住者アンケート「交通や生活利便施設などの利便性が高い」の評価︓85％以上（令和７年度） 

 

基本的方向（仮） 

空き家対策や異常高温対策に取り組むとともに、道路・上下水道・鉄道・港湾・エネルギーなど、生活と産
業を支えるインフラについては、整備から時間が経ち、大規模な修繕・更新が必要なものが増えている一方
で、大阪湾岸道路など、都市の持続可能な発展に必要なインフラを整備します。 
また、先端技術を活用した「スマートインフラ」の導入により、老朽インフラの維持管理の効率化、高度化を

進めます。 
さらに、持続可能な社会の構築をめざし、再生可能エネルギーなどの利用拡大による脱炭素化をはかると

ともに、環境や社会の持続可能性に貢献する事業を実施する際の資金調達には、SDGs債・ローンの活用
を検討します。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

① 空き家対策、異常高温対策 

空き家対策として、所有者からの相談をワンストップでできる公的窓口の設置により、賃貸や売却に出され
ていない「その他空き家」の市場流通化、地域での転活用、老朽家屋解体を支援します。ライフステージに
応じた住み替え支援や既存住宅の魅力発信などにより、市内への定住・転入促進と合わせた既存住宅の
流通促進に取り組むとともに、不適切な状態で放置されている空き家・空き地の増加を抑制する施策を実
行していきます。 
 また、夏季の異常高温に適応するための屋外公共空間整備についても計画的に取り組みます。 
 
―事業例と KPI― 
・既存住宅の流通促進 
  KPI  全流通戸数に対する既存住宅の流通戸数の割合︓30.0％ 
 

② きめ細かで持続可能な交通環境の形成 

公共交通の基本方針として、まちづくりや観光施策と連携し、快適に移動できる交通環境を整備するとと
もに、市民、企業、交通事業者、行政の相互の協力のもと、将来にわたって持続可能な公共交通ネットワー
クを構築し、都市の魅力・活力を維持向上させます。 
この取り組みの一環として、市民の足を広く担う市バスについて、より使いやすく、将来にわたって安定したサ

ービスの提供をめざします。具体的には、市民や利用者からのご意見に加えて、客観的なデータに基づいて移
動需要を分析し、それらをもとに、便数・ルートなどを最適に設定するとともに、多様かつ地域の実情にあった
移動手段の活用を進めます。 
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また、MaaS に関しては、全国で実施されている様々な取り組みの動向を注視しながら研究するとともに、
自動運転やパーソナルモビリティなどといった新たなモビリティサービスの活用に向けた検討を進める観点から、
民間事業者などによる実証実験などに対して必要な支援を行います。 
  

 

 
 

―事業例と KPI― 
・神戸市地域公共交通網形成計画の推進 

   KPI  公共交通分担率︓35％（令和７年度） 
 
 ・路線バスの最適配置 

KPI  市バスの乗車効率︓公営企業平均を上回る数値をめざす（令和３年度～７年度） 
 

 ・多様な移動手段の導入検討 
   KPI  多様な移動手段の導入地区数︓16地区（令和７年度） 
  
・新たなモビリティサービスの導入支援 

   KPI  新たなモビリティを活用した事例数︓10事例（令和７年度） 
 

③ 交通インフラの整備 

大阪湾岸道路西伸部、神戸西バイパスなどの広域幹線道路ネットワークを整備し、既存道路の交通負
荷低減を図ります。 
また、関西全体の航空需要の拡大、関西経済の発展に向けて神戸空港の役割を果たしていくため、運

営を担う関西エアポート神戸株式会社や関西エアポート株式会社と連携して、プライベートジェットの受入れ
体制強化に向けた CIQ 体制※の充実、
空港アクセス強化や国際化を含む空港機
能のあり方の検討を行うとともに、さらなる発
着枠の拡大及び運用時間の延長などによ
り、神戸空港の機能強化をめざします。 
加えて、今後の神戸空港の国際化をは

じめとする機能強化の検討とあわせて、空
港を最大限に活用し、空港島全体の魅力
を高めるとともに、神戸経済の活性化に資
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するような周辺用地の利活用の方策について検討します。 
                         ※税関 Customs・出入国管理 Immigration・検疫 Quarantine 

 
―事業例と KPI― 
・大阪湾岸道路西伸部などの整備促進 

KPI  神戸西バイパス整備後の第二神明道路（玉津 IC-伊川谷 IC間）の平日交通量︓9.1万
台／日⇒6.4万台／日（令和７年度） 

 

④ 今後のエネルギー政策 

再生可能エネルギーの分野では、「エネルギーの地産地消」「災害時のエネルギー供給の強靭化」などの取
り組みを加速させるため、民間事業者や NPO法人などと事業化の可能性を検討します。 
水素エネルギーについては、民間事業者との連携により、これまでの実証事業から社会実装に向けた取り

組みを一層加速させるとともに、市民に身近な分野である自動車や燃料電池の普及拡大を推進します。 
あわせて、EVなど電動車や蓄電池の普及と、リユース・リサイクルの推進による資源循環・低炭素社会の

実現をめざします。 
また、IoTや AIなどの新技術の活用や地域でのエネルギーマネジメントの実践などによるエネルギー利用

の効率化や、新たに建築される建物への環境配慮型の取り組みの導入を推進します。 
これらの取り組みにより、エネルギーの脱炭素化やエネルギーのデジタル化による効率化を進めます。 

 
―事業例と KPI― 
・再生可能エネルギーや水素エネルギーの利活用拡大などによるエネルギーの脱炭素化 

KPI  温室効果ガス排出量︓-34％（令和 12年度、対平成 25年度比） 
 

⑤ 持続可能なまちづくり 

計画的開発団地において、地域活動の支援や公共空間の活用など、ハード・ソフトの施策を組み合わせ
たリノベーションに取り組みます。 
また、今後の持続可能なまちづくりに向け、資源循環型社会の形成と地球温暖化の防止といった環境問

題の解決と経済成長の好循環を実現させるサーキュラーエコノミー（※）の取り組みが広がるよう、市民広
報・啓発などを行うとともに、企業によるイノベーションの促進を支援していきます。 
※製品と資源の価値を可能な限り長く保全・維持し、廃棄物の発生を最小化した経済を指す。 

 
―事業例と KPI― 
・計画的開発団地のリノベーション 
KPI  計画的開発団地のリノベーションの新規取り組み地区︓３地区（令和３年度～７年度） 

 

⑥ 都心・三宮再整備の推進、駅前空間の魅力向上（再掲） 

 三宮駅周辺を利便性が高く、神戸の玄関口にふさわしい空間を創出するとともに、その他の駅についても、
駅前空間のリノベーションに着手し、まちの質・くらしの質を一層高めます。 
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―事業例と KPI― 
・都心・三宮再整備の推進（再掲） 
・駅前空間の魅力向上（再掲） 
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基本目標７ 産学官連携強化と地域コミュニティの活性化                    

数値目標（仮） 

 ・市内留学生数(大学・短大) ︓4,700人（令和７年度） 
 

基本的方向（仮） 

世帯の小規模化と単身世帯化が進む中、地域でのつながりの醸成と地域間の連携だけでなく、地域団
体の利便性を向上させ、産学官が連携することにより、知恵と経験を集め、様々な地域課題の解決に取り
組みます。また、外国人を含むコミュニティとのつながり強化など、多様な世代や背景を持つ市民が参画し、連
携できる地域特性に応じたコミュニティの形成に取り組みます。 
社会が多様化・複雑化する中、地域、大学、企業、行政など様々な主体が連携して地域課題の解決に

取り組むとともに、外国人留学生を呼び込み、定着につなげていくための施策に取り組みます。 
 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

①  在住外国人との共生の推進 

日本語学習を希望するすべての在住外国人に対し、ニーズに応じた日本語学習環境を提供するととも
に、「やさしい日本語」の活用など、外国人にもわかりやすい広報物の作成を推進し、よりきめ細やかな双方
向型情報共有ネットワークを構築します。また、医療通訳システムへの支援を拡充し、外国人の方も安心し
て医療機関を受診できる体制を確立します。あわせて、多文化共生プラットフォーム「ふたば国際プラザ」や
「多文化交流員制度」により、多文化交流事業や地域の防災訓練への参加など、地域における日本人と外
国人との交流を推進します。 
外国人を受入れる企業や法人などが、既存住宅を共同居住型住宅（シェアハウス）として改修し、住宅

の確保に支援が必要な外国人や学生などに賃貸する場合に、改修工事費用を補助する「共同居住型住
宅改修補助制度」に取り組みます。また、市営住宅の空き家をシェアハウスとして留学生などに提供するととも
に、社宅などとしての活用を推進します。 

 
―事業例と KPI― 
・総合的な日本語学習プラットフォームの構築 
   KPI  市内日本語学習関連拠点の維持・拡充︓55 か所 (令和７年度) 

（地域日本語サポートセンター・地域日本語教室・日本語学校など） 
地域日本語教室における学習者数︓859人(令和元年度)⇒2,000人(令和７年度) 
企業などへの日本語教師の紹介件数︓ 10件（令和７年度） 

 
・在住外国人への情報発信及び言語サービスの充実 

 KPI  外国人も対象となる広報物の多言語(英中越・やさしい日本語)対応率︓100％ 
（令和 7年度） 

KPI  外国人向け双方向型情報共有ネットワークの提携拠点設置数︓全区に 100拠点 
（令和 7年度） 



 

30 
 

 
・地域コミュニティへの外国人流入の活性化 

 KPI   多文化共生推進拠点の増設︓２か所(令和元年度)⇒３か所(令和７年度) 
拠点への年間合計来館者数︓37,403人(令和元年度)⇒60,000人(令和７年度) 
多文化交流員などの年間派遣件数︓24件(令和元年度)⇒100件（令和７年度） 
 

② 地域活動の活性化 

地域団体と地域課題の解決に取り組む NPO・企業・大学との連携や、市内各地域の多様な地域特性
に応じた地域コミュニティ施策の推進により、人口減少社会を見据えた「総合的・自律的な地域コミュニティ」
の環境づくりにつなげていきます。 
また、地域団体の利便性の向上をはかるため、電子申請できる環境整備に向けた検討を進めます。さらに

地域福祉センターの拠点機能の強化として、「子ども食堂」など子育て世代の利用や多世代交流などを通じ
た地域コミュニティの活性化やＩＴの活用を促進します。 
 
・顔の見える地域社会づくりと支えあい活動の推進  

KPI   地域福祉センターの子育て世代の利用割合 ４割（令和７年度） 
 

③ 大学との連携促進 

大学と産業界・行政などとの地域内連携により、地域の将来ビジョンを共有し、地域の課題
解決に向けた連携協力を強化します。 
また、グローバル化が進展し、各都市・大学間で世界規模の人

材獲得に向けた競争が激しさを増している中、大学が集積してい
る神戸に、優秀な外国人留学生を戦略的に獲得し、卒業・修了
後の市内定着につなげていくための施策に取り組みます。 
 
―事業例と KPI― 
・地域連携プラットフォーム（仮称）構築の検討 

KPI 「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築（令和３年度） 
 

・外国人留学生の戦略的獲得と定着 
   KPI  市内留学生数(大学・短大) 4,153人（令和元年５月）⇒4,700人（令和７年度） 
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（参考） 

１．神戸人口ビジョン（改訂版︓概要） 

２．神戸 2025 ビジョン策定に向けた有識者会議 委員名簿 
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１．神戸人口ビジョンの概要 

１）神戸市の人口動態とその背景 
国勢調査ベースの神戸市の人口は、2010年の 154.4万人をピークに、直近の 2015年調査におい

て、戦災、震災以外の局面で初めて減少に転じました。 
 
図１ 神戸市の総人口と人口増加率の推移 

  
【注】2015年までは国勢調査、2016年以降は推計人口（毎年 10月 1日時点）による。 

【資料】総務省「国勢調査」、神戸市「毎月推計人口」 

 

人口減少の主な要因は死亡数が出生数を上回る自然減少と転入超過幅の減少によるもので、人口減
少に転じて以降の毎年の人口減少率は-0.1％から-0.3％程度で推移しています。 
自然動態については、2005年に初めて自然減少に転じ、2007年以降 13年連続で自然減少となっ

ています。自然減少となっている主な原因は高齢化に伴う死亡数の増加と少母化に伴う出生数の減少で
す。神戸市における平均寿命は 1995年以降延び続けていて、男女とも 80歳代（男性 80.9歳、女性
87.0歳）であり、死亡数は今後も増加が見込まれます。また、20・30歳代の女性の人口そのものが構造
的に減少していることから、これからも出生数が減少し続けることが見込まれます。 
社会動態については、特に、東京圏や大阪市、阪神間 6市に対して大幅に転出超過となっています。一

方で、海外からの転入は増加しており、特にベトナムからの転入者は 2014年から 19年にかけて、3倍以
上に増加しています。また、年齢別・コーホート別に人口増減数を見ると、多くの若者が高卒就職時・大学
入学時に相当する 10代後半、20代前半に流入し、大卒・院卒就職時に相当する 20 代後半で流出
していることがうかがえます。ただし、2019 年は 20 歳代後半の転出超過幅が縮まるなど、変化の兆しも見
られます。 
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２）人口推計の結果 
近年の人口動態と国の動向を踏まえ、改めて基準となる将来人口推計を行いました。今の状況が続け

ば、2030年には 145.4万人、2060年には 111.0万人まで減少すると見込まれています。 
 
図２ 人口推計結果 

 

 

 
【推計方法】 2020年の推計値から「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」における仮定
値（純移動率、生残率、出生率、出生性比）を用いて推計している。（出生中位・死亡中位仮定） 
 
 
（参考）神戸人口ビジョン（改訂版） 
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/35913/jinkovisionkaitei.pdf（神戸市ホームページ） 
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大仁 恵美子        株式会社三井住友銀行 公務法人営業第二部 部長代理 
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第２回会議：９月１４日（月）

• ワーキンググループ
議論の報告

• 神戸２０２０ビジョン
総括検証報告

• 全体構成、あるべき
姿の検討

• 新型コロナウイルス感
染症による影響、若年
層の意識・消費動向等
調査の報告

• 神戸２０２５ビジョン（素
案）についての検討

第３回会議：１０月１６日（金） １１月 ３月

素案の完成
「神戸2025ビジョン」

完成

パブリックコメント

１２月～１月

第１回会議：７月中

• 神戸市内外を取
り巻く状況説明

• ビジョンのテーマ、
施策の柱等全体
構成についての
検討

第１回・第２回ＷＧ：８月～９月上旬

• 神戸市内外を取り巻く状況説明

• 神戸２０２５ビジョンにおいて取
り組む施策アイデアの案出

• 施策の柱ごとの基本的方向性、
施策、主要事業とＫＰＩについて
意見交換
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１．策定趣旨 

新型コロナウイルス感染症は、感染拡大期と感染警戒期を繰り返すことが想定され、

長丁場の対応が必要になります。 

  このため、この感染症の存在を前提にした｢with コロナ｣時代が今後、年単位の期間

で継続することを覚悟しなければなりません。 

  このような認識のもと、神戸市の施策だけでなく、市民の生活スタイルや経済活動を

｢withコロナ｣時代に対応したものへと変容させることが求められています。 

  本戦略を市民・事業者・行政の共通認識とし、感染拡大の防止と市民生活・経済活動

の維持・回復を両立させていくことを目指します。 

２．前提となる３段階のフェーズ 

３．最重点目標と期間 

（目標１） 

新型コロナウイルス感染症に対応するための医療救急体制を確保し、感染症によ

る死者数を最小限に抑える 

（目標２） 

感染拡大防止に最大限の配慮を行いながら、市民生活・経済活動をできる限り維

持・回復する 

＜対象期間＞ 

フェーズ３への移行により、通常体制で上記２つの目標が達成されるまでの間
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４．市民意見を踏まえた本市の考え方 

（１）総論

世界を襲った新型コロナウイルスの感染拡大は、外出や営業の自粛などこれまでの

常識を大きく覆す事態となり、今もなお市民生活、経済活動に甚大な影響を与え続けて

います。 

感染症との闘いは、歴史的に繰り返されているものの、新型コロナウイルス感染症の

流行による影響は、現在の私たちが経験したことがないものとなっています。このよう

な闘いに対しては、行政だけでなく、市民・自営業者・企業等の各方面のみなさまそれ

ぞれがどのような考えを持ち、どのような行動を起こせば良いか考えていくことが何

よりも重要です。このような考え方のもと、みなさまからのご意見を募集し、自由かつ

多様なご意見を多数いただき、それらを踏まえ、「withコロナ」時代に求められる視点

として、 

① 市民のみなさまの不安にいかに向き合うか

② 「高密度至上主義」からいかに脱却するか

③ 「人」と「人」との絆をいかに紡いでいくか

  の３点が、本市にとって重要な視点であると考えます。 

① 市民のみなさまの不安にいかに向き合うか

新型コロナウイルス感染症により、非対面・非接触へのニーズが高まり、健康・予防

意識も更に高まるなど、私たちの日常は一変しました。市民のみなさまは、感染防止を

図りながら、日々の生活、経済活動を送ることに、大きな不安を感じておられます。そ

のため、感染拡大の防止、医療提供体制の確保、社会的弱者の支援、正確な情報発信な

ど、市民のみなさまの不安を軽減する取り組みを進めます。 

② 「高密度至上主義」からいかに脱却するか

感染症の流行により、「人」と「人」との物理的距離を取ることが求められ、自然環

境へのニーズや都心部に人口が集中しない人口分散のニーズが高まっています。神戸

には、都市部に近接した海や山などの自然、里山・農村といった豊かな資源があります。

他都市にない神戸の豊かな資源を大事にし、活かしていくことで、「高密度至上主義」

から脱却し、「withコロナ」時代にふさわしい疎密のバランスの取れたまちを目指しま

す。 

③ 「人」と「人」との絆をいかに紡いでいくか

この感染症との闘いにより、私たちが、変わらず大事にしなければならないもの、「神

戸のまち」の力が見えてきました。最も大きな「神戸のまち」の力は、「人に優しく、

人を大事にする」という変わらない気風です。みなさまからのご意見においても、 

『阪神淡路大震災より再起した神戸市の底力と人の繋がりは大事にしていただきた

い』 

『災害下であることをひと時も忘れないこと。我々市民は自助とは何かを考え続け

ること』 
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『人と人とのつながり、阪神淡路大震災では、共助が働いた。災害の発生に関わら

ず、共助が働く社会となるようにしていくべき』 

『感染対策で人と人との物理的距離をとることによって、コミュニケーションまで

もが疎遠になってはいけない。人とのつながりの中で、人としての優しさや温もりが

生まれる』 

というご意見を数多くいただきました。神戸のまちは、これまでの歴史の中で、戦災、

震災、自然災害等多くの苦難に立ち向かい、そのたびに再起を果たしてきました。神戸

市民の中で培われてきた、この変わらぬ気風は、必ずや現在の難局を乗り越える大きな

力になると確信しています。 

今回の感染症との闘いは全く未経験の事態の連続となっています。重要なことは、元

に戻すことだけではなく、常に新しい価値とスタイルの構築を目指すことです。「with

コロナ」時代における「神戸のまち」のあり様を市民・事業者のみなさまと共に考え、

衆知を活かし、「神戸のまち」の力を発揮することで、この感染症との闘いを乗り越え

ていきます。 
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（２）分野別の考え方

「with コロナ」時代に対応した新しい生活様式や経済活動を促進し、施策の転換を

図るとともに、感染拡大の防止と市民生活・経済活動の維持・回復を両立させながら、

テクノロジーを活用したデジタル×ヒューマンな社会を目指すため、市民のみなさま

からの多くのご意見を踏まえ、５つの分野（医療・健康、経済、まちづくり、くらし、

市政）において、今後の本市の考え方をまとめました。 

【医療・健康】 

 引き続き感染の状況に応じ、感染拡大期に対応することができる医療提供体制を整

えるとともに、検査体制を確保し、重症化、院内感染予防のための検査を積極的に行え

る体制を構築します。 

また、「新しい生活様式」に基づいた適度な運動を心がけることや受動喫煙防止など、

健康増進に向けた啓発を推進し、必要以上に感染症を恐れることなく生活を送れるよ

うな取り組みを進めます。とりわけ神戸には、山や海などの自然やのどかな田園風景が

広がり、他の都市にはない魅力がたくさんあることから、そうした身近な資源を活かし

て、こどもから高齢者まで楽しく野外活動を行い、健康に日々を過ごすことができるよ

う、さらなる環境整備を進めます。 

・新型コロナウイルス感染症の感染状況等を継続的に監視し、感染拡大期に十分対応

することができる医療提供体制の万全の準備に取り組みます。

・感染症以外の医療を安心して受けられる医療機能の確保を行います。

・新たな感染拡大の兆しを早期に把握するため、検査体制を確保し、重症化、院内感

染予防のための積極的 PCR 検査を行える体制の構築に取り組みます。

・保健所の機能強化を図ります。

・新型コロナウイルス感染症の医療救急体制を確保するためにも、夏季においては徹

底した熱中症予防対策に取り組みます。

・感染拡大期において、長期間に渡る外出自粛による体力低下等を防ぐため、「新しい

生活様式」に基づき、健康増進に向けた取り組みを進めます。

・こどもから高齢者まで楽しく野外活動を行い、健康に日々を過ごすことができるよ

うな環境整備に取り組みます。

・高齢者や障がい者などの福祉施設の感染防止対策を支援し、利用者・施設従事者へ

の感染拡大・施設内のクラスター発生の防止に取り組みます。

・保育所・学童保育施設等において、「withコロナ」時代に対応した保育の提供や、こ

ども・施設従事者への感染拡大防止に取り組みます。

・学校において、３つの密を避け、マスクの着用や手洗いなど基本的な感染対策を継

続する「新しい生活様式」を踏まえた感染防止対策を徹底します。
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【経済】 

市内企業、個人事業主の事業継続・経営回復に向け、最大限支援していきます。 

また、市内事業者の ICT等のテクノロジーを活用した課題解決の取り組み支援、国内

観光客を獲得するための観光施策の推進や、今後の神戸空港の活用など、「withコロナ」

時代に対応した経済活動を推進していきます。 

・市内企業、個人事業主の事業継続・経営回復に向けた支援に最大限取り組みます。

・人・モノの移動が制限される中でも、市内経済活動が滞ることがないよう、域内調

達・域内消費の推進に資する取り組みを進めます。

・「新しい生活様式」により変化する顧客や消費者の需要に即した新事業の展開や人 

材育成に取り組む事業者を支援します。 

・リモートワークをはじめとした働き方の抜本的な変革、非対面・非接触型の商談取

引の定着やキャッシュレス化の推進など、ICT 等のテクノロジーを活用した課題解

決の取り組みを支援します。

・観光施設の感染防止など、神戸での観光における安心・安全を発信し、「withコロ

ナ」時代に対応した観光振興に取り組むことで、これまで以上に国内観光客を獲得

するための施策を推進します。 

・市内の魅力あふれる観光資源を活用して市民や域内の方々の来訪を促進し、マイク

ロツーリズムの振興に取り組みます。

・地産地消のさらなる促進や新たな販路開拓など、「withコロナ」時代に対応した持続 

可能な農業振興に向けた取り組みを進めます。 
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【まちづくり】 

神戸の豊かな自然環境などを活かした新たな生活スタイルやビジネススタイルを推

進するまちづくり等に取り組むことで、東京一極集中から地方への分散の流れを創り

出します。 

また、「with コロナ」時代に対応した多様な移動手段を活用しやすい環境づくりや、

文化・スポーツに親しめる環境づくりなどを進めます。 

・東京一極集中から地方への分散に対応し、企業・人口の受け皿となる都心・既成市

街地・郊外が機能する多極型のまちづくりを推進します。

・里山、六甲山、須磨海岸など、神戸の豊かな自然環境や農村環境、景観、文化財な

どを活かした新たな生活や、自然調和型のオフィス誘致等、新しいビジネススタイ

ルを推進するまちづくりに取り組みます。

・道路、公園などの公共空間を柔軟に活用するなど、民間事業者と連携するとともに、 

低未利用地等を活用して住宅、商業などの施設が混在する複合的なまちづくりを進

め、暮らしの質の向上を図ります。

・持続的な都市経営や経済活性化を図るために、民間ビジネスや雇用を喚起し、IoT、 

AI等の先端技術を取り入れながら新たな価値を生み出す創造的なまちづくりを進め

ます。

・空家を魅力的なシェアオフィスとしてリノベーションし、リモートワークや地域コ

ミュニティの場としての活用などに取り組みます。

・キッチンカー導入への支援により、生活利便性の確保などに取り組みます。

・新たなモビリティや自転車など、「withコロナ」時代に対応した多様な移動手段を活 

用しやすい環境づくりを進めます。 

・六甲山や農村などの自然豊かな地域において、まちづくりと連携し、地域特性に応

じた公共交通の充実を目指します。

・市民生活を豊かにするため、市民が安全に文化やスポーツに親しみ、楽しめるルー

ルづくり・場づくり・健康づくりに取り組みます。

・身体的距離の確保など「with コロナ」時代に対応できる公共施設のあり方を検討し

ます。
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【くらし】 

 社会インフラの維持、社会的弱者の支援、こどもの「学びの保障」等、市民の安全・

安心なくらし、こどもの健やかな成長に資する取り組みを進めます。 

・生活維持に不可欠な社会インフラ、公共交通を持続可能な形で確保するとともに、

ICTを活用したサービスレベルの向上を図ることにより、市民の安全・安心な暮ら

しを目指します。

・市民生活、市内経済を下支えするインフラ、物流を維持するための支援や、そこで

働く方々の感染防止対策に取り組みます。

・感染症にかかる備蓄物資の確保、適切な避難所運営などにより、「感染症」と「自然

災害」といった複合災害へ備えた万全の危機管理体制を構築します。

・様々なコミュニケーションツールを活用し、「withコロナ」時代に対応した社会的弱 

者の見守り活動の支援に取り組みます。 

・生活困窮に陥らないためのセーフティーネットの機能を発揮し、社会的弱者の生活

支援に取り組みます。

・差別・中傷を許さない人権意識の啓発に取り組みます。

・就業のサポートなどひとり親家庭の抱える課題への支援に取り組みます。

・外出自粛等に伴う虐待や DVからこどもたちを守るため、引き続き関係機関と連携

し、支援の充実に努めます。

・１人１台の端末の配備による ICT 学習環境の充実や、教員・学習指導員等の体制充

実などにより、児童生徒の「学びの保障」に取り組みます。

・地域課題を解決するため、ソーシャルビジネスやコミュニティビジネスを推進しま

す。

・動画配信などを活用した新たな取り組みを進め、アーティスト・クリエイターの活

躍の場および市民の鑑賞機会を守ることのできる環境づくりに取り組みます。
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【市政】 

多くの市民・事業者に必要な情報を正確かつ迅速に届け、市民に寄り添ったサービス

の向上等に取り組み、真に必要なものを見極め、新しい取り組みを推進します。 

また、徹底した行政手続きのオンライン化を進め、時間と場所を問わず手続き可能な

環境を整えます。 

・ICTの活用、事務手続きの簡素化、オンライン化の推進により、ペーパーレス、押

印不要でも様々な手続きができる、より便利な行政サービスへ転換します。

・相談事業の強化など、市民ニーズに沿った行政サービスの展開に取り組みます。

・「with コロナ」時代の多様な地域活動を推進し、「新しい生活様式」等の実現に向け、 

ICT等を活用しながら住民参加による地域連携の強化を目指します。 

・新しい時代に対応した施策・制度への転換を行い、次世代へ負担を先送りしないよ

う、財政規律の確保に努めます。

・様々なデータを収集・解析することにより、エビデンスに基づく政策立案を推進し

ます。

・多様な媒体を活用することで、高齢者や障がい者など、様々な課題を抱える、より

多くの市民・事業者に必要な情報を正確かつ迅速に届けられるよう、一層取り組み

を進めるとともに、ITリテラシー向上のための施策に取り組みます。

・ICT等も積極的に活用しながら、市民との多様なコミュニケーションによりニーズ

を的確に把握し市政に反映していきます。

・民間事業者の提案や民間資本を活用することで、公共空間や公共施設等がさらに活

用しやすく魅力的なものになるよう取り組みを進めます。

・「新しい生活様式」を推進するため、わかりやすく情報を発信します。 
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５．「withコロナ」時代における政策例 

○住宅団地への移動販売やキッチンカーの提供実験の開始

（令和２年４月 27日、８月 31日発表） 

・生活利便施設（スーパー、コンビニ等）が充実していない住宅団地（ニュータウン）

の縁辺部に対して、民間事業者による移動販売車での生活サービスの提供を支援

することにより、住宅団地の再生や都市のスポンジ化対策、with コロナにおける

くらし方の支援を行います。 

○こうべ病院安心サポートプランの創設～神戸市医療提供体制の安定的確保プラン～

 （令和２年６月２日発表） 

・本市では、感染症指定医療機関及び適切な感染予防策がとれる医療機関との連携の

もと、新型コロナウイルス感染症の再度の感染拡大に対応できる入院医療体制を

確保しています。 

・これらの医療機関では、新型コロナウイルス感染症患者への対応のため、通常医療

を大幅に制約せざるを得ない状況が生じるほか、院内感染が発生した場合は、職員

の自宅待機等により病院機能を維持することが困難となります。また、新型コロナ

ウイルス感染症患者の治療の最前線で戦う医療従事者、医療機関に対する誤解や

偏見に基づく差別も生じています。 

・そこで、患者受入医療機関を神戸市が全面的にサポートする「こうべ病院安心サポ

ートプラン」を実施することで、本市の医療提供体制を安定的に確保していきます。 
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○神戸市と株式会社メディカロイドの連携による新型コロナウイルス感染症対策～自

動 PCR検査ロボットシステム等の開発・社会実装支援について～

 （令和２年６月３日発表） 

・神戸市と株式会社メディカロイドは、新型コロナウイルス感染症の再拡大に備え、

自動 PCR 検査ロボットシステム等の開発・社会実装に向けて連携・協力し、自動

PCR検査ロボットシステムや、見守り・ケ

アネットワークシステム等を社会実装す

ることで、医療従事者の感染リスクや作業

負担を低減させるとともに、PCR検査体制

の拡充に貢献します。 

○市営地下鉄駅舎内でのスマート音声案内システムの実証実験を実施します！

with コロナ社会における「Human×Smart」な都市づくり（令和２年７月 31 日発表） 

・神戸市では、「Be Smart KOBE」として、先進的な技術を活用して社会課題を解決す

る取り組みを推進しています。この取り組みの一環として、AI 搭載カメラで混雑

状況を感知し、音声案内により混雑状況を緩和させるなど、感染拡大に配慮しつつ、

快適な移動空間を提供します。with コロナ社会を見据えた「スマート音声案内シ

ステム」の実証実験を市営地下鉄三宮駅において実施します。

○市内の医療機関における「遠隔ＩＣＵシステム」の導入（令和２年８月 11 日発表） 

・神戸市は、株式会社Ｔ－ＩＣＵ、神戸市立医療センター中央市民病院と連携し、国

内初の取組として、新型コロナウイルス感染症患者の入院受入れを行う市内の医

療機関への、「遠隔 ICU（集中治療支援）システム」の導入を支援します。

・集中治療専門医が遠隔地からネットワークを通じて診療支援を行うことにより、

「重症化の早期発見」など感染症患者への適切な医療の提供と市内の医療提供体

制のさらなる充実を図ります。

○新型コロナウイルス感染症 酒類を提供する飲食店における感染防止策の実施

（令和２年８月 18日発表） 

・社会経済活動を行いながら、安心して暮らせる街を目指して、接待を伴う飲食店に

限らず、酒類を提供する飲食店を対象とした PCR検査を実施するとともに、業種ご

との感染拡大防止ガイドラインに基づく指導を徹底して感染防止策を強化するこ

とで、クラスター発生の未然防止に努めます。 
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○全国初！！「KOBE 学生地域貢献スクラム」いよいよスタート～新型コロナに負けず

に地域に貢献する学生を応援します～（令和２年８月 20日発表）

・新型コロナウイルス感染症の影響により、学修活

動や日常生活が制限される中で、学生は勉強や

研究、課外活動等に日々励んでいます。 

・他方、地域では様々な地域・社会課題が増加する

中で、課題解決のための活動の担い手不足が深

刻化しており、学生などの若手人材の参加を推

進していく仕組みの構築が急務となっていま

す。 

・このような学生や地域の状況を踏まえ、多様な社

会貢献活動への参加を通じて、学生に一定の支

援金を給付する「KOBE学生地域貢献スクラム」事業を実施します。本事業により、

学生の経済的負担の軽減を図るとともに、地域・社会課題の解決に向けた、学生と

地域コミュニティ等とのネットワークづくりにもつなげていきます。 

○～withコロナ時代に神戸で支援の輪を広げる～「withコロナ KOBE 応援プラットフ

ォーム」始動！！みなさんの「応援したいこと」を募集します

（令和２年８月 20日発表） 

・多くのみなさまからの応援を困っている方々に届けるため、「with コロナ KOBE 応

援プラットフォーム」事業を開始し、困っている神戸市民に対し「応援したいこと」

の募集を行い、具体的な支援の取り組

み（プロジェクト）につなげていく“プ

ラットフォーム”を運営します。
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■「神戸市withコロナ対応戦略（骨子案）　市民意見募集」の主なご意見

主なご意見

・感染症による直接的な死者だけでなく、医療体制のひっ迫や患者の受診抑制による犠牲が出ないようにしなければ
ならない。

・夏場のマスク着用による熱中症対策に取り組むべき。

・免疫をつけるような食生活、適度な運動を心がけ、自分自身を健康に保つべき。

・医師・看護師等の医療従事者の増員と、病院・保健所の増設が必要。

・医療機関におけるオンライン診療、電話診療等の取り組みがさらに必要。

・医療崩壊を起こさないようにと言われているが、行政・国政のイニシアチブが弱く、医療現場も各病院や医者の自
己犠牲が主体となっており、なかなか解決されない。

・第２波や今後の新たな感染症に対して、医療崩壊をさせないために、これまで行ってきた保健所機能の縮小や削
減、ベッド数の削減や病院機能の集約による地域医療病院の再編をやめるべき。

・保健所を各区に設置してほしい。

・安心して病院に行けるように、どこの病院に発熱外来があるのかを区ごとに確認したい。

・予防医学の周知や、免疫力を高める指導を行うべき。

・正しい消毒液の使い方を行政として指導すべき。

・高度な医療技術や企業と連携した感染症対策を推進すべき。

・医療従事者等、リスクのある職場で働いている方に向けた支援を行うべき。

・医療産業都市のある神戸で、医療従事者を守る仕組みと啓発活動を全国に先駆けて実施していくべき。

・コロナ後の社会を生き抜くためには、感染症の正しい知識を持つことが何より大切。

・予防も大切だが、発熱や体調不良時は、無理せず欠勤、欠席できる環境づくりが必要。

・学校での３密対策の充実を進めるべき。

・第２波に備えて最も重要な事は「医療・高齢者介護施設」での院内感染の防止。

・体温計やマスク、除菌シートを追加で備えておきたい。

・マスク等、市は独自に備蓄を始め、今後新たなウイルスが発症しても市民が安心できるようにしてほしい。せめて
医療機関に余裕をもって配布できる体制を作ってもらいたい。

・まちなかの消毒を強化するなど、冬のインフルエンザ拡大を防止する際にも適用できるような対策を実施してほし
い。

・エビデンスに基づいて、感染拡大を防ぐことが大切。
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・新しい生活様式を科学的に効果検証し、緩和できるものは緩和するなど、見直しを行うべき。

・今回の新型コロナ関係のデータ蓄積・分析を進めて将来に備えてほしい。また、防疫情報として一般に分かりやす
く公開してほしい。

・基本的な手洗い・うがい・ソーシャルディスタンスを心がけることで、感染予防につなげていくべき。

・手洗いの効果をもっとアピールしてほしい。

・第２波では、こどもへの感染リスクが高くなることも考えられる。

・マスクの着用や外出先でのマナー等、ひとりひとりが思いやりを持って行動すべき。

・マスク等の着用を強制するのはいかがか。

・新型コロナウイルスに感染しない方法は、３密を避けることと人との距離をあけること。風向きはいつも計算に入
れて行動している。

・透明マスクがあれば、コミュニケーションも取りやすくなる。特に、聴覚障がい者等の方は手話がコミュニケー
ションツールなので、非常に便利。

・人と話さないときもマスクをし続けて体調が悪くなるのは釈然としない。

・テレワークが推進されることによる運動不足等に対する健康増進策が必要。

・外で自然の風に当たり、心身を開放させる機会は大事。

・健康的な生活習慣を心がける、普段と違う景色を見る、空気を吸ってリフレッシュする等が大切。

・３密防止のため、人が集まる施設の閉鎖やイベントの中止等が行われているが、気分転換を求め、少人数での屋外
活動が活発になるのではないか。

・道路（ハイキング道）、公園、河川の草刈り、清掃、施設の補修等を行い、屋外での活動を活発にすべき。

・この機会に「受動喫煙」を完全になくすことが大切。段階的に取り組みを進め、世界のグローバルスタンダードに
合わせた素晴らしい景観ときれいな空気の「健康都市」として打ち出してはいかがか。

・神奈川県で実施している、お店の感染予防対策を店頭へ提示することを神戸市内で義務付けても良い。

・大阪で実施している「コロナ追跡システム」のようなものがあれば、安心してお店に行けるので実施してほしい。

・効果的なワクチンや特効薬が早期に開発されれば、また以前のように戻るのではないかと楽観的に考えている。

・人口減少やコロナの影響で、倒産・リストラ・鬱・DV等の心の病から自殺者が増えそうで心配。

・自分が新型コロナウイルスを持っている、感染しているにもかかわらず無症状であるという前提のもとに行動する
必要がある。

・屋内や公共交通機関等で、マスクを着用しない人は入れないなど、少し強めの対策を取っても良い。

・ウイルスの居なくなったが如くの気の緩みは禁物。自粛ベースありきの日常生活を送るべき。

・ワクチンが開発されても一般市民に行き渡るには相当の年月がかかるのではないかと懸念している。

・定時的な市中感染調査を実施してほしい。

・ひとりひとりの健康管理とそれによる力を問い直すことも必要。行政や医療機関の対処には感謝するが、行政に頼
らず自分で力を取り戻す、そうしたきっかけにしたい。

・感染の小康期であれば、感染対策は個人の自由という視点も忘れてはいけない。

・感染拡大を防ぐことは大事だが、必要以上にナーバスに構えることも如何かと思う。状況を見ながらの弾力的なコ
ロナ対策が大事。

・空気感染、接触感染のウイルスや細菌が流行った時に、同じ対応をしようとする人、それをしない人を糾弾する人
が生まれては困る。

・第２波が来た時に、少々の発熱でヒステリックに通院することがないよう市民の意識改革を進めてほしい。
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・緊急事態宣言や営業自粛は県単位じゃなく、地域単位で行うべき。

・ウイルスを恐れ、外出しなくなると免疫力が低下しそう。引きこもりもよくないのではないか。

・自粛時期は本当に家にいるようにしたら、今は寝たきりに近い状態になった。

・20代くらいまでの市民に「基礎看護」の講習を受けてもらうべき。

・コロナにかかった方の肩身が狭くならないよう、罹患した方やその家族の方々に精神的なフォローを。そしてその
必要性をメディアで伝えてほしい。

・近年ルーズになっていた社会規範や衛生観念を見直す良い機会であり、負の面だけを強調するのではなく、自分の
免疫力を高めて明るく生活する方法をPRすべき。

・感染により隔離される際には、ペットを残していけないので、GPS等の条件付で今後は自宅待機を認めてほしい。

・ソーシャルディスタンスの現実的な距離がわかると、安全対策に過剰投資が不要で、元の生活に近い生活を送れ
る。

・屋外施設を充実させることで、自然と触れ合い、体力向上につなげられるようにしてほしい。

・自転車通勤が増えるため、自転車道や自転車駐輪場を整備してほしい。加えて、シャワーや着替えができる施設が
あれば、自転車通勤やランニング・徒歩通勤など利用者が増え、市民の健康増進にもつながる。

・抗体検査、PCR検査等が必要に応じて受けられる体制を早急に確立するべき。

・無料でPCR検査を実施してほしい。

・医療関係者や介護・保育・障がい福祉関係者、教職員等、「密」が避けられない分野の人たちがPCR検査を受けら
れるようにすべき。

・基礎疾患を抱えている高齢者や障がい者、またその家族は、優先的にPCR検査を受けられるようにすべき。

・全市民に抗体検査を実施してほしい。

・65歳以上の高齢者がどの程度抗体を持っているか調査すべき。

・感染者専用の病院を設置すべき。

・域内の経済循環の促進に資する施策を考えるべき。

・新型コロナウイルスの影響を受けている市民・事業者への支援を行うべき。

・今回のコロナ問題を機会と捉え、デジタル社会に向けた取り組みに投資し、生産性向上やリモート化（オンライン
授業、在宅勤務等）をめざすべき。

・観光業について、海外からの観光客依存から国内観光客に変えていく必要がある。そのためには神戸の魅力の充実
が必要。

・今後、感染者が増加しても自粛を促すことで、経済をストップさせないようにしてほしい。

・経済活動を止めないよう、withコロナ時代のニューノーマルに適応することを、世の中が変わっていく大きな機会
と前向きに捉え、日常生活を過ごしていくべき。

・感染症予防を継続しつつ、コロナ禍以前の生活に戻れるよう経済活動を行うべき。

・経済の復活は重要なので、県外移動が許可された後は必要以上に怖がらず、用心しながら個人の活動も開始しなけ
れば、経済は低調のままになる。

・感染症対策で必要となる、マスクや消毒液など、地元の企業とコラボして神戸ブランドの商品を市民に提供すべ
き。

・解除後も町に出かけると感染するかも知れないという不安が経済不振の要因となっている。ウイルスとはこう戦う
のだという明確な意思と目標を市民にアピールする組織・機関をつくることが大切。

・アルバイトや派遣で働いていた方々の経済的影響は大きく、今後、正社員志向が強まる。一方、リモートワークを
通して、各社員の存在が浮き彫りになり、正社員の絶対数が見直されることが懸念される。

・自宅で周りの目を気にせず働けるのでストレスも減り、残業も減り、終業後はすぐに自分の趣味の時間を取れるよ
うになり、とても働きやすくなりました。神戸市全体でリモートワークを推進すべき。

・駅周辺、近くの商業施設等でも民間によるサテライトオフィスを多数設置するなどすれば良い。
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・人と人とのコミュニケーションは大事だが、対面だけでなくリモート等、新しい生活様式を取り入れていくべき。

・コロナを経験し、一番に思うことは働き方の多様性。テレワークの困難な職種も今回のような状況が起こったとき
に、対応できるよう働き方を考えていくことは大切。

・テレワークを全面に推奨しているが、形だけではなく生産性が「あがったか」を検証すべき。

・企業などは、今後も時差出勤等に取り組むべき。

・今後、食料不足が表面化する可能性があることから、市内の農家漁業畜産業の増産への支援を検討すべき。

・国内へ製造業者を戻す優遇策を策定すべき。

・コロナで売り上げが伸びた事業をもっと広めるべき。企業誘致についても売り上げが伸びた業種を積極的に誘致
し、雇用を生み出していくべき。

・休業期間中に収入が大幅に減少または無収入になる人について、逆に自粛要請期間中に人手を必要とする業種(医
療、運送、製造、福祉等)で働けるように、相互の需要と供給をマッチングできるような仕組みをつくる。

・最低賃金を底上げすることで、域外から人が来るようにするなど、新しい神戸市の魅力を発信すべき。

・ネットショッピングを利用することで顧客の感染リスクは下がるが、物流関係従事者は仕事が激増する。片方が助
かれば片方が厳しい状況になるなどの懸念事項も増えていく。

・自粛解除後のお店の営業の仕方について、業種毎に見本となる進め方を、市や県などの行政機関で調査、研究して
公表してほしい。

・飲食店等は、スーパーの店先や生活必需費を買いに行く場所で緊急時に格安で出店するなど、協力できれば良い。

・公的空間（公園スペースなど）を大特価で販売業や飲食業へ間貸しすべき。

・買い物等での時間制の導入や、買い物弱者に対する配達システム等の取り組み。

・レストラン等での感染防止策の消費者への開示を行うべき。

・国や自治体に限らず、各団体や事業主はコロナウイルスに対するマニュアルを作成・行動することにより、意思、
経営方針を明らかにする必要がある。

・飲食店に対するコロナの影響は甚大である。テイクアウト事業に取り組んでいるが、７月１日からのレジ袋有料化
は大きな逆風である。

・クラスターを懸念する店に対し、金銭的補助等を検討しなければ、第２波が起きた場合に制御できない。

・住宅団地やニュータウンへの食糧供給継続と飲食店の経営安定化のため、キッチンカーの導入支援を拡充すべき。

・個人の行動履歴、追跡が可能となるように全ての店舗での電子マネーの普及が必要である。

・キャッシュレス化を推進し、神戸市が機器メーカーやカード会社等と調整するなど、非常に低コストで実施可能な
神戸市版キャッシュレス推進事業があれば、民間事業者は助かるのではないか。

・神戸市が率先して、施設入園料・売店の販売窓口や区役所の手数料などのキャッシュレス化を行うべき。

・近くで買い物をして、地元の生産品を消費していくようにしたい。

・健常者が率先して社会・経済を回していくべき。

・物価上昇が心配。

・食料品、生活必需品の国内生産を。

・大きな時代の変革期であるため、官公庁、企業全てにおいて当たり前と思ってきたやり方では取り残されていくこ
とになる。

・鎖国や閉じこもりでは社会は回らない。

・学校を相手に仕事をしており、学校が休みの間は当然仕事がなかった。仕事がなかったことへの支援を。

・健全な経営をされているところとそうでないところが一律に支援されるのはどうかと思う。納税額や損失額に見
合った補償が必要。
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・コロナ対策安心レストランガイドブック（抗菌加工）を作成すべき。

・テイクアウトマップの作成支援を。

・電動アシスト自転車の利用を促進するために、神戸市在住の人の購入に対して、神戸市から費用の一部を補助する
とともに、神戸市を電動アシスト自転車普及促進のまちとして前面に出し、製造販売等の関係会社や製造工場を市内
へ誘致することを提案する。

・感染者ゼロの街中の飲食店でソーシャルディスタンスを取る必要があるのか疑問。そのような営業形態は採算が合
わず長く続かないため、さらなる税金投入か、廃業のいずれかになることを危惧している。

・外食やスポーツ、芸術鑑賞、旅行などは機会があれば積極的に取り組みたい。

・阪神淡路大震災の借金返済にめどが立ち、これから三宮の開発が始まるというときに、コロナの経済対策に税金を
使われると思うと複雑。

・エンターテイメント、旅行等に関して明確なルールがあると、とても動きやすくなる。

・インバウンドを目論んでいた観光事業は衰退する。オリンピックも一過性のものであるため、国内観光客を増やす
べき。

・コロナをチャンスと捉え、衰退した観光業、飲食業に力を入れるべき。

・観光戦略は住みやすい中長期滞在型生活観光を実施すべき。

・兵庫県には良い観光地がたくさんある。のんびり過ごして美味しいものを食べて経済的にも地元に貢献したい。

・５年後のインバウンドに向けた空港整備は変わらずに進めるべき。

・国内観光客を増やすために、ベイシャトルを和歌山まで伸ばしてほしい。

・コロナ対策安心旅行ガイドブック（抗菌加工）を作成すべき。

・感染症対策を十分実施した上で、「来て下さい、ウェルカム神戸キャンペーン」を実施してほしい。

・東京一極（都会集中型）のあり方を見直す良い機会であり、地方分散の良い機会。

・名谷、鈴蘭台、垂水などの駅前再整備や北神急行の市営化などが進められ、市域全体を活用した分散型の都市づく
りが具体的に進められようとしている。withコロナの時代にふさわしいまちづくりと評価できる。

・地域での行事などの中止・決定が相次いでいるが、今後はどうやったら実施可能かをみんなで知恵を絞って前向き
に考えていくべき。また、行政はそのためにどう支援するか考えてほしい。

・東京一極集中の怖さを知ったが、地方創生は進んでいない。

・「都市集中型」から「地方分散型」へ変わっていかなければならない。

・コロナ感染拡大をはじめ、様々な問題が都市に人口が集中していることから、今後は農村部（神戸市においては北
区・西区）への移住促進やレジャー誘致の政策をより一層進めることを期待。

・東京一極集中を見直す空気が流れている今、スマートでおしゃれな神戸の住みやすさをアピールしてほしい。

・神戸市のコンパクトシティ構想を考え直してもらいたい。

・会社は東京・大阪にあっても、通常業務は遠隔のサテライトで済ませられ、個人の住空間とライフスタイルの変革
を支援する都市生活に期待。

・神戸市を持続的に発展させるためにも、「里山くらし」のような今まで市内にあった地域や物や資源、エネルギー
等を使い、地域で循環できる社会への転換が必要。

・ウォーターフロントに隣接した神戸の都心は、ほどよい密度で、そこまで無理をせずともソーシャルディスタンス
を確保できる街であり、密度が高すぎる東京や大阪に比べて大きな優位性を持っている。このような逆転の発想で神
戸の都心ウォーターフロントを再評価し、売り出していくべき。

・住宅街の中にある空家を魅力的なシェアオフィスとしてリノベーションすれば、withコロナ時代の需要と合致し、
地域のコミュニティとして機能させることもできる。個人的にも利用することにとても興味がある。

・空家をテレワークに適したシェアハウスに改造し、ワークライフバランスと空家活用の双方の課題解消につなげて
はどうか。

・新たなビジネスに相応しいオフィスのあり方を考え実践することで、神戸をビジネスの拠点として発展させるべ
き。
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・マンモス人口ではあるが、都市的賑やかさ、山や海などの自然、中心部より少し離れればのどかな田舎風景等、他
の都市にはない魅力が沢山あり、住みやすさや利便さが神戸市にはあると感じる。

・神戸の良いところは、都市と田舎の良いところ取りができる街であり、バランス良い美しい都市であるところ。東
京・大阪ほどの密集はなく、自然も多くある。工夫すれば、家に籠らずとも、外気に触れてリフレッシュできる貴重
な資源がたくさんある。

・神戸ならではの農村地域の活性化と緑の聖域の保全を展開すべき。

・身近にある道路空間・公園空間の可能な範囲での癒しの空間への転換を期待。

・通勤形態の変容からくる自転車通勤に対応した駐輪対策が必要。

・日々の声かけや安否確認は、これまで以上に地域の方との助け合いを大事にできたら良い。

・教育事業や地域コミュニティの積極的なIT活用により、人と人との交流機会を減らすことなく暮らしていけるよう
にすることも重要。その際、高齢者などのIT環境に不慣れな方々への積極的な支援を行っていくべき。

・地域コミュニティの活性化をめざし、郊外へのサテライトオフィスや市民農園の誘致、高齢化団地への子育て世代
の誘致をおこない、世代バランスの取れた居住地域の拡大をめざす。

・地域コミュニティ（学校行事、地域行事など）の維持と子育て世代・高齢者などのイベント・サービスは変わらず
大事にすべき。

・住民自治会の高齢化で、新しい生活様式に十分対応できていない組織も多いのではないか。新たな住民自治のあり
方の検討も含めて、withコロナ時代の神戸をつくりあげていきたい。

・若いときは町内会で何でも相談して物事を進めていたが、今はとんでもないという目で見られる。このような時代
を迎えたのだから、町内会の再生を考えてはどうか。何でも行政の責任にするのも無責任であり、みんなで力を合わ
せる手段として、町内会の再生を提案する。

・ウイルスの恐怖におびえ、老人が楽しみにしている給食会などを中止にすることが社会的に正しいことなのか。そ
のエリアにウイルスがない状況が続いているのであれば、少し対策を緩めていかないと「特効薬ができるまで」「ワ
クチンができるまで」といった対策を取り続けていることの意義がよくわからない。

・地域は人と人の触れ合いが大事。そのためのイベントの準備・運営を担う人とのつながりが大事。

・各市民団体のITリテラシーを高めて再組織化・活性化しておくことが必要。

・Civic Pride溢れる地域コミュニティを創発し、市民が積極的に快適空間作り・維持に貢献できるしくみの提供に
期待。

・コミュニティに支えられてきた小さな経済活動の重要性を知ることになった。

・文化・芸術・スポーツ等を楽しむ際、３密空間を回避しながらこの醍醐味を楽しめる空間作り（換気、人（席）の
配置、施設の運用方法等）を行うべき。

・忘れてはならないのは、自粛期間、生活基盤である水・電気・ガス・交通機関・ごみ収集が変わらず動いていたこ
とであり、震災時はこれらがダメージを受けたことを考えると恵まれている。インフラを支えてくれている方々に感
謝し、インフラを長期的に維持させていくための資金は惜しむべきではない。

・密を避けるため、地下鉄山手線の時間当たり本数の増加、乗車時のマスク着用の義務化を実施すべき。

・新たなモビリティの展開など将来動向も見据えながら、車両としての自転車の扱いを明確にし、それにあわせた道
路整備と幼児期からの交通安全教育を促進すべき。

・世界最高水準の安全な上水道は変わらず大事にすべき。

・５Ｇの実装を進めるべき。

・自転車通勤の推進を打ち出してほしい。

・市内の備蓄物資を増やしておくべき。

・自然災害とコロナが同時発生したときの対応のため、避難施設の利用法を見直し、市民に啓蒙すべき。

・自然災害が増えていくなかで、防災用品について考え直したい。

・これからも自然災害は起こるが、いざ逃げるときにどうすべきか考えておく必要がある。

・アプリを活用し、避難所情報などを公開すべき。
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・複合災害の発生に備え、避難所の安全対策、避難計画の見直しが必要。

・民間施設などを借り、避難所を設営すべき。

・南海トラフへの対応のため、既存の広域避難場所等に新しい設計を盛り込み、災害に強いまちづくりを進めてほし
い。

・過去の災害対策事例を基に、災害対策特化チームをつくり（建築・医療・福祉・物流等）、避難所と、対策室・医
療室が入る災害対策ビルを作ることで、災害発生時に滞る事なく、自治体の長が指令を出し活動できるよう備えてほ
しい。

・自宅避難に備え、災害発生時に系統が停電した際にも電力供給が継続されるような、レジリエンス性を備えた分散
電源の導入支援を拡大させ、インフラの安定供給を図るべき。

・新型コロナウイルス感染拡大が懸念される状況の中にあっても、インフラ整備事業（特に防災・減災・国土強靭化
に関わる公共工事）は必要不可欠。

・決まった予算を毎年分配するのではなく、本気で削減し、災害対策の予算に振り替えてほしい。

・市民にも物資の仕分けや配給の仕分け、運搬、トイレ等の清掃、避難民の点呼など、あらゆる細かい作業をしても
らうべき。

・介護・障がい福祉事業部門においては、非常時でも安心して事業が継続できるようにすべき。

・独居世帯の双方向緊急時連絡方法の確立が必要。

・感染者への差別や医療従事者の皆さんへの差別や偏見をなくすとともに、国や自治体がさらに守ってあげてほし
い。

・介護現場が崩壊することにより高齢者が行き場をなくしかねない。

・今後、多くの失業者が予想される中、介護現場での無資格者の作業を認めるなど、介護事業の門戸を広げてはどう
か。

・外出自粛時であっても、障がい者が買い物や病院に行くときには、同行サービスが使えるようにすべき。

・高齢者は自粛することが多い。自宅自粛も大変だが見守る対策が必要。

・高齢者にネットを通じて家で趣味や習い事を行うなど、生きがいを大切にするためにネットの使い方を教えてあげ
るべき。

・在宅ワーク、オンライン授業は今後も進めていくことで、引きこもりの方も社会とのつながりを持つことができ
る。

・単身者も丁寧に扱ってほしい。給与が減少している人は多いのに、救済措置が少なすぎる。

・コロナ感染者や対コロナ関連業務従事者など、その家族にまで差別、疎外的措置のあったことが大きな反省点であ
る。大人、スマホ俯き世代、こどもたち、それぞれの世代に見合った「差別や疎外」思考を無くする教育、啓蒙をし
てほしい。

・感染することよりも、感染することによる差別や、解雇の方が怖い。

・障がい児（者）家庭が感染した場合の不安は、親子一対で考えて想定していく必要がある。今後第２波が来た場合
の不安を訴える家族が多い。

・障がい児や発達障がい児のための放課後等デイサービスは、小規模事業所が多く、その環境も３密となり感染拡大
のリスクも高かったため、支援強化が必要。

・生活保護のあり方、諸制度の見直しによりコロナで生活が激変した方への対応の充実をさせることが必要。

・企業が事業規模縮小に向かい、非正規雇用作業者や生活保護申請をする人が増えるのではと考える。今後、あらゆ
る税制の割合があがり、これからの新社会人は大変な責任を負わされて行く様な気がする。

・高齢者と若者の情報格差が大きいため、高齢者宅向けに安価なスマートスピーカーを無料配布（または補助）し、
神戸市からの重要な情報をダイレクトに聞いてもらえる環境を作ってはどうか。

・高齢者を含めた地域住民のITリテラシーを底上げし、さらにUX/UIの向上により気軽に便利に使えるシステム（例
えば北海道中頓別町ではテレビとリモコンでUberが呼び出せるように調整している）の実装が必要。

・神戸市から文字認識ツールでのコミュニケーションを広めてもらいたい。

・マスク着用により、難聴者のコミュニケーションが困難となっている。

・神戸市内の学校教育の質を上げるとともに、リモート教育環境の充実(いかなる時にも教育の継続ができる)と、神
戸が持つ自然体験、こどもの居場所づくりなどを展開することで、こどもの教育に安心ができ、創造力のあるこども
が育つ神戸をめざすべき。

18



・学校でオンライン教育ができる環境の構築を進めるべき。こんなにも日本が遅れているとは気づかなかった。

・母子家庭だが、私が感染すればこどもはどうなるのかといった不安があった。

・こどもたちの学びの場が減らないよう、学力差が広がらないように環境整備や設備を準備してほしい。

・コロナとともに生きるために大切なことは、こどもたちの居場所である学校生活を奪わないこと。

・今後、市内学校で感染者が出た場合も、即休校ではなく学級閉鎖に留めるなど、こどもたちへの影響を最小限にし
てほしい。

・ネットでのサービスと対面を効率的に活かし、通学しなくても進められる教育を考えてほしい。

・授業は無理でもオンラインでのホームルームを実施する、ZOOM自習を設けるなど、こどもが不安にならないよう、
一体感を持って学習できる取り組みなどの工夫をしてほしい。

・熊本市では全小中学校でオンライン授業を実施していたが、神戸市ではオンライン授業の導入が進んでいない。

・オンライン授業は余計な刺激が減り集中できるので、発達障害の児童にも有効ではないか。

・オンライン授業を不登校の子にも応用できないか。

・「withコロナ」の時代は、障がいのあるこどもたちが、どこにいても療育または教育を受けられるようにしてほし
い。

・小中学校のコンピュータ室からYouTubeの教育コンテンツを見えるようにすべき。

・小中学校のコンピュータ室を学校開放施設に指定して、児童生徒に土日、夏休み、冬休みに自由に使わせるように
するべき。

・小中学校でのPC配布により、一層ネット回線の安定性は重要。

・小学校を衛生的に清潔に保ち、給食の配膳方法等の対策してほしい。

・経済について学ぶ機会を設けるべき。

・ICT機器活用のスタッフ等を配置して教員のスキルアップを図るべき。

・こどもと教師の心のケアが見過ごされていないか注意すべき。

・こども同士が密に触れ合えない「withコロナ」の状況の中で、友達づくりが苦手なこどもは、例年以上に、クラス
や休み時間に寂しい思いをしているのではないか。

・「withコロナ」時代にあっては、教育の「機会の」保障的な話がよく重視されるが、「withコロナ」時代だからこ
そ、機会を保障するだけでなく、総合的な生きる力を育むための「主体的・対話的で深い学びの保障」をするのだと
いうスタンスが大切。

・小中学校の少人数クラス編成を行い、個々に寄り添える関係づくりを進めるべき。

・３密を避けるため、小中学校の１クラスの人数を20人以下にしてほしい。

・こどもたちのために頑張っている先生が教育に専念できるサポート体制が早急に必要。例えば、清掃・給食配膳等
はシルバーサポートセンターを活用してはどうか。

・働き方を変えていかなければならない。例えば、学校教員や保育士の事務作業等、本来業務以外の業務量を少なく
していく必要がある。

・授業時間が少なくなったので、特別支援学校の先生はエビデンスに基づいた指導方法（応用行動分析、PECSなど）
を学んでほしい。

・幼児教育・子育て支援ネットでの展開と予防を徹底することと、子育て広場や交流会の解放は、産後うつ、孤立化
を防ぐために引き続き重要。

・子育て世代が有事の際、こどもファーストの動きを行うための生活費の確保(ベーシックインカム)があれば、こど
もの休校対応、課題のフォロー、家族の健康管理に安心して時間を使える。

・各学校のHP、情報発信のあり方を充実させるべき。

・こどもと大人、こども同士のコミュニケーションは今までと変わらず大事にすべき。

・他県でオンライン保育所を開いた等の情報も見たので、検討してはどうか。
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・今後、失業者や保育所入所希望者が増えると予想されるので、早急に保育施設整備をお願いしたい。

・消毒専門の職員を含む保育所職員を増員し、安心して働ける環境を整備してほしい。

・全保育施設にコロナの実態調査を実施し、現場の生の声を反映してほしい。

・医療体制と並行して、保育体制も計画に入れて今後の体制作りを考えてほしい。

・神戸市は、大学の数も周辺都市に比べて多いため、今回のコロナ禍は大学生にも大きな影響を与えている。

・電子図書書籍の充実や移動図書館、学校や市からの本の配布など、こどもが長い休みになっても本が読める環境づ
くりを行うべき。

・家事、育児における女性の負担が大きいので、男性がもっと分担して行うべき。

・神戸市教育委員会から突然段ボールが届き、沢山のおやつやお米等の食料品が入っていたことに大変感謝してい
る。

・休校と自宅勤務が重なったことで、家族内が不穏な雰囲気になり、家庭だけで過ごすのは困難だと思った。

・stay home期間を母子(幼児)だけで家にいると息が詰まりそうだった。分散登園で近所の友人に生であった時、心
底ホッとした。生活には登場人物が多い方が心身は豊かでいれる。

・給食という唯一の食の供給も途絶えてしまった。

・人に流されず自分が守ろうと思ったことは最後までやりきる力、違った人を批判するのではなく、自分と同じ価値
観を持った人やその中で頑張っている人たちを応援する、間違った情報に流されない正しい目を持つ、そんな子育て
を今後も変わらずしていきたい。

・音楽家等の芸術家は一般の方より感受する力が高いことから、この機会に教育現場に採用し、神戸市の子どもたち
を心の底から豊かに温かく育てられる改革を望む。

・ライブやスポーツ等、インターネットの画面越しで成立するようになったが、こどもたちのためにも、本物を生で
見る機会は変わらず残してあげたい。

・こどもを育てる環境はだんだんと人任せになっている気がする。

・コンサート活動を行う上で、ホールやアーティストへの経済的支援をお願いしたい。

・どういう団体に補助するかなどの基準は必要だと思うが、神戸の誇る文化・スポーツ団体が安心して活動を再開で
きるよう団体補助の形で支援する仕組みの検討が必要。

・文化面での改善が心配。

・イベントを開催できなくても、開催に向けて検討することでwithコロナの時代を乗り切ることが重要。

・芸事に関する習い事は厳しい状況になると思う。自営や芸事などの夢をめざすことに、ブレーキがかかってしまわ
ないように、何ができるのか考えることが必要。

・「神戸新開地喜楽館」にネット設備の補助を行うなど、きちんと人気や実力のある落語家、浪曲師、講談師や、音
楽家を呼べるような興行や企画をするところに、補助金を出すなどの制度を確立してほしい。

・東京からの移住促進を行い、文筆家など、芸術活動を行う方々に特化した住みやすい施策ができないか。

・手続き関係のオンライン申請を進めるとともに、アナログも併用しながら全ての人がサービスを受けられる形にす
べき。

・民間と市が持っているデータを連携し、課題を可視化するとともに、本質的な解決に資する施策展開、逆に成果の
あがらない施策廃止を判断すべき。

・科学的な根拠、データを明示して市民に政策を示してほしい。

・生活上必要な手続きや届出をICT化し、そのうえで市民への周知が必要。行政が体制を整えたつもりでも、市民に
は敷居が高いことがある。

・行政のICT化による手続きのスピードアップを図るべき。

・対面でないと行えない手続きを減らしていくべき。

・兵庫県・神戸市は今やるべきことを認識し、最重要事項であるコロナに対してさらに明確で具体的な方向性を打ち
出し、強い指導力をもって、一般県民・市民を引っ張っていく必要がある。

・三宮の開発など、withコロナの時代に対応できていないと考えられる事業については、立ち止まって見直してはど
うか。
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・市民の意見を聞くのもいいが、先ずは行政のプロとして今回のコロナ対応について自らを反省し、行政はどうある
べきであったか、まとめてみるべきではないか。

・市民意見募集のように、市民の意見に傾聴する取り組みを継続することが大切。

「withコロナ」は行政と市民の共同でしか解決しないので、政治的立場、セクト的立場をこえて対等な対話を重視
し、今回のような意見募集および公開を通じて絆を広げるべき。

・常に市民・事業者・行政が連携して都市の変化を様々な視点で議論するプラットフォームを立ち上げ、神戸市へと
方策・政策提言をしていくべき。

・企業、自営業者、家庭など各方面において行政機関だけでなくwithコロナについて考える事が大切。

・「新しい生活様式」の神戸版みたいなものを作成したらどうか。

・市民の安全を優先する神戸市の施策は引き続き大事にし、他市町村より迅速に対応してほしい。

・新型コロナウイルスを終息させるまでは、「withコロナ」ではなく、「抑え込みながら」「鎮めながら」のような
前向きな言葉が良い。

・緊急事態宣言解除後は控えてくださいと、禁止でもなく利用許可でもない曖昧な状態が神戸市内の公共施設・公共
交通等多く見られるので、はっきり示してほしい

・自粛要請は市民に負担を一方的に押し付けるものであった。感染拡大の責任を取りたくない意図が見える。

・自由な活動と自粛をその時々によって見極めていく、行政の的確な判断力はとても重要。

・民間企業は行政よりも「withコロナ時代」の仕事の仕方について考えており、行政職員の意識は際立って低い。

・他都市の事例等、良い制度や政策は取り入れるべき。

・こんな時代だからこそ「国から行政」ではなく、「地方から国」に物申すシステムに期待する。

・既得権益の排除と適切かつ素早い情報公開により、行政への信頼感が増す。

・withコロナ時代においても国際都市を目指すべき。

・都市部中心ではなく、地方に人の流れが分散化できるよう、地方の空き家への誘致や農林水産業に力を入れる。

・日本での感染が少なく、政府の対策が成功しているような宣伝をしていることが、行政に対する不信感を高めてい
る。

・保障について国や自治体に頼る姿勢を改めるべき。

・スマートシティ戦略を見直し、シティを分散化させる必要がある。複数の市で議論しながらその内容を総合計画に
反映させるなど対応してほしい。

・神戸市には、感染拡大の防止と個人の生活・価値観のバランスを大事にした管理をめざして、会社やその他機関の
サポートや指導を行ってもらいたい。

・デジタルデータ化の流れを神戸市として至急作り出し実行することで、インフラ上だけのスマートシティから、実
質的な血が通った本当のスマートシティが実現され、コロナにも強く、経済活動も動き続けることができる「withコ
ロナ」の都市ができる。

・公務員に対するIT教育が必要。

・マイナンバーの仕組み等、有事のときに全く機能しなかったことを見直し、いざというときに機能させることがで
きるよう整備することが必要。

・「週休３日制」を役所が先頭切って進めてほしい。

・屋外公共空間や郊外の野外活動施設が利用しやすくかつ魅力的なものになるよう、民間提案による民間資本の活用
による再整備も考慮しつつ、検討することが必要。

・古びた三宮地区の整備は、これまでと変わらずに進めるべき。

・特別定額給付金や持続化給付金があるが、税金であり、次世代への借金に思えてしかたない。

・間違いを怖がるのでなく手遅れを恐れる、上司の了解が無くても個人の責任で発信できるように権限を明確にす
る、減点中心の人事評価を止め市民のためであれば新しい取り組みへの挑戦を評価する、等々の普段の取り組みが不
可欠ではないか。
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・国、地方においては従来の既得権益の維持だけを固執したやり方がいまだに何ら変えることが出来ていない。県、
市職員のレベルアップを図るべき。

・人口減少とともに公共施設に関する１人あたり市民負担が増大しているが、テレワーク等の進展に伴う施設需要の
減少に合わせて保有資産のスリム化を図る必要がある。

・各企業からの要請に応じて、電子化の提案（コンサルタント）・助言等を個別にしていける部署があってもいい。

・コロナ関連のFAX処方箋によるお薬の手配（郵送）をしたところ、多くの患者さんに大変喜ばれた。行政も市民目
線になってほしい

・マイナンバーカード、マイナポイントの活用を進めるべき。

・オンラインでの申請を進めるため、マイナンバーカードを読み取るカードリーダを全世帯に配布すべき。

・選挙がいつまでたっても紙媒体。電子化すべき。

・職員の皆さんが過労で倒れないか心配。今こそ職員の中途採用を検討してはどうか。

・市職員の配属について、一人の職員にあらかじめ通常時所属と非常時所属を決めておくことが良いのではないか。
通常時に研修等を経験しておくことで、感染拡大期にスムーズに非常時所属に移行することができる。

・押印文化を廃止すべき。

・外国人対応コロナ相談窓口を作るべき。

・市で行う施策やサービスについて、もっと知恵を出し、税をどのように活用し、付加価値を高められるか考えるべ
き。

・神戸市民ファーストの施策を実施してほしい。

・職員が在宅勤務を推進するための環境整備を実施すべき。

・多額の公費の出費が余儀なくされることから、市の行財政計画や施策に少なからぬ変更を生じさせることになる
が、そのことを市民に説明して納得してもらうことが感染症対策では重要。

・行政の方も家族がいるのに公僕だからと無理難題を言う方もいるが、市民、県民が同じ方向を向いて協力し合える
行政をお願いしたい。

・内部にいるものとして、失敗したら失敗したと素直に言える役所になってほしい。

・ゴミの分別が不適当な場合、当番が持ち帰る仕組みになっているが、集積場に出されたゴミは全て市で回収してほ
しい。

・新型コロナウイルスに関する広報の内容は十分であるにもかかわらず、不十分であると誤解されており、市民への
情報伝達のあり方について、今一度見直すべき。

・新型コロナウイルス感染症関係の情報は、横文字が多く、多くの高齢者はついていけない。コミュニケーションの
取り方も今以上に多様性を持たなければならない。

・基本的な感染対策や、感染拡大を予防するための「新しい生活様式」の定着が図られるよう市民・事業者に呼びか
けるべき。

・兵庫県や神戸市は、大阪に比べて発信力が弱く、そう思っている人が周りにも多くいた。

・今後も、強制的な方法ではなく、市民に自主的な協力を期待するのなら、速やかな情報提供が前提となる。

・何事も慌てず、マスコミやSNS等の情報に振り回されないように気をつけたい。

・神戸市HPのコロナ感染状況について、誰が見ても一目でわかるサイトを構築すべき。

・市民の生活利便性を向上させるための情報発信を行うべき。

・広報紙を充実させることで、市からの回覧物は廃止にしてほしい。

・神戸市民としてのプライドを醸成することと、正確な情報発信が必要。

・神戸市は様々な取り組みをする割に発信力がお粗末で、またその取り組みも途中で投げ出しているという印象を受
ける。

・市民の自立、自己責任の強化が重要であり、情報の受け手である市民のレベルアップも必要。
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・神戸市から文字認識ツールでのコミュニケーションを広めてもらいたい。

・withコロナ時代は、感染リスクを避ける行動が求められ、一人一人が自覚してそのような行動をとることが必要。
行動変容を促進し、意識改革を積極的に啓発する必要がある。

・地元メディアを活用して情報コーナーを設けてもらい、神戸市民に直接声かけすることが必要。

・SNSとの連携について、海外では情報管理に問題があるとして忌避する国も少なくないというのに、なぜ神戸市は
逆方向に進もうとするのか。

・すべての人が、情報を入手でき、正しい判断を下せるようにするためのインフラ整備が必要。

・個人個人の行動については、コロナ問題に対する正確な情報提供と行政側の求める方向性をシンプルに示すことが
大事。

・産学官の連携により、神戸をアピールすべき。

・六甲山をはじめとする豊かな自然や歴史的資源などを神戸市民が率先して活用することで、さらに磨きをかけ、そ
の魅力を発信していくべき。

・外国人に対するフォローアップ（複数言語化）が必要。

・生活情報の複数の入手手段の確立が必要。

・感染症対策として社会的距離を取ったことで疎遠になった意思疎通を良くする手段として、「情」を積極的に利用
する必要がある。

・ソーシャルディスタンスが浸透し、人との距離が離れていくことで、心の距離まで離れていくのではないか。

・神戸が阪神淡路大震災から立ち直りこれから変わると期待していたのに、コロナでまた元気がなくなると思うと寂
しい。

・自然の摂理を知り、ともに生きることを考えるため、まず自分が知ることから始めたい。行政が促すのではなく、
自らの気づきで醸造されることを期待する。

・コロナは「必要な物」と「本当は必要なかった物」を教えてくれた。

・人と人とのつながりを最期まで絶たないよう、保ち続けることが大事。

・阪神淡路大震災より再起した神戸市の底力と人と人とのつながりは大事にすべき。

・顔の見える関係の構築が大事。

・「脱コロナ時代」にも備えるべき

・緊張感をもって第二波への備えを進めるべき。

・今回のコロナウイルス禍から10年、20年先を見据えた戦略が必要。

・「with～afterコロナ対応戦略」の提案・公開を望む。

・神戸市withコロナ対応戦略は、市民がアフターコロナ、withコロナ時代を生き抜いていく希望を持てるようにする
ことが大事。

・神戸市withコロナ対応戦略（骨子案）のフェーズ３にある「通常」がコロナ前のそれと同じものと捉えられること
を避ける必要がある。

・戦略や戦術を策定される際には、是非とも公助という面で「通常への回復」ができない人をなくすという観点を常
に持っていただきたい。

・完全に元の生活には戻れないという覚悟を決めている。

・３密なくして人間の社会生活は成り立たない。

・無理に戻ろうとすると強いストレスになるので、ゆるやかに現状を受け入れつつ、その中でできることを模索して
くことが必要。

・多様な価値観と出会うことによる触発が重要であり、これこそが都市の魅力、価値の源泉となっているが、今これ
がコロナにより削がれている。

・出かける時間帯や滞在時間を意識する必要がある。
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・神戸の震災が大きな経験となり、我慢、辛抱等が今回の自粛期間に活かされた。

・この大きな災害によって失ったもの以上にこれから得るものが多く出てくれば良い。また、自らもそういう風に工
夫していきたい。

・できないではなく、やってみて問題があれば解決法をみんなで探っていくことが重要。

・こういう時に大事なのは、たくさんの人の頭脳を使って知恵を借りて、動くときは少人数で判断し進めること。今
回のアンケートも、非常に良い取り組み。

・コミュニケーションは表情や声だけでなく、実際に会っての空気感のようなやりとりが大切。特に保育所や小中学
校、高齢者の施設などにおいては、人と人のふれあいが大切。

・リモートのコミュニケーションが日常的になるかも知れないが、人の気持ちにおける感性の部分が発達しないまま
社会が動いていくのではと懸念をしている。

・対面や異空間への警戒心が強い方に対してアプローチを行う新たな手段として、オンラインに可能性を感じてい
る。必要な行政機関や支援団体でのオンライン導入を強力に推進すべき。

・形式だけにとらわれた古いルールを変えていくべき。この手続きは本当に必要なのか、もっと意味のある効率的な
手段はないか等、ルールに則って行われる全ての日常生活・経済活動において、考え直すこと、意識して変えていこ
うとすることが大事。

・変わっていかなければならないのは、固定観念、常識等の思い込み。

・変わらなければいけないことはなく、以前の生活に戻れば良い。

・従来のつながりが切れかかっている。３密回避やステイホームにより、コミュニケ－ションの取り方が個人差で極
端に変わってきている。

・これまでの慣習や考え方を見直し、時代に合わせた新しいものを積極的に取り入れる良い機会として、好意的に受
け取っていくべき。

・with コロナ時代の新しい生活様式は、これまでの男性主導の日本文化を変え、多様な事情を抱える社員のダイ
バーシティやインクルージョンにつながる。

・趣味活動や勉強、仕事で離散していた家族が、互いの良さを再確認し仲良くなる現象が発生したことで、失ってい
たものを取り戻す期間になった。

・感染予防でテレワークの活用が普及したことで、家族と過ごす時間が確保できたことは大きな成果。

・テレワークで日中家にいたことで、自分の居住地域の環境やお店、病院などの存在に気付いた。

・本当に仕事をしていたのは誰か、テレワークで炙り出された組織は枚挙にいとまがない。

・ステイホームということで、ストレスがたまると言われる方が多数いるが、忙しさに追われる生活を今一度立ち止
まって見直しするのも良い。

・医療職もそれ以外の仕事も本当に毎日９時-５時で働く必要があるのか。みんなが同じ時間・曜日に出社するとい
う今までの当たり前を変えていくべき。

・隔日での出勤や仕事時間の変更によって成り立つところも見えたので、改めて日本人が普段働きすぎだったのでは
ないかと感じた。

・感染予防を行いながら、過度な恐れや誤った情報に惑わされず、適度に恐れ、適当な対策を取りつつ、通常生活を
続けるような工夫が必要。

・前向きな変革には余暇等の楽しさが根底に必要。

・少子高齢化時代を見据えて、人にしかできない部分とAIや電子化で対応する部分との線引き・仕分けが重要。

・自分と向き合う事になったと思う。自分はどうしたいのか、どうするのか。条件が変わった社会で、自分はどう
やって行くのか。誰かが、国が、助けてくれるなんて思っていたら生きていけない。

・「神戸市withコロナ対応戦略（骨子案）」で示されている内容は、具体性が無く、論評できない内容である。個々
の政策－施策を示してほしかった。

・新型コロナウイルスと闘って、人の健康と安全を守らなければならないので、「withコロナ」という表現には共感
を覚えない。

・民間では異業種間での従業員のシェア（平時は観光業、非常時は物流など）が進むことが考えられる。

・カタカナ語をやめてほしい。

・日頃から自分の行動をメモを取るなりして、いつどこで何をしたか、責任を持てるように身を引き締めたい。
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・近所の公園で大人がマスクもせず愚痴をこぼす姿、ホームセンターで我先にと商品を買い漁り、お釣りを手渡しし
ないことに腹を立て、入り口付近に消毒液がないことを店員に恫喝する姿を目の当たりにし、必要なのは、改めて思
いやりに尽きる思う。

・家庭菜園の場を増やし、都会で少しでも食料を生産できるようになれば良い。

・今後の感染症対策として、研究人材の育成とIT人材の育成が重要。

・大事にすべきは、「女性を守ること」。

・女性の特性を活かすことで、多くの産業へ変化が生まれる。

・神戸市民のITリテラシーの向上に取り組むべき。

・IT導入について、助成金だけではなく技術指導する人材も必ず必要。

・神戸の良さを国内外に広め、さらに国際化を進めるべき。

・神戸市は、よく言えば独自路線、悪く言えばピントがずれた政策をしがち。

・神戸市のトップの発信力は、大阪府・大阪市には及ばないかもしれないが、施策の実行力は他都市と比較して優れ
ている。

・各店舗や学校、各施設などで消毒することに重きを置くのでなく、ひとりひとりの自覚に尽きる。誰かの責任にし
ない社会になると良い。

・ゆとりが無くなり、自粛警察のような風潮はあってはならない。

・お金と医療のデータを国任せ、企業任せとはせず、市民が活用していくことがコロナ対策の一番地であり、都市生
活の未来でもある。

・フェーズ１やフェーズ２の状況に応じた生活必需品（食料や電気）の現物支給を検討してはどうか。

・今後人口が減少する中、神戸が生き残っていくためには、在住、在勤、在学の人々の心の底に「神戸愛」が根付い
ている必要がある。

・日本人としての社会的秩序や衛生観念、他人に対する思いやり、伝統的習慣などは他の国々からも称賛の目で見ら
れており、今後も持続するべき。

・「withコロナ」時代では、昔の神戸市のように新しい生活様式、経済活動を促進し、全国の先駆けとなってほし
い。

・今回の感染症では国の決定を受けて、地方が各自で対応する必要があったが、地方自治の重要性とリーダーである
県知事、市長の強いリーダーシップが求められると感じた。

・各自治体トップのリーダーシップが必要。
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I．社会経済情勢の動向調査 
 
１. 世界経済の見通し 

三菱総合研究所「ウィズコロナ下での世界・日本経済の見通し（2020～2021 年度の内

外経済見通し）」（2020 年８月 18 日）では、今後の感染拡大ペースや終息時期も不透明で

あること踏まえ、世界経済・日本経済の見通しに３つのシナリオを設定し、経済成長率を

予測している。 
シナリオ①は、蓋然性が高いと考えられるシナリオとして、世界全体で 2020 年▲4.0％、

2021 年＋4.2％と予測されている。シナリオ②は、防疫措置の厳格度を強める「下振れ」

のシナリオとして、世界全体で 2020 年▲4.2％、2021 年＋1.8％と予測されている。シナ

リオ③は、経済活動への制約を大幅に緩和できる「上振れ」のシナリオとして、世界全体

で 2020 年▲4.0％、2021 年＋4.8％と予測されている。 
国際通貨基金、世界銀行の世界経済の見通しにおいても、世界全体、国・地域別とも、

経済成長率は、2020 年に大きく落ち込み、2021 年には、回復に転じるものと予想されて

いる。 

図表 I-１ 世界経済の見通し（実質 GDP 成長率：三菱総合研究所） 

 
（ 注 ）新型コロナ前は予測値。数値は暦年。欧州はドイツ、フランス、イタリア、スペイン、英国の５か国。 

（資料）三菱総合研究所「ウィズコロナ下での世界・日本経済の見通し（2020～2021年度の内外経済見通し）」

（2020 年８月 18 日） 

 
 
  

（前年比）

2020 2020 2021 2020 2021 2020 2021
世界全体 2.7% ▲4.0% 4.2% ▲4.2% 1.8% ▲4.0% 4.8%

米国 1.9% ▲5.6% 2.8% ▲5.9% 0.2% ▲5.6% 3.8%
欧州（５か国） 1.2% ▲10.1% 4.9% ▲10.4% 1.9% ▲10.1% 5.9%
中国 5.9% 1.0% 8.0% 0.8% 5.6% 1.0% 8.3%
日本 [暦年] ▲0.4% ▲6.1% 1.8% ▲6.3% ▲0.1% ▲6.1% 2.3%

[年度] 0.1% ▲6.6% 3.3% ▲7.3% 1.9% ▲6.6% 4.2%
ASEAN 4.9% ▲3.9% 5.4% ▲4.3% 1.7% ▲3.9% 5.5%
その他世界 2.7% ▲3.1% 3.1% ▲3.3% 1.1% ▲3.1% 3.1%

ロックダウンのような厳格な防疫措置は回避するも、感染リスクの高い地域や活動への重点規制と緩和
を繰り返しながら、21年末にかけて一定の防疫措置を継続

シナリオ①

シナリオ② シナリオ①による防疫措置では感染拡大の加速や重症者の増加を抑えきれず、防疫措置の強化と緩和を
繰り返しながらも、平均的には防疫措置の厳格度を一段と強める

シナリオ③ ワクチンや特効薬の開発に成功し一般に本格的に普及することで、経済活動への制約を大幅に緩和（21
年半ば以降に先進国と中国でワクチン接種が進むと想定）

新型コロナ後
シナリオ① シナリオ② シナリオ③

新型コロナ
前
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図表 I-２ 世界経済の見通し（実質 GDP 成長率：国際通貨基金） 

 
（資料）国際通貨基金（IMF）2020 年６月「世界経済見通し（WEO）改訂見通し」より抜粋作成 

図表 I-３ 世界経済の見通し（実質 GDP 成長率：国際通貨基金） 

 
（ 注 ）e = 推計、 f = 予測。 

（資料）世界銀行「世界経済見通し（GEP）2020 年 6 月版」より抜粋作成 

 
  

（単位：％）

2018 2019 2020 2021
世界GDP 3.6 2.9 -4.9 5.4

アメリカ 2.9 2.3 -8.0 4.5
ユーロ圏 1.9 1.3 -10.2 6.0
中国 6.7 6.1 1.0 8.2
日本 0.3 0.7 -5.8 2.4
ASEAN原加盟国５か国 5.3 4.9 -2.0 6.2

年間
予測

（単位：％）
2017 2018 2019e 2020f 2021f

世界 3.3 3.0 2.4 -5.2 4.2

　米国 2.4 2.9 2.3 -6.1 4.0

　ユーロ圏 2.5 1.9 1.2 -9.1 4.5

　中国 6.8 6.6 6.1 1.0 6.9

　日本 2.2 0.3 0.7 -6.1 2.5
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２. 日本経済の見通し 

(1) 全国経済の見通し 

第一生命経済研究所が取りまとめた民間調査機関 20 社の経済見通しによると、実質

GDP 成長率の平均値は、2020 年度で前年度比▲6.0％、2021 年度で同＋3.4％となってい

る。世界的な感染拡大による景気の落ち込みが大きく、国内においても 2020 年度は大き

く落ち込むものと見込まれている。2021 年度については、世界経済の持ち直しにより、

対前年度比では高い成長率が予想されているが、今後も経済活動に制約が残ることが予想

されることから、2020 年度の落ち込みを取り戻すまでには至らないものと見込まれてい

る。 

図表 I-４ 日本経済の見通し（民間調査機関 20 社見通し：第一生命経済研究所） 

 
（ 注 ）民間調査機関 20 社の調査より第一生命経済研究所作成。 

（資料）第一生命経済研究所「民間調査機関の経済見通し（2020 年８月）」より抜粋作成 

 
 

(2) 地域別の動向 

内閣府「景気ウォッチャー調査」より、地域別の動向を整理した。 
近畿地域の前月と比較した現状判断ＤＩをみると、６月～７月にかけて、北海道、四国

に次いで上昇（＋4.1 ポイント）しており、７月～８月にかけては、全国平均並みの状況

（＋2.6 ポイント）となっている。 
また、先行き判断ＤＩは、６月～７月にかけて、全国水準並みの低下（▲7.8 ポイント）

に留まっていたが、７月～８月にかけては、11 地域中３番目となる上昇（＋8.1 ポイント）

を示す状況となっている。 
 
  

【2020年度】 （単位：％）

実質GDP 名目GDP 鉱工業 CPI 米国暦年

個人消費 住宅 設備投資 公共投資 輸出 輸入 生産 コア GDP

平均 ▲ 6.0 ▲ 6.4 ▲ 6.7 ▲ 3.6 3.2 ▲ 15.3 ▲ 4.2 ▲ 5.5 ▲ 12.2 ▲ 0.3 ▲ 5.5

 最大 ▲ 5.0 ▲ 4.7 ▲ 1.2 ▲ 0.7 5.0 ▲ 11.9 ▲ 0.1 ▲ 4.5 ▲ 10.4 0.0 ▲ 5.0

 最小 ▲ 6.7 ▲ 8.7 ▲ 10.2 ▲ 6.4 1.5 ▲ 17.4 ▲ 7.0 ▲ 6.8 ▲ 15.0 ▲ 0.6 ▲ 6.3

【2021年度】 （単位：％）

実質GDP 名目GDP 鉱工業 CPI 米国暦年

個人消費 住宅 設備投資 公共投資 輸出 輸入 生産 コア GDP

平均 3.4 3.4 1.1 2.5 1.6 10.0 4.4 3.3 5.8 0.3 3.2

 最大 4.8 4.7 7.1 7.3 4.3 20.1 8.0 4.7 9.9 0.7 3.8

 最小 2.5 1.8 ▲ 4.0 ▲ 0.8 ▲ 0.7 5.1 2.1 1.6 ▲ 0.7 ▲ 0.1 2.4
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図表 I-５ 地域別景気の現状判断ＤＩ［各分野計：季節調整値］（地域別） 

 

（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」 

図表 I-６ 景気の先行き判断ＤＩ［各分野計：季節調整値］（地域別） 

 
（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」 
 
 
  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 7月-6月 8月-7月
全国 41.9 27.4 14.2 7.9 15.5 38.8 41.1 43.9 2.3 2.8

北海道 40.6 27.3 15.7 8.3 12.9 33.4 42.6 45.4 9.2 2.8
東北 41.3 31.1 15.9 9.7 14.7 37.4 40.6 40.8 3.2 0.2
関東 43.7 27.9 13.3 8.4 12.7 37.3 39.4 43.8 2.1 4.4
甲信越 40.3 27.5 12.1 7.5 17.1 38.2 36.3 41.6 ▲ 1.9 5.3
東海 41.7 26.2 15.3 9.0 15.8 38.6 40.1 43.7 1.5 3.6
北陸 37.9 28.7 14.7 5.5 9.5 43.0 45.9 41.2 2.9 ▲ 4.7
近畿 40.9 25.1 12.7 5.8 17.1 37.0 41.1 43.7 4.1 2.6
中国 41.6 29.5 15.2 7.3 19.0 38.8 42.7 44.5 3.9 1.8
四国 41.7 29.4 13.8 6.9 15.5 40.4 45.7 47.9 5.3 2.2
九州 43.8 26.6 13.6 7.0 20.0 43.2 44.4 44.7 1.2 0.3
沖縄 43.6 28.8 14.3 10.4 17.5 43.4 45.9 35.9 2.5 ▲ 10.0

2020年 前月差

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 7月-6月 8月-7月
全国 41.8 24.6 18.8 16.6 36.5 44.0 36.0 42.4 ▲ 8.0 6.4

北海道 36.2 17.9 21.2 14.9 33.5 38.2 38.7 43.3 0.5 4.6
東北 45.3 27.3 19.9 18.6 37.3 40.1 35.5 40.2 ▲ 4.6 4.7
関東 44.2 25.3 18.6 16.1 35.7 42.9 36.1 42.9 ▲ 6.8 6.8
甲信越 45.1 23.2 18.9 13.5 37.0 42.7 40.6 44.3 ▲ 2.1 3.7
東海 40.0 25.8 19.3 17.3 36.2 47.4 34.3 44.1 ▲ 13.1 9.8
北陸 39.4 16.3 13.3 14.1 33.2 49.4 35.1 38.2 ▲ 14.3 3.1
近畿 39.9 25.1 18.6 18.6 38.2 43.4 35.6 43.7 ▲ 7.8 8.1
中国 42.5 24.3 15.6 14.9 35.5 47.2 38.3 43.1 ▲ 8.9 4.8
四国 43.3 28.3 22.0 14.9 39.1 48.8 39.5 44.7 ▲ 9.3 5.2
九州 40.8 26.2 19.5 18.5 40.5 46.8 35.7 41.4 ▲ 11.1 5.7
沖縄 39.6 27.7 20.6 23.3 37.4 50.3 32.9 44.2 ▲ 17.4 11.3

前月差2020年
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II．市民生活への影響調査 

 
１. 市民アンケート 

(1) 調査概要 

① 調査の目的 

新型コロナウイルスの感染拡大が、市民の日常生活や子育て、介護、仕事等に及ぼして

いる影響、及びアフターコロナ、ウィズコロナの社会における市民のニーズを把握するこ

とを目的に実施した。 
 
② 調査対象・調査方法 

神戸市内に居住する 20 歳代から 70 歳代の男女 5,500 人を抽出し、郵送による調査票

の配布・回収を行った。 
 
③ 調査期間 

2020 年 8 月 21 日～9 月 11 日。 
 
④ 回収数・回収率 

回収数：1,441 
回収率：26.2％ 
 

(注) この報告書は、上記調査期間中に返送された調査票を対象に行った暫定集計の結果を整

理したものである。最終報告書では、9 月 25 日までに返送された調査票を含めて実施す

る最終集計の結果に基づいて分析を行う予定としている。 
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(2) 調査結果 

① 回答者の属性 

1) 性別 

回答者の性別は、「男性」48.1%、「女性」が 51.0%であり、ほぼ均衡している。 

図表 II-１ 性別 

 

2) 年齢 

回答者の年齢は、「20 歳～29 歳」（26.6%）の割合が最も高く、次に「40 歳～49 歳」

（23.0%）、「30 歳～39 歳」（14.6%）、「50～59 歳」（12.9％）、「70 歳以上」（12.8％）、「60
～69 歳」（8.0％）が続く。 

図表 II-２ 年齢 

 

 

男性

48.1%
女性

51.0%

その他

0.1%

無回答

0.8%

(n=1,441)

20歳～29歳

26.6%

30歳～39歳

14.6%

40歳～49歳

23.0%

50歳～59歳

12.9%

60歳～69歳

8.0%

70歳以上

12.8%

無回答

2.0%

(n=1,441)
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3) 居住区 

回答者の居住区は、「北区」（15.1%）の割合が最も高く、次に「長田区」（14.5%）、「東

灘区」（14.1%）、「西区」（12.8％）、「中央区」（10.3％）が、それぞれ１割を超えている。 

図表 II-３ 居住区 

 

4) 婚姻状況 

回答者の婚姻状況は、「結婚している（事実婚を含む）」が 59.6%で、次に「結婚（また

は事実婚）はしたことがない」（32.6%）、「結婚（または事実婚）していたが離別・死別し

た」（6.8%）が続く。 

図表 II-４ 婚姻状況 

  

東灘区

14.1%

兵庫区

8.8%

須磨区

9.9%

灘区

6.7%

北区

15.1%

垂水区

5.5%

中央区

10.3%

長田区

14.5%

西区

12.8%

無回答

2.3%

(n=1,441)

結婚している

（事実婚を含む）

59.6%

結婚（または事実婚）

していたが離別・死別

した

6.8%

結婚（または事実婚）

はしたことがない

32.6%

無回答

1.0%

(n=1,441)
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5) 同居家族 

同居家族は、「配偶者（事実婚を含む）」（59.5%）の割合が最も高く、次に「子ども」

（39.1%）、「自分の母親」（23.9%）、「自分の父親」（17.6％）、「いない（一人暮らし）」（12.1％）

が続く。 

図表 II-５ 同居家族 

 

  

59.5%

39.1%

17.6%

23.9%

0.4%

1.5%

2.6%

11.4%

2.5%

12.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者（事実婚を含む）

子ども

自分の父親

自分の母親

配偶者の父親

配偶者の母親

祖父母

兄弟姉妹

その他

いない（一人暮らし）

無回答

(n=1,441)
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6) 自身及び世帯全体の年収 

回答者自身と世帯全体の年収について、昨年の実績と今年の見込みを比較すると、 
いずれも 300 万円未満のカテゴリにおける割合の若干の上昇がみられる一方で、300 万

円以上のカテゴリにおいては、割合がやや低下している。 

図表 II-６ 自身及び世帯の年収の増減の状況 

【自身】                【世帯全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.4%

16.9%

8.2%

18.5%

20.7%

9.8%

6.2%

2.8%

0.4%

0.3%

4.0%

11.6%

17.6%

7.9%

20.2%

19.1%

9.0%

5.6%

2.4%

0.4%

0.3%

1.5%

4.6%

0% 10% 20% 30%

収入はない

100万円未満

100～150万円未満

150～300万円未満

300～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000万円以上

見込みが立たない

無回答

昨年の年収実績 今年の年収見込み

(n=1,441)

2.2%

2.5%

3.3%

10.4%

19.0%

16.2%

17.1%

10.1%

2.2%

1.2%

15.8%

2.2%

2.4%

4.1%

12.0%

19.0%

15.5%

15.1%

8.9%

1.9%

1.2%

2.2%

15.6%

0% 10% 20% 30%

収入はない

100万円未満

100～150万円未満

150～300万円未満

300～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000万円以上

見込みが立たない

無回答

昨年の年収実績 今年の年収見込み

(n=1,441)
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自身の年収の詳細は、以下のとおりである。 

図表 II-７ 自身の年収 

 

  

（上段：実数、下段：％）

今年の年収見込み（自身）

　

サ

ン

プ

ル

数

収

入

は

な

い

1

0

0

万

円

未

満

1

0

0

万

円
～

1

5

0

万

円

未

満

1

5

0

万

円
～

3

0

0

万

円

未

満

3

0

0

万

円
～

5

0

0

万

円

未

満

5

0

0

万

円
～

7

0

0

万

円

未

満

7

0

0

万

円
～

1

,

0

0

0

万

円

未

満

1

,

0

0

0

万

円
～

1

,

5

0

0

万

円

未

満

1

,

5

0

0

万

円
～

2

,

0

0

0

万

円

未

満

2

,

0

0

0

万

円

以

上

見

込

み

が

立

た

な

い

無

回

答

1,441 167 253 114 291 275 129 81 34 6 4 21 66

100.0 11.6 17.6 7.9 20.2 19.1 9.0 5.6 2.4 0.4 0.3 1.5 4.6

178 149 11 4 5 3 1 0 0 0 0 3 2

100.0 83.7 6.2 2.2 2.8 1.7 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 1.1

243 7 200 12 9 2 0 0 0 0 0 5 8

100.0 2.9 82.3 4.9 3.7 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 3.3

118 3 20 83 8 0 0 0 0 0 0 3 1

100.0 2.5 16.9 70.3 6.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.8

266 2 14 12 225 6 0 0 0 0 0 3 4

100.0 0.8 5.3 4.5 84.6 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 1.5

298 2 6 2 37 242 1 0 0 0 0 3 5

100.0 0.7 2.0 0.7 12.4 81.2 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.7

141 2 1 0 1 16 113 4 0 0 0 1 3

100.0 1.4 0.7 0.0 0.7 11.3 80.1 2.8 0.0 0.0 0.0 0.7 2.1

89 0 0 0 1 4 11 72 1 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 1.1 4.5 12.4 80.9 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0

41 0 0 0 1 1 2 4 30 1 0 1 1

100.0 0.0 0.0 0.0 2.4 2.4 4.9 9.8 73.2 2.4 0.0 2.4 2.4

6 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 83.3 0.0 0.0 0.0

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

57 2 1 1 4 1 1 1 2 0 0 2 42

100.0 3.5 1.8 1.8 7.0 1.8 1.8 1.8 3.5 0.0 0.0 3.5 73.7

1,000万円～

1,500万円未満

150万円～

300万円未満

300万円～

500万円未満

500万円～

700万円未満

全体

昨

年

の

年

収

実

績

（
自

身

）

収入はない

100万円未満

2,000万円以上

無回答

1,500万円～

2,000万円未満

100万円～

150万円未満

700万円～

1,000万円未満
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世帯全体の年収の詳細は、以下のとおりである。 

図表 II-８ 世帯全体の年収 

 

 
  

（上段：実数、下段：％）

今年の年収見込み（世帯）

　

サ

ン

プ

ル

数

収

入

は

な

い

1

0

0

万

円

未

満

1

0

0

万

円
～

1

5

0

万

円

未

満

1

5

0

万

円
～

3

0

0

万

円

未

満

3

0

0

万

円
～

5

0

0

万

円

未

満

5

0

0

万

円
～

7

0

0

万

円

未

満

7

0

0

万

円
～

1

,

0

0

0

万

円

未

満

1

,

0

0

0

万

円
～

1

,

5

0

0

万

円

未

満

1

,

5

0

0

万

円
～

2

,

0

0

0

万

円

未

満

2

,

0

0

0

万

円

以

上

見

込

み

が

立

た

な

い

無

回

答

1,441 32 34 59 173 274 223 217 128 27 18 31 225

100.0 2.2 2.4 4.1 12.0 19.0 15.5 15.1 8.9 1.9 1.2 2.2 15.6

32 28 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1

100.0 87.5 3.1 3.1 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1

36 1 24 3 5 0 0 0 0 0 0 1 2

100.0 2.8 66.7 8.3 13.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 5.6

48 0 3 38 2 1 0 0 1 0 0 2 1

100.0 0.0 6.3 79.2 4.2 2.1 0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 4.2 2.1

150 0 2 13 124 3 1 0 0 0 0 4 3

100.0 0.0 1.3 8.7 82.7 2.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 2.0

274 1 2 1 34 219 6 2 0 0 0 6 3

100.0 0.4 0.7 0.4 12.4 79.9 2.2 0.7 0.0 0.0 0.0 2.2 1.1

233 1 1 0 5 38 177 6 0 0 0 2 3

100.0 0.4 0.4 0.0 2.1 16.3 76.0 2.6 0.0 0.0 0.0 0.9 1.3

247 0 0 0 1 7 33 191 6 0 0 6 3

100.0 0.0 0.0 0.0 0.4 2.8 13.4 77.3 2.4 0.0 0.0 2.4 1.2

146 0 0 0 1 1 4 16 114 4 1 2 3

100.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.7 2.7 11.0 78.1 2.7 0.7 1.4 2.1

31 0 0 0 0 1 0 1 4 23 2 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 0.0 3.2 12.9 74.2 6.5 0.0 0.0

17 0 0 0 0 0 0 0 1 0 15 1 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 88.2 5.9 0.0

227 1 1 3 1 4 1 1 2 0 0 7 206

100.0 0.4 0.4 1.3 0.4 1.8 0.4 0.4 0.9 0.0 0.0 3.1 90.7

1,500万円～

2,000万円未満

2,000万円以上

無回答

全体

昨

年

の

年

収

実

績

（
世

帯

）

収入はない

100万円未満

100万円～

150万円未満

150万円～

300万円未満

300万円～

500万円未満

500万円～

700万円未満

700万円～

1,000万円未満

1,000万円～

1,500万円未満
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② 日々の暮らしについて 

1) 新型コロナウイルス感染症の流行以降に実施している行動 

新型コロナウイルス感染症の流行以降に実施している行動で、「実施しており、今後も

続ける」の割合が高い行動は、「家に帰ったらまず手や顔を洗う」(85.9％)、「咳エチケッ

トを徹底している」（82.3％）で、自己のみならず、他者にも配慮した感染予防対策が、習

慣として定着していることがうかがえる。 
一方、全体としての実施割合は高いものの、そのうち「実施しているが、新型コロナが

収束したらやめる」の割合が高い行動としては、「人との間隔をできるだけ２m（最低１m）

空けている」「外出時や会話をする時は、症状がなくてもマスクを着用している」「規制や

出張、旅行を控えている」「不要不急の外出を控えている」「接待を伴う飲食店やカラオケ

の利用を控えている」などが挙げられる。 

また、「実施しておらず、今後も実施するつもりはない」の割合が高いのは、「発症した

時のため、誰とどこで合ったかをメモしている」（60.9％）「通勤・通学時の公共交通機関

の利用を控えている」（38.4％）、「通勤・通学以外の移動における公共交通機関の利用を控

えている」（26.0％）である。 
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図表 II-９ 新型コロナウイルス感染症の流行以降に実施している行動 

  

46.8%

36.6%

57.8%

82.3%

63.4%

85.9%

68.6%

39.2%

35.5%

52.9%

28.8%

31.0%

10.0%

52.6%

42.9%

41.6%

40.3%

14.9%

23.3%

10.0%

19.0%

52.8%

55.5%

40.7%

24.1%

37.3%

9.9%

34.6%

2.8%

6.7%

0.4%

0.7%

6.2%

1.9%

5.8%

2.5%

2.4%

1.1%

2.3%

3.0%

17.0%

4.1%

5.9%

13.3%

0.6%

1.0%

5.5%

1.4%

5.8%

4.6%

5.7%

4.0%

38.4%

26.0%

60.9%

7.5%

1.7%

1.9%

0.8%

1.1%

1.7%

0.8%

0.8%

0.9%

1.0%

1.3%

6.5%

2.7%

2.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人との間隔をできるだけ２m（最低１m）

空けている

会話をする際は、可能な限り真正面を

避けている

外出時や会話をする時は、症状がなくても

マスクを着用している

咳エチケットを徹底している

こまめに換気している

家に帰ったらまず手や顔を洗う

手洗いは30秒程度かけて、水と石鹸で

丁寧に洗う（または手指を消毒している）

帰省や旅行、出張を控えている

不要不急の外出を控えている

接待を伴う飲食店やカラオケの利用を

控えている

通勤・通学時の公共交通機関の利用を

控えている

通勤・通学以外の移動における

公共交通機関の利用を控えている

発症した時のため、誰とどこで会ったかを

メモしている

地域の感染情報に注意している

実施しており、今後も続ける 実施しているが、新型コロナが収束したらやめる

実施していないが、今後は実施するつもりである 実施しておらず、今後も実施するつもりはない

無回答

(n=1,441)



14 

2) 配偶者との家事・育児の分担の状況 

配偶者と同居している回答者に、配偶者との家事・育児の分担の状況を尋ねた。 
夫の家事・育児の分担状況を感染拡大前と緊急事態宣言下で比較すると、「０～２割」が

半数を超えるという点で、全体の傾向は大きく変化していないものの、「０～２割」の割合

が低下している一方で、「３～４割」「５～６割」がやや上昇している。 
妻の家事・育児の分担状況についても、感染拡大前は「９～10 割」の割合が最も高かっ

たが、緊急事態宣言下では「９～10 割」と「７～８割」の順位が逆転してほぼ均衡してい

ることから、夫の家事・育児分担が若干進んだことがうかがえる。 

図表 II-１０ 配偶者との家事・育児の分担の状況 

【夫】 

 
 

【妻】 

 

 
  

57.5%

51.7%

19.0%

23.0%

8.9%

10.3%

1.5%

1.9%

0.6%

0.6%

12.6%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感染拡大前

緊急事態宣言下

０～２割 ３～４割 ５～６割 ７～８割 ９～10割 無回答

(n=858)

1.4%

1.5%

2.0%

3.6%

17.0%

20.4%

33.4%

35.5%

42.7%

34.8%

3.5%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感染拡大前

緊急事態宣言下

０～２割 ３～４割 ５～６割 ７～８割 ９～10割 無回答

(n=858)
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3) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に利用したサービスや実施した行動 

緊急事態宣言下の外出自粛期間中に利用したサービスや実施した行動で、「新型コロナ

流行後に初めて利用した」の割合が比較的高いのは、「オンライン飲み会・お茶会等」

（22.4％）や「仕事関連のオンラインセミナー、オンライン講座」(18.7％)であり、オンラ

インによるコミュニケーションツールの利用拡大がやや進んだことがうかがえる。 
一方で、「行政のオンライン手続き」については、約８割が「利用したことがない」と回

答している。 

図表 II-１１ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に利用したサービスや実施した行動 

  

6.7%

5.8%

0.6%

8.9%

36.4%

66.3%

77.7%

30.4%

30.7%

53.8%

52.3%

3.0%

15.4%

62.7%

23.6%

3.6%

7.8%

0.5%

18.7%

11.0%

2.4%

8.5%

3.0%

4.4%

2.6%

3.2%

6.0%

13.0%

11.0%

22.4%

10.0%

4.4%

9.2%

2.1%

3.2%

0.7%

71.0%

80.5%

94.4%

79.5%

57.9%

26.7%

17.2%

64.2%

60.8%

30.8%

33.3%

72.2%

72.2%

30.5%

64.5%

91.6%

86.3%

10.5%

3.6%

2.7%

2.7%

3.1%

2.6%

2.6%

2.4%

2.2%

2.5%

2.4%

3.4%

2.4%

2.4%

2.4%

2.6%

2.7%

2.8%

88.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事関連のオンラインセミナー、

オンライン講座

趣味・教養、運動等のオンライン講座

遠隔（オンライン）診療

行政のオンライン手続き

インターネットバンキング

店頭でのキャッシュレス決済

インターネット通販

生鮮食品・産直品や生活必需品等の

宅配サービス

飲食店の宅配サービス利用

飲食店のテイクアウト利用

非常時に備えた、食料品や日用品の

備蓄

オンライン飲み会・お茶会等

オンライン帰省等遠距離家族間の

ネットを利用した対話

動画や音楽の配信サービス

音楽や舞台など芸術・エンターテイメント

のライブ配信やアーカイブ配信

美術館・博物館等のバーチャル体験・

映像配信

クラウドファンディング等多様な寄付・

支援活動

その他

新型コロナ流行以前から利用していた 新型コロナ流行後に初めて利用した

利用したことがない 無回答

(n=1,441)
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4) 新型コロナウイルス感染予防対応の収束後に（も）利用したいサービス・実施したい行動 

新型コロナウイルス感染予防対応の収束後に（も）利用したいサービス・実施した行動

については、「インターネット通販」（48.3%）の割合が最も高く、次に「店頭でのキャッ

シュレス決済」（43.2%）、「飲食店のテイクアウト利用」（37.7%）、「動画や音楽の配信サー

ビス」(37.5％)、「非常時に備えた、食料品や日用品の備蓄」（32.6％）が続く。 

図表 II-１２ 新型コロナウイルス感染予防対応の収束後に（も）利用したいサービス・実施したい行動 

 

18.0%

14.8%

11.6%

22.0%

28.4%

43.2%

48.3%

23.5%

25.8%

37.7%

32.6%

10.1%

15.3%

37.5%

23.0%

10.3%

9.9%

0.6%

36.2%

0% 20% 40% 60%

仕事関連のオンラインセミナー、

オンライン講座

趣味・教養、運動等のオンライン講座

遠隔（オンライン）診療

行政のオンライン手続き

インターネットバンキング

店頭でのキャッシュレス決済

インターネット通販

生鮮食品・産直品や生活必需品等の

宅配サービス

飲食店の宅配サービス利用

飲食店のテイクアウト利用

非常時に備えた、食料品や日用品の備蓄

オンライン飲み会・お茶会等

オンライン帰省等遠距離家族間の

ネットを利用した対話

動画や音楽の配信サービス

音楽や舞台など芸術・エンターテイメントの

ライブ配信やアーカイブ配信

美術館・博物館等のバーチャル体験・

映像配信

クラウドファンディング等多様な寄付・

支援活動

その他

無回答

(n=1,441)
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5) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に感じた自宅の環境に関する課題 

緊急事態宣言下の外出自粛期間中に感じた自宅の環境に関しては、「特に課題はない」

（38.3%）の割合が最も高いものの、同様に割合が高いのが「家族の誰かが病気や体調不

良になったときに、他の家族にうつらないよう隔離できる環境・空間がない」（36.0%）で

あり、家庭内感染防止の難しさがうかがえる。 
上記以外では、「家の中で軽い運動を行う環境・空間がない」（26.6%）、「集中して仕事

（在宅勤務）ができる環境がない」（20.6％）の割合も比較的高い。 

図表 II-１３ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に感じた自宅の環境に関する課題 

 

  

16.7%

36.0%

20.6%

14.2%

6.8%

10.5%

26.6%

3.2%

38.3%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40%

家族それぞれが、日中一人で過ごせる環境・

空間がない

家族の誰かが病気や体調不良になったときに、他の

家族にうつらないよう隔離できる環境・空間がない

集中して仕事（在宅勤務）ができる環境・空間がない

子どもが家の中でのびのび遊べる環境・空間がない

（部屋が狭い、隣近所への配慮等）

子どもが勉強に集中できる環境・空間がない

くつろげる環境・空間がない（部屋が狭い、

窓が少ない等）

家の中で軽い運動を行う環境・空間がない

その他

特に課題はない

無回答

(n=1,441)
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6) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に日々の暮らしの中で困ったこと 

緊急事態宣言下の外出自粛期間中に日々の暮らしの中で困ったことについては、「マス

クや消毒液がなかなか入手できなかった」（68.1%）の割合が最も高く、次に「新型コロナ

ウイルス感染が心配で、買い物や外食がしにくくなった」（65.5%）、「外出機会の減少によ

り、気分転換がしにくくなった」（58.0%）、「新型コロナウイルス感染が心配で、公共交通

機関が使いにくくなった」（49.5％）が続く。 

図表 II-１４ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中に日々の暮らしの中で困ったこと 

 

  

68.1%

33.2%

49.5%

65.5%

17.4%

13.7%

35.3%

58.0%

17.8%

6.6%

6.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80%

マスクや消毒液がなかなか入手できなかった

新型コロナウイルス感染が心配で、

病院や診療所に行けなかった

新型コロナウイルス感染が心配で、

公共交通機関が使いにくくなった

新型コロナウイルス感染が心配で、

買い物や外食がしにくくなった

面会制限があり、病院や施設にいる

家族に会えなかった

入店制限があり、２人以上では買い物に

行きにくくなった

外出機会の減少やスポーツ施設の

休業により、運動不足になった

外出機会の減少により、気分転換が

しにくくなった

家族と顔を合わせる時間が長くなり、

ストレスが増えた

その他

特に困ったことはなかった

無回答

(n=1,441)
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7) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における同居家族以外の人との交流の頻度 

緊急事態宣言下の外出自粛期間中における同居家族以外の人との交流の頻度を尋ねた

ところ、「別居の家族（親や子ども、きょうだい、親戚など）」と「友人・知人」について

は、「週に１回以上」と「半月に１回程度」を合わせて、半月に１回以上の頻度で交流して

いた回答者が半数を超えているが、一方で、「近所の人」と半月に１回以上交流があった割

合は約２割にとどまり、さらに「自治会などの地域活動のメンバー」では「ほとんど交流

していない」と「普段から交流がない」を合わせて、交流がなかった回答者が約９割を占

める。 

図表 II-１５ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における同居家族以外の人との交流の頻度 

 

  

36.0%

29.8%

12.3%

2.7%

29.9%

27.6%

10.1%

4.4%

22.9%

33.8%

37.9%

28.7%

8.4%

6.6%

36.4%

60.5%

2.8%

2.2%

3.3%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

別居の家族

（親や子ども、きょうだい、親戚など）

友人・知人

近所の人

自治会などの地域活動のメンバー

週に１回以上 半月に１回程度 ほとんど交流していない

普段から交流がない 無回答

(n=1,441)
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③ 健康について 

1) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における健康管理に関する意識の変化 

緊急事態宣言下の外出自粛期間中における健康管理に関する意識の変化を尋ねたとこ

ろ、「特に変化はない」（31.7％）を除き、「病気のリスクに関して情報を集めるようになっ

た」（33.1%）の割合が最も高く、次に「運動することを心がけるようになった」（28.6%）、

「ストレスをためないことを心がけるようになった」（26.6％）、「食事に気をつかうよう

になった」（23.6％）、「睡眠の質や時間を意識するようになった」（19.8％）が続く。 

図表 II-１６ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における健康管理に関する意識の変化 

 

  

28.6%

33.1%

26.6%

23.6%

19.8%

10.5%

4.1%

2.2%

6.4%

31.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40%

運動することを心がけるようになった

病気のリスクに関して情報を集めるようになった

ストレスをためないことを心がけるようになった

食事に気をつかうようになった

睡眠の質や時間を意識するようになった

生活改善に関する情報を集めるようになった

お酒の量を減らすよう意識するようになった

たばこの量を減らすよう意識するようになった

歩数や血圧などの数値を記録するようになった

特に変化はない

無回答

(n=1,441)
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2) 緊急事態宣言下の外出自粛期間前後の運動量と体重の変化 

緊急事態宣言下の外出自粛期間前後の運動量について尋ねたところ、「減った」（48.9%）

の割合が最も高く、次に「変わらない」（39.3%）、「増えた」（6.7%）が続く。 
また、体重については、「変わらない」（53.9%）の割合が最も高いが、「増えた」とする

回答者も約３割にのぼる。 

図表 II-１７ 緊急事態宣言下の外出自粛期間前後の運動量と体重の変化 

 
  

6.7%

31.4%

39.3%

53.9%

48.9%

9.0%

4.2%

5.0%

1.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外出自粛期間前後の、

歩数や運動量の変化

外出自粛期間前後の、

体重の変化

増えた 変わらない 減った わからない 無回答

(n=1,441)
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3) 新型コロナウイルス感染症流行前後における個人の健康情報の活用に関する考えの変化 

病気の予防や治療法の開発に当たり、個人の健康診断結果や診療情報などのデータを個

人が特的できない形に加工（匿名化）したうえで活用する取組みについて、新型コロナウ

イルス感染症の流行前後における考えの変化を尋ねたところ、「流行前も現在も関心はな

い」（22.8%）を除くと、「流行前から積極的に進めるべきと考えており、現在もそう考え

ている」が 30.6%、「流行後に、積極的に進めるべきと考えるようになった」が 20.1%で

あり、約半数が活用を肯定している。 
一方、活用に対して慎重な回答は、「流行前から慎重であるべきと考えており、現在もそ

う考えている」が 14.9％、「流行後に、慎重であるべきと考えるようになった」が 8.2％で

あり、回答者の約２割にとどまっている。 

図表 II-１８ 新型コロナウイルス感染症流行前後における個人の健康情報の活用に関する考えの変化 

 

 

  

流行前から積極的に進

めるべきと考えており、

現在もそう考えている

30.6%

流行後に、積極的に

進めるべきと考える

ようになった

20.1%流行後に、慎重であるべき

と考えるようになった

8.2%

流行前から慎重である

べきと考えており、現在

もそう考えている

14.9%

流行前も現在も

関心はない

22.8%

無回答

3.3%

(n=1,441)
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4) 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における感情の状況 

緊急事態宣言中、「いつも」と「たいてい」を合わせると、約３割が神経過敏に感じてい

たと回答しているが、それ以外の項目では「いつも」または「たいてい」その状態にあっ

た回答者は比較的少ない。 

図表 II-１９ 緊急事態宣言下の外出自粛期間中における感情の状況 

 

  

12.1%

2.6%

2.6%

3.4%

2.0%

2.4%

16.0%

5.1%

4.6%

6.7%

4.9%

2.2%

25.3%

17.4%

16.9%

16.8%

17.1%

7.2%

21.3%

26.6%

23.8%

27.1%

25.0%

12.2%

23.2%

46.5%

50.3%

44.5%

49.3%

74.2%

2.2%

1.7%

1.8%

1.5%

1.7%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

神経過敏に感じましたか

絶望的だと感じましたか

そわそわしたり、落ち着きなく

感じましたか

気分が沈み込んで、何が起こっても

気が晴れないように感じましたか

何をするのも骨折りだと

感じましたか

自分は価値のない人間だと

感じましたか

いつも たいてい ときどき 少しだけ 全くない 無回答

(n=1,441)
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④ 子どもについて 

1) 高校生以下の子どもの有無 

高校生以下の子どもがいる回答者は約６割である。 

図表 II-２０ 高校生以下の子どもの有無 

 

 

  

いない

61.6%

いる

28.7%

無回答

9.7%

(n=1,441)
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2) 同居の子どもの就学状況等 

高校生以下の子どもを持つ回答者に同居の子どもの就学状況等を尋ねたところ、「小学

生」（45.5%）の割合が最も高く、次に「未就学児（３歳～就学前）」（28.6%）、「乳幼児（０

歳～２歳）」（24.7%）が続く。 

図表 II-２１ 同居の子どもの就学状況等 

 

 

組合せ別に子どもの就学状況を見たところ、「乳幼児・未就学児だけ」（29.3%）の割合

が最も高く、次に「乳幼児・未就学児と小学生の組合せ」（16.7%）、「小学生だけ」（16.2%）

が続き、小学生までの比較的年齢の低い子どもだけを持つ回答者が約６割を占める。 

図表 II-２２ 同居の子どもの就学状況等（組合せ別） 

 

（注）集計には子どもの数が１人だけのサンプルも含む。 

 

24.7%

28.6%

45.5%

22.5%

21.3%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

乳幼児（０歳～２歳）

未就学児（３歳～就学前）

小学生

中学生

高校生（高専の３年生までを含む）

無回答

(n=413)

乳幼児・未就学児だけ

29.3%

小学生だけ

16.2%

中学生だけ

7.0%

高校生だけ

11.6%

乳幼児・未就学児

と小学生の組合せ

16.7%

小学生と中高生

の組合せ

12.6%

その他

5.3%

無回答

1.2%

(n=413)
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3) 新型コロナウイルス感染拡大により通園・通学で影響を受けたこと 

高校生以下の子どもを持つ回答者に、新型コロナウイルス感染拡大により通園・通学で

影響を受けたことを尋ねたところ、「学校や保育所等が休校・休園となり利用できなくな

った」（72.4%）の割合が圧倒的に高く、次に「学校や保育所等の事情により、通園・通学

できる回数が減った」（19.4%）が続く。 

図表 II-２３ 新型コロナウイルス感染拡大により通園・通学で影響を受けたこと 

 

  

6.1%

7.0%

72.4%

19.4%

1.9%

3.9%

11.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80%

自主的に全ての通園・通学を控えた

自主的に通園・通学の日数を減らした

学校や保育所等が休校・休園となり

利用できなくなった

学校や保育所等の事情により、通園・通学

できる回数が減った

その他

通園・通学状況に変わりはない

もともと通園・通学をしていない

無回答

(n=413)
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4) 臨時休校中や通園・通学自粛中の日中の子どもの世話の状況 

本人と配偶者・パートナーの両方が就労している（共働きの）高校生以下の子どもを持

つ回答者に、臨時休校中や通園・通学自粛中の日中の子どもの世話の状況を尋ねたところ、

「子どもだけで過ごしていた」（28.3%）の割合が最も高く、次に「自分が仕事を調整（日

数・時間・テレワーク等）し、世話をしていた」（27.2%）、「配偶者・パートナーが仕事を

調整（日数・時間・テレワーク等）し、世話をしていた」（24.0%）が続く。 

図表 II-２４ 臨時休校中や通園・通学自粛中の日中の子どもの世話の状況 

 

  

27.2%

24.0%

5.5%

1.2%

0.3%

15.0%

28.3%

4.9%

33.5%

0% 10% 20% 30% 40%

自分が仕事を調整（日数・時間・テレワーク

等）し、世話をしていた

配偶者・パートナーが仕事を調整（日数・時

間・テレワーク等）し、世話をしていた

放課後児童クラブを利用していた

学校の緊急受け入れを利用していた

ベビーシッター等、自宅で子どもを

みてくれるサービスを活用していた

祖父母等、親族に子どもをみてもらっていた

子どもだけで過ごしていた

その他

無回答

(n=346)



28 

5) 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する子どもに関する心配ごと 

高校生以下の子どもを持つ回答者に、新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等

に起因する子どもに関する心配ごとを尋ねたところ、「身体を動かす時間が減ったこと」

（68.0%）の割合が最も高く、次に「友だちとのかかわりが減ったこと」（56.4%）、「生活

のリズムが崩れたこと」（44.1%）、「学習に遅れが出ていること」（40.7％）が続く。 

図表 II-２５ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する子どもに関する心配ごと 

 

 

  

24.5%

56.4%

68.0%

40.7%

20.6%

9.9%

44.1%

22.3%

6.3%

12.3%

4.6%

9.7%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80%

家に閉じこもるようになったこと

友だちとのかかわりが減ったこと

身体を動かす時間が減ったこと

学習に遅れが出ていること

勉強の習慣がなくなったこと

以前より勉強が嫌いになったこと

生活のリズムが崩れたこと

子どもだけで留守番をする時間が増えたこと

子どもの体調が不安定になったこと

きょうだいとのケンカが増えたり、家族との

関係が悪くなったこと

その他

特に心配なことはない

無回答

(n=413)



29 

6) 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する子育てに関する自身の困

りごと 

高校生以下の子どもを持つ回答者に、新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等

に起因する子育てに関する自身の困りごとを尋ねたところ、「食事づくりなど、子どもの

世話が増えたこと」（47.7%）の割合が最も高く、次に「子育てによる精神的な負担が増え

たこと」（33.7%）、「宿題や、勉強をみる時間が増えたこと」（26.4%）が続く。 

図表 II-２６ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する子育てに関する自身の 

困りごと 

 

  

47.7%

26.4%

23.0%

33.7%

20.8%

24.2%

11.4%

14.3%

3.4%

23.2%

2.2%

0% 20% 40% 60%

食事づくりなど、子どもの世話が増えたこと

宿題や、勉強をみる時間が増えたこと

子育てによる身体的な負担が増えたこと

子育てによる精神的な負担が増えたこと

いらいらしたり、子どもについ当たってしまうこ

とが増えたこと

子どもがいるため、食事の支度や掃除、

洗濯、買い物などで動きにくくなったこと

子育てを担うあなたの仕事に影響が

出てきたこと

子どもが家にいるとテレワークがしにくいこと

その他

特に困っていることはない

無回答

(n=413)
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7) 臨時休校中の子どもの学習状況（小学生から高校生の子ども） 

小学生から高校生の子どもを持つ回答者（学齢期の子どもを持つ回答者）に、臨時休校

中の子どもの学習状況を尋ねたところ、「学校から出された課題に取り組んでいた」（91.6%）

の割合が約９割を占め、次に「学習塾・個別指導等を活用していた」（34.1%）、「無料のオ

ンライン学習コンテンツを活用していた」（28.6%）、「市販の参考書や学習教材を活用して

いた」（26.8％）が続く。 

図表 II-２７ 臨時休校中の子どもの学習状況（小学生から高校生の子ども） 

 

 
全国調査 1の結果と比較すると、「学習塾・個別指導等を活用している」（神戸市 34.1％、

全国 13.4％、差 20.7 ポイント）、「無料のオンラインコンテンツを活用している」（同 28.6％、

15.7％、12.9 ポイント）の割合が神戸市で高く、差も大きくなっている。 
関連して、子どもの学習に関する心配ことの状況を全国調査の結果と比較すると、「学

習に遅れが出ていること」（神戸市 40.7％、全国 45.0％）や「勉強の習慣がなくなったこ

と」（同 20.6％、30.4％）の割合が、神戸市でやや低くなっている。   

                                                  
1 全国調査：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱が実施した「全国１万人調査 「緊急事態宣言下における日本人の

行動変容」」。（調査期間 2020 年 4 月 17 日～5 月 6 日、全国の１万人を対象とする Web アンケート）。（以下同様） 

91.6%

22.6%

28.6%

12.2%

26.8%

20.2%

34.1%

1.4%

1.4%

1.4%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校から出された課題に取り組んでいた

学校が実施するオンライン授業を受けていた

無料のオンライン学習コンテンツを活用していた

有料のオンライン学習コンテンツを活用していた

市販の参考書や学習教材を活用していた

通信教育を活用していた

学習塾・個別指導等を活用していた

その他

わからない

学習に取り組んでいなかった

無回答

(n=287)
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図表 II-２８ 臨時休校中の子どもの学習状況（小学生から高校生の子ども）（全国調査との比較） 

 

図表 II-２９ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する子どもに関する心配ごと 

 
   

91.6

26.8

20.2

28.6

34.1

22.6

12.2

1.4

1.4

1.4

87.5

26.4

16.7

15.7

13.4

11.5

7.5

0.7

1.8

3.5

0 20 40 60 80 100

学校から出された課題に取り組んでいる

市販の参考書や学習教材を活用している

通信教育を活用している

無料のオンライン学習コンテンツを

活用している

学習塾・個別指導等を活用している

学校が実施するオンライン授業を受けている

有料のオンライン学習コンテンツを

活用している

その他

わからない

学習に取り組んでいない

神戸市(n=287) 全国(n=1,421)

（％）

40.7

20.6

9.9

26.4

45.0

30.4

8.0

25.1

0 10 20 30 40 50

学習に遅れが出ていること

勉強の習慣がなくなったこと

以前より勉強が嫌いになったこと

（保護者自身について）宿題や、勉強をみる

時間が増えたこと

神戸市(n=413) 全国(n=1,421)

（％）
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8) 新型コロナウイルス感染防止を目的としたオンライン授業に対する考え 

小学生から高校生の子どもを持つ回答者に、新型コロナウイルス感染防止を目的とした

オンライン授業に対する考えを尋ねたところ、「感染リスクが高い時には、オンライン授

業と対面授業を併用してほしい」（38.7%）と「感染リスクが高い時には、基本的にオンラ

イン授業を実施してほしい」（38.0%）の割合がほぼ均衡している。 

図表 II-３０ 新型コロナウイルス感染防止を目的としたオンライン授業に対する考え 

 

  

感染リスクが高い時には、

基本的にオンライン授業を

実施してほしい

38.0%

感染リスクが高い時には、オンライン

授業と対面授業を併用してほしい

38.7%

感染リスクが高い時で

あっても、基本的に対

面での授業を実施して

ほしい

7.7%

平時も含めオンライン

授業を実施してほしい

3.1%

わからない

8.4%

あてはまるものは

ない

2.4%

無回答

1.7%

(n=287)
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9) オンライン授業時に子どもが占有できる端末及び集中して授業が受けられる場所の確

保の可否 

オンライン授業時に子どもが占有できるパソコンまたはタブレット端末の確保の可否

については、「全員分確保できる」（58.2%）の割合が最も高く、次に「一部は確保できる

が、全員分は確保できない」（35.5%）が続き、「全く確保できない」（5.6%）とする回答者

は１割に満たない。 
オンライン授業時に子どもが集中して授業が受けられる場所の確保の可否についても

同様に、「全員分確保できる」（66.9%）の割合が最も高く、次に「一部は確保できるが、

全員分は確保できない」（28.6%）が続き、「全く確保できない」（3.8%）とする回答者は少

ない。 

図表 II-３１ オンライン授業時に子どもが占有できるパソコンまたはタブレット端末の確保の可否 

 

図表 II-３２ オンライン授業時に子どもが集中して授業を受けられる部屋や場所の確保の可否 

  

全員分

確保できる

58.2%

一部は確保でき

るが、全員分は

確保できない

35.5%

全く確保できない

5.6%

無回答

0.7%

(n=287)

全員分

確保できる

66.9%

一部は確保でき

るが、全員分は

確保できない

28.6%

全く確保できない

3.8%

無回答

0.7%

(n=287)
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端末（パソコン（ＰＣまたはタブレット）及び授業を受けられる部屋や場所の確保の可

否をクロス集計した結果は、以下のとおりである。 

図表 II-３３ オンライン授業時に子どもが占有できる端末及び集中して授業が受けられる場所の 

確保の可否 

 

 

  

（上段：実数、下段：％）

授業を受けられる部屋や場所

　

サ

ン

プ

ル

数

全

員

分

確

保

で

き

る

一

部

は

確

保

で

き

る

が

、

全

員

分

は

確

保

で

き

な

い

全

く

確

保

で

き

な

い

無

回

答

287 192 82 11 2

100.0 66.9 28.6 3.8 0.7

167 147 17 2 1

100.0 88.0 10.2 1.2 0.6

102 38 58 6 0

100.0 37.3 56.9 5.9 0.0

16 6 7 3 0

100.0 37.5 43.8 18.8 0.0

2 1 0 0 1

100.0 50.0 0.0 0.0 50.0

一部は確保できるが、

全員分は確保できない

全く確保できない

無回答

全体

Ｐ

Ｃ

・

タ

ブ

レ

ッ
ト

全員分確保できる
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10) 自宅におけるインターネット接続方法 

小学生から高校生の子どもを持つ回答者に、自宅におけるインターネット接続方法を尋

ねたところ、「光回線」（69.7%）の割合が圧倒的に高く、次に「その他」（13.6%）、「ＡＤ

ＳＬ」（8.7%）が続く。 

図表 II-３４ 自宅におけるインターネット接続方法 

 

  

69.7%

8.7%

4.2%

13.6%

2.8%

2.1%

4.9%

1.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

光回線

ＡＤＳＬ

ポケットWi-Fi

その他

スマートフォンのテザリング

わからない

ケーブルテレビの回線

パソコンやタブレットは使っていない

無回答

(n=287)
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⑤ 高齢者の介護・介助について 

1) 自身の介護・介助の必要性の有無 

回答者自身の介護・介助の必要性の有無を尋ねたところ、ほとんどの回答者が「必要で

はない」（93.0%）としている。 

図表 II-３５ 自身の介護・介助の必要性の有無 

 

2) 介護・介助が必要な家族の有無 

介護・介助が必要な家族の有無を尋ねたところ、「いない」（77.2%）の割合が最も高く、

次に「いる（在宅：あなたと同居）」（5.6%）、「いる（在宅：あなたと別居・他の家族等と

同居）」（4.6%）が続く。 

図表 II-３６ 介護・介助が必要な家族の有無 

 

必要

2.8%

必要ではない

93.0%

無回答

4.2%

(n=1,441)

5.6%

4.6%

3.4%

3.8%

1.2%

0.1%

77.2%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる

（在宅：あなたと同居）

いる

（在宅：あなたと別居・他の家族等と同居）

いる

（在宅：あなたと別居・一人暮らし）

いる

（施設等に入所中）

いる（入院中）

いる（その他）

いない

無回答

(n=1,441)
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3) 新型コロナウイルス感染拡大による介護関連サービス、施設、支援等の利用への影響 

介護・介助が必要な家族を持つ回答者に、新型コロナウイルス感染拡大による介護関連

サービス、施設、支援等の利用への影響を尋ねたところ、「もともと介護関連のサービスや

施設、支援等は利用していない」（24.2%）を除くと、「介護関連のサービスや施設、支援

等の利用に変わりはない」（36.9%）の割合が最も高いが、次に割合が高いのは「自主的に

全ての介護関連のサービスや施設、支援等の利用を控えた」（12.3%）、「自主的に介護関連

のサービスや施設、支援等の利用回数を減らした」（10.7％）であり、事業所や施設の都合

による利用制限よりも、自主的に利用を制限した回答者が比較的多い。 

図表 II-３７ 新型コロナウイルス感染拡大による介護関連サービス、施設、支援等の利用への影響 

 

  

12.3%

10.7%

6.3%

9.9%

36.9%

24.2%

7.5%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40%

自主的に全ての介護関連のサービスや

施設、支援等の利用を控えた

自主的に介護関連のサービスや施設、

支援等の利用回数を減らした

事業所、施設等が休止となり利用できなく

なった

事業所、施設等の事情により、利用できる

回数が減った

介護関連のサービスや施設、支援等の利用

に変わりはない

もともと介護関連のサービスや施設、支援

等は利用していない

その他

無回答

(n=252)
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4) 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する介護・介助が必要な家族に

関する心配ごと 

介護・介助が必要な家族を持つ回答者に、新型コロナウイルス感染防止のための外出自

粛等に起因する介護・介助が必要な家族に関する心配ごとを尋ねたところ、「特に心配な

ことはない」（29.0%）を除くと、「人との関わりが減ったこと」（34.9%）の割合が最も高

く、次に「身体を動かす時間が減ったこと」（33.7%）、「身体機能が低下したこと（筋力が

落ちた、歩行しにくくなった、転倒しやすくなった等）」（22.6％）が続く。 

図表 II-３８ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する介護・介助が必要な家

族に関する心配ごと 

 

  

18.3%

34.9%

33.7%

13.5%

11.5%

10.3%

4.4%

9.9%

15.5%

22.6%

12.3%

4.8%

29.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40%

家に閉じこもるようになったこと

人との関わりが減ったこと

身体を動かす時間が減ったこと

生活のリズムが崩れたこと

介護や見守りが必要だが、家に一人でいな

ければならない時間が増えたこと

食事の支度や掃除、洗濯、買い物などに

困るようになったこと

排泄や入浴等の身体介護に困るようになっ

たこと

体調が不安定になったこと

精神的に不安定になったこと

身体機能が低下したこと（筋力が落ちた、

歩行しにくくなった、転倒しやすくなった等）

認知症の症状が重くなったこと

その他

特に心配なことはない

無回答

(n=252)
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全国調査の結果と比較すると、「特に心配なことはない」（神戸市 29.0％、全国 42.4％）

の割合が神戸市で大幅に低い。 
また、心配ごとに関する項目では、全体的に神戸市の割合が高い傾向がみられ、特に差

が大きいのは「人との関わりが減ったこと」（神戸市 34.9％、全国 25.8％）、「身体を動か

す時間が減ったこと」（同 33.7％、21.3％）、「身体機能が低下したこと（筋力が落ちた、

歩行しにくくなった、転倒しやすくなった等）」（同 22.6％、14.2％）である。 

図表 II-３９ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する介護・介助が必要な家

族に関する心配ごと（全国調査との比較） 

 

  

18.3

34.9

33.7

13.5

11.5

10.3

4.4

9.9

15.5

22.6

12.3

4.8

29.0

10.8

25.8

21.3

9.9

5.5

8.3

4.4

8.4

11.1

14.2

9.4

3.7

42.4

0 10 20 30 40 50

家に閉じこもるようになったこと

人との関わりが減ったこと

身体を動かす時間が減ったこと

生活のリズムが崩れたこと

介護や見守りが必要だが、家に一人でいなけ

ればならない時間が増えたこと

食事の支度や掃除、洗濯、買い物などに困る

ようになったこと

排泄や入浴等の身体介護に困るようになった

こと

体調が不安定になったこと

精神的に不安定になったこと

身体機能が低下したこと（筋力が落ちた、歩行

しにくくなった、転倒しやすくなった等）

認知症の症状が重くなったこと

その他

特に心配なことはない

神戸市(n=252) 全国(n=1,411)

（％）
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5) 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する介護・介助が必要な家族に

関する自身の困りごと 

介護・介助が必要な家族を持つ回答者に、新型コロナウイルス感染防止のための外出自

粛等に起因する介護・介助が必要な家族に関する自身の困りごとを尋ねたところ、「自身

は介護・介助を担っていないため、特に困っていることはない」（47.6%）及び「介護・介

助を担っているが、特に困っていることはない」（15.5%）とする回答者が約６割を占める。 
一方、「介護・介助に関わる精神的な負担が増えたこと」（15.9%）、「介護・介助に関わ

る時間が増えたこと」（13.1％）、「介護・介助に関わる身体的な負担が増えたこと」及び

「いらいらしたり、介護・介助が必要な家族につい当たってしまうことが増えたこと」（い

ずれも 11.5％）とする回答者が、それぞれ１割を超えている。 

図表 II-４０ 新型コロナウイルス感染防止のための外出自粛等に起因する介護・介助が必要な家

族に関する自身の困りごと 

 

  

13.1%

11.5%

15.9%

11.5%

6.7%

5.2%

15.5%

47.6%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護・介助に関わる時間が増えたこと

介護・介助に関わる身体的な負担が

増えたこと

介護・介助に関わる精神的な負担が

増えたこと

いらいらしたり、介護・介助が必要な家族につ

い当たってしまうことが増えたこと

介護・介助を担うあなたの仕事、生活に影響

が出てきたこと

その他

介護・介助を担っているが、

特に困っていることはない

自身は介護・介助を担っていないため、

特に困っていることはない

無回答

(n=252)
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⑥ 仕事について 

1) 緊急事態宣言の解除日前日時点における就労状況 

緊急事態宣言の解除日前日時点（2020 年５月 20 日）における就労状況については、「就

労していた」（66.6%）の割合が最も高く、次に「就労していなかった」（27.1%）が続く。 

図表 II-４１ 緊急事態宣言の解除日前日時点における就労状況 

 

  

就労していた

66.6%

就労して

いなかった

27.1%

無回答

6.3%

(n=1,441)
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2) 就労状況の詳細 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた回答者に、就労状況の詳細を尋ねたとこ

ろ、「その他」（休業や転職をせず、就労状況が変わらなかった回答者）（84.3%）が約８割

を占め、「新型コロナウイルスの影響で休業していた」は 13.6%、「新型コロナウイルスの

影響で職を失い、転職した」は 0.9%にとどまっている。 

図表 II-４２ 就労状況の詳細（当時就労していた回答者） 

 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していなかった回答者に、就労状況の詳細を尋ね

たところ、「その他」（当初から仕事をしておらず、学生でもなかった回答者）が 56.0%、

「学生だった」が 19.2%で、「新型コロナウイルスの影響で離職・失業した」は 2.0%にと

どまっている。 

図表 II-４３ 就労状況の詳細（当時就労していなかった回答者） 

 

  

新型コロナウイルスの

影響で休業していた

13.6%

新型コロナウイルス

の影響で職を失い、

転職した

0.9%

その他

84.3%

無回答

1.3%

(n=959)

新型コロナウイル

スの影響で離職・

失業した

2.0%

学生だった

19.2%

その他

56.0%

無回答

22.8%

(n=391)
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3) 新型コロナウイルス感染拡大前後に利用していた主な通勤手段 

休業や転職をせず、就労状況が変わらなかった回答者に、新型コロナウイルス感染拡大

前と緊急事態宣言下に利用していた主な通勤手段を尋ねたところ、いずれの時期も「電車・

バス」（感染拡大前 53.7％、緊急事態宣言下 43.9％）の割合が最も高いが、前後を比較す

ると、緊急事態宣言下では約 10 ポイント低下している。 
一方で、「自家用車」（同 28.6％、31.2％）、「家と職場が同じ場所（在宅勤務含む）また

は近接しており通勤なし」（同 3.3％、9.4％）では、緊急事態宣言下での割合がやや上昇

しており、感染予防のための公共交通機関の利用縮小や、テレワークの拡大による傾向の

変化がうかがえる。 

図表 II-４４ 新型コロナウイルス感染拡大前後に利用していた主な通勤手段 

 
（注）「自家用車」には、社用車、レンタカー、送迎等の自動車による移動も含めて集計した。 

  

26.4%

28.6%

53.7%

1.9%

0.5%

3.3%

2.0%

25.7%

31.2%

43.9%

2.1%

0.4%

9.4%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

徒歩・自転車

自家用車

電車・バス

バイク・原動機付自転車

その他

家と職場が同じ場所（在宅勤務含む）

または近接しており通勤なし

無回答

感染拡大前 緊急事態宣言下

(n=808)
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4) 緊急事態宣言の解除日前日時点の勤務先があった（ある）地域 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた回答者に、緊急事態宣言の解除日前日時

点の勤務先があった（ある）地域を尋ねたところ、「神戸市内」（63.8%）の割合が最も高

く、次に「神戸市以外の兵庫県」（14.2%）、「大阪府」（12.9%）が続く。 

図表 II-４５ 緊急事態宣言の解除日前日時点の勤務先があった（ある）地域 

 

  

神戸市内

63.8%
神戸市以外の

兵庫県

14.2%

大阪府

12.9%

京都府

0.6%

滋賀県

0.1%

和歌山県

0.1%

その他の

都道府県

1.6%

無回答

6.7%

(n=959)
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5) 新型コロナウイルスの影響による離職者の離職理由 

新型コロナウイルスの影響で職を失い転職した、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者の離職理由は、「新型コロナウイルスの影響で解雇、契約打ち切りとな

ったため」（58.8%）の割合が約６割を占め、「新型コロナウイルスの影響で勤務先が倒産、

閉店となったため（※自営を含む）」（23.5%）が約２割である。 
また、「新型コロナウイルスの感染リスクにより出社や外出が怖くなったため」とする

回答者も（17.6%）いる。 

図表 II-４６ 新型コロナウイルスの影響による離職者の離職理由 

 

  

58.8%

23.5%

5.9%

5.9%

17.6%

17.6%

0% 20% 40% 60% 80%

新型コロナウイルスの影響で解雇、

契約打ち切りとなったため

新型コロナウイルスの影響で勤務先が

倒産、閉店となったため※自営を含む

新型コロナウイルス対応で子育てとの両立

が困難となったため

新型コロナウイルス対応で介護との両立が

困難となったため

新型コロナウイルスへの罹患もしくは罹患の

可能性が疑われる体調不良のため

新型コロナウイルスの感染リスクにより出社

や外出が怖くなったため

その他

無回答

(n=17)
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6) 緊急事態宣言解除日前日時点の就労形態 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、緊急事態宣言解除日前日時点の就労形態を尋ねたところ、「正社

員・正規職員」（50.3%）の割合が最も高く、次に「無期パート・アルバイト」（11.8%）、

「有期パート・アルバイト」（5.5%）が続く。 

図表 II-４７ 緊急事態宣言解除日前日時点の就労形態 

 

（注）新型コロナウイルスの影響で職を失い転職した回答者には、転職直前、新型コロナウイルスの影

響で離職・失業した場合は離職直前の就労形態を尋ねた。（以下同様） 

 

  

50.3%

3.9%

2.0%

4.0%

11.8%

5.5%

2.3%

1.4%

2.2%

1.3%

0.6%

14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

正社員・正規職員

会社役員

無期契約社員(職員)・嘱託社員(職員)

有期契約社員(職員)・嘱託社員(職員)

無期パート・アルバイト

有期パート・アルバイト

派遣社員

個人事業主

（雇用者あり、自営業含む）

個人事業主

（雇用者なし、フリーランス・内職含む）

個人事業主の家族従業員

その他

無回答

(n=955)
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7) 緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の業種 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の業種を尋ねたところ、「製造

業（上記以外）」（12.4%）の割合が最も高く、次に「医療」（9.5%）、「官公庁・公務員」

（7.3%）が続く。 

図表 II-４８ 緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の業種 

  

7.3%

0.4%

0.0%

4.7%

0.9%

2.5%

12.4%

1.0%

2.8%

3.8%

0.5%

1.8%

0.6%

2.2%

0.2%

1.0%

1.8%

2.8%

1.4%

0.0%

0.2%

0.2%

0.9%

2.8%

2.7%

9.5%

4.1%

1.5%

1.2%

0.3%

0.7%

0.5%

1.2%

5.8%

6.3%

13.8%

0% 5% 10% 15%

官公庁・公務員

農林水産業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業（医薬品・医療機器関連）

製造業(飲食料品関連）

製造業（上記以外）

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

小売業（百貨店）

小売業（スーパーマーケット、コンビニ、ドラッグストア）

小売業（ショッピングセンター、ホームセンター）

小売業（上記以外）

卸売業（医薬品・医療機器関連）

卸売業（飲食料品関連）

卸売業（上記以外）

金融業、保険業

不動産業

物品賃貸業（医薬品・医療機器関連）

物品賃貸業（飲食料品関連）

物品賃貸業（上記以外）

宿泊業

飲食サービス業

教育、学習支援業

医療

福祉（介護関連）

福祉（子ども・保育関連）

福祉（障がい者支援関連）

福祉（上記以外）

その他サービス業（医薬品・医療機器関連）

その他サービス業（飲食料品関連）

その他サービス業（理・美容）

その他サービス業（その他）

その他

無回答

(n=955)

インフラ・運輸・郵便

小売・卸売

製造

物品賃貸業

対個人サービス業

医療・福祉

その他サービス業

その他

金融・保険・不動産



48 

8) 緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の職種 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の職種を尋ねたところ、「事務

職（一般事務、企画、広報、経理など）」（15.8%）の割合が最も高く、次に「専門職・技

術職（医療・保健分野の専門職・技術職）」（8.4%）、「専門職・技術職（エンジニア、情報

処理分野の専門職・技術職）」（8.2%）が続く。 

図表 II-４９ 緊急事態宣言解除日前日時点の仕事の職種 

  

8.4%

5.7%

4.5%

8.2%

2.2%

4.7%

15.8%

5.4%

3.4%

2.7%

0.1%

0.8%

5.0%

7.0%

3.1%

0.6%

7.3%

15.0%

0% 5% 10% 15% 20%

専門職・技術職（医療・保健分野の

専門職・技術職）

専門職・技術職（福祉・介護分野の

専門職・技術職）

専門職・技術職（教育分野の

専門職・技術職）

専門職・技術職（エンジニア、情報処理分野の

専門職・技術職）

専門職・技術職（弁護士、会計士、税理士など、

その他の分野の専門職・技術職）

管理職（課長職相当以上）

事務職（一般事務、企画、広報、経理など）

営業・販売職

（店員等定まった店舗での対面営業・販売のみ）

営業・販売職

（訪問・ネット販売等店舗販売以外の対応を含む）

サービス職（料理人・ホールスタッフ）

サービス職（家事支援サービス関連）

サービス職（理・美容師）

サービス職（上記以外）

生産現場職（製品製造・組立、自動車整備、工事、

農水産加工など）

運輸・保安職（トラック運転手、船員、郵便等配達、

通信士、警備員など）

農林漁業職

その他

無回答

(n=955)
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9) 緊急事態宣言下における働き方の変化 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、新型コロナウイルス感染拡大前（2020 年１月末頃）と緊急事態宣

言下における働き方の変化を尋ねたところ、「上記のいずれも該当せず、これまでと同じ

働き方である」（31.5%）とする回答者が約３割であった。 
変化があった場合の回答については、「勤務時間が短くなった」（72.9%）の割合が最も

高く、次に「時差出勤を行うようになった（以前は行っていなかった。または以前よりも

積極利用している）」（18.7%）、「一部テレワークとなった（以前は行っていなかった。ま

たは以前よりも積極利用している）」（17.4％）、「勤務時間が長くなった」（17.1％）が続く。 

図表 II-５０ 緊急事態宣言下における働き方の変化 

 
（注）新型コロナウイルス対応のために、緊急事態宣言が出される前から働き方を変えていた場合も回答を求め

ている。 

  

72.9%

17.1%

18.7%

9.7%

5.0%

0.3%

17.4%

2.6%

9.6%

8.3%

31.5%

3.2%

5.3%

0.2%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80%

勤務時間が短くなった

勤務時間が長くなった

時差出勤を行うようになった（以前は行っていな

かった。または以前よりも積極利用している）

時差出勤を行っているが、以前と同程度の利用

である

すべてテレワーク勤務となった

すべてテレワーク勤務だが、これまでもそうだった

一部テレワーク勤務となった（以前は行っていな

かった。または以前よりも積極利用している）

一部テレワーク勤務だが、以前と同程度の

利用である

自宅待機となった

休業となった

上記のいずれも該当せず、これまでと同じ

働き方である

働き方は変わっているが新型コロナウイルス

対応とは関係がない

その他

わからない

無回答

(n=955)

勤務時間

時差出勤

テレワーク

その他
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全国調査結果と比較すると、神戸市では、特に「１日当たり勤務時間が短くなった」（神

戸市 38.8％、全国 21.7％）、「週当たり勤務日数が少なくなった」（同 34.6％、17.9％）、

「時差出勤を行うようになった：以前は行っていなかった。または以前よりも積極利用し

ている」（同 18.7％、6.9％）の割合が全国よりも高くなっている。 

図表 II-５１ 緊急事態宣言下における働き方の変化（全国調査との比較） 

 

  

38.3

10.5

34.6

6.6

18.7

9.7

5.0

0.3

17.4

2.6

9.6

8.3

31.5

3.2

5.3

21.7

4.0

17.9

1.2

6.9

2.1

8.6

0.7

12.2

1.2

7.8

7.9

33.2

3.6

1.3

0 10 20 30 40

１日当たり勤務時間が短くなった

１日当たり勤務時間が長くなった

週当たり勤務日数が少なくなった

週当たり勤務日数が多くなった

時差出勤を行うようになった：以前は行っていな

かった。または以前よりも積極利用している

時差出勤を行っているが、以前と同程度の利用

である

すべてテレワーク勤務となった

すべてテレワーク勤務だが、

これまでもそうだった

一部テレワーク勤務となった：以前は行っていな

かった。または以前よりも積極利用している

一部テレワーク勤務だが、以前と同程度の利用

である

自宅待機となった

休業となった

これまでと同じ働き方である

働き方は変わっているが新型コロナウイルス

対応とは関係がない

その他

神戸市(n=955) 全国(n=7,110)

（％）
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10) 新型コロナウイルス感染症収束後のテレワーク利用意向 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者のうち、テレワークを実施している（していた）回答者に、新型コロ

ナウイルス感染症収束後のテレワーク利用意向を尋ねたところ、「利用したい」とする回

答者の割合は合計で約７割であり、利用頻度については「利用したい（テレワークを基本

とし、必要時のみ出社）」と「利用したい（週１～２日程度）」（いずれも 27.7%）が均衡し

ている。 

図表 II-５２ 新型コロナウイルス感染症収束後のテレワーク利用意向 

 

  

利用したい

（テレワークを基本とし、

必要時のみ出社）

27.7%

利用したい

（週３～４日程度）

12.8%

利用したい

（週１～２日程度）

27.7%

利用したくない

10.3%

どちらとも

いえない

14.9%

無回答

6.6%

(n=242)
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11) テレワークの実施について感じている課題 

テレワークを実施している（していた）回答者が感じている課題については、「出社しな

いとできない仕事がある」（65.7%）の割合が最も高く、次に「上司や同僚とのコミュニケ

ーションに課題がある」（39.7%）、「業務効率が落ちると感じる」（34.3%）が続く。 

図表 II-５３ テレワークの実施について感じている課題 

 

  

24.0%

34.3%

14.9%

39.7%

17.4%

65.7%

6.2%

5.4%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80%

IT機器や自宅のネットワーク環境が

十分ではない

業務効率が落ちると感じる

労務管理や人事評価に関する不安がある

上司や同僚とのコミュニケーションに

課題がある

自宅で仕事を行うことにより家計の負担が

増える

出社しないとできない仕事がある

その他

特に課題はない

無回答

(n=242)
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12) テレワークができる場合に居住を希望する場所 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、テレワークができる場合に居住を希望する場所を尋ねたところ、

「神戸市内の都心部（または都心部に近いところ）に住みたい」（41.0%）の割合が最も高

く、次に「神戸市内の郊外に住みたい」（33.0%）、「関西以外の地方圏に住みたい」（6.3%）

が続く。 
一方、たとえテレワークができる場合でも、神戸市以外の地域での居住意向を持つ回答

者は、合わせて２割程度にとどまっている。 

図表 II-５４ テレワークができる場合に居住を希望する場所 

 
  

41.0%

33.0%

5.8%

5.8%

2.5%

6.3%

20.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

神戸市内の都心部

（または都心部に近いところ）に住みたい

神戸市内の郊外に住みたい

神戸市以外の関西の都心部

（または都心部に近いところ）に住みたい

神戸市以外の関西の郊外に住みたい

関西以外の大都市圏に住みたい

関西以外の地方圏に住みたい

無回答

(n=1,056)
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居住区別のクロス集計結果は以下のとおりである。 

図表 II-５５ テレワークができる場合に居住を希望する場所（居住地別） 

 

 

  

（上段：実数、下段：％）

テレワークができる場合の希望居住場所

　

サ
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に
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に
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の

都
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部

（
ま

た

は

都

心

部

に
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い

と

こ

ろ

）
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住

み

た

い

神

戸

市

以

外

の

関

西

の

郊

外

に

住

み

た

い

関
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以

外

の

大

都

市

圏

に

住

み

た

い

関

西

以

外

の

地

方

圏

に

住

み

た

い

無

回

答

1,056 433 349 61 61 26 67 217

100.0 41.0 33.0 5.8 5.8 2.5 6.3 20.5

159 92 37 8 6 8 9 26

100.0 57.9 23.3 5.0 3.8 5.0 5.7 16.4

96 56 17 10 2 6 9 16

100.0 58.3 17.7 10.4 2.1 6.3 9.4 16.7

100 61 7 8 7 2 8 19

100.0 61.0 7.0 8.0 7.0 2.0 8.0 19.0

70 43 18 7 4 2 5 8

100.0 61.4 25.7 10.0 5.7 2.9 7.1 11.4

163 33 76 9 12 1 11 39

100.0 20.2 46.6 5.5 7.4 0.6 6.7 23.9

54 29 14 1 0 0 0 14

100.0 53.7 25.9 1.9 0.0 0.0 0.0 25.9

107 46 36 4 6 3 9 25

100.0 43.0 33.6 3.7 5.6 2.8 8.4 23.4

146 38 66 5 11 3 11 31

100.0 26.0 45.2 3.4 7.5 2.1 7.5 21.2

134 28 63 8 10 1 2 35

100.0 20.9 47.0 6.0 7.5 0.7 1.5 26.1

27 7 15 1 3 0 3 4

100.0 25.9 55.6 3.7 11.1 0.0 11.1 14.8

西区

無回答

全体

居

住

区

東灘区

兵庫区

須磨区

灘区

北区

垂水区

中央区

長田区
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13) 二拠点居住に対する意向 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、二拠点居住に対する意向を尋ねたところ、「したいと思わない」

（46.3%）が約半数を占め、次に「わからない」（22.0%）、「したいと思う」（15.1%）が続

く。 

図表 II-５６ 二拠点居住に対する意向 

 

  

したいと思う

15.1%

したいと思わない

46.3%

わからない

22.0%

無回答

16.7%

(n=1,056)
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14) 新型コロナウイルス感染症の流行に伴う職業選択や副業等に関する希望の変化 

緊急事態宣言の解除日前日時点で就労していた、または新型コロナウイルスの影響で離

職・失業した回答者に、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う職業選択や副業等に関す

る希望の変化を尋ねたところ、「特に変化はない」（53.2%）の割合が最も高いが、「まだ具

体的ではないが将来の仕事や収入について考えるようになった」（19.9%）とする回答者も

約２割となっている。 
ただし、「新たに「副業」を検討し始めた」（7.2％）、または「新たに「転職」を検討し

始めた」（5.9％）とする回答者は、比較的少数にとどまっている。 

図表 II-５７ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴う職業選択や副業等に関する希望の変化 

 

  

19.9%

7.2%

5.9%

1.1%

0.8%

1.4%

0.9%

53.2%

6.2%

11.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

まだ具体的ではないが将来の仕事や収入

について考えるようになった

新たに「副業」を検討し始めた

新たに「転職」を検討し始めた

希望する就職先や異動先が変化した

「副業」を持った

「転職」した

その他

特に変化はない

わからない

無回答

(n=1,056)
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⑦ 行政の取組について 

1) 新型コロナウイルス感染症流行に関連する公的支援の利用状況 

新型コロナウイルス感染症流行に関連する公的支援のうち、「利用した」の割合は「特別

低額給付金」（84.9％）が最も高く、その他の項目では、「利用した」及び「利用を検討中」

の割合が著しく低い。 

図表 II-５８ 新型コロナウイルス感染症流行に関連する公的支援の利用状況 

  

84.8%

1.0%

0.1%

0.1%

1.0%

0.1%

0.1%

0.2%

2.1%

2.3%

0.6%

0.6%

0.9%

0.7%

0.3%

0.1%

1.0%

0.1%

0.1%

0.1%

0.3%

0.2%

0.2%

0.5%

1.0%

0.6%

0.1%

4.4%

47.1%

34.9%

29.4%

41.5%

38.0%

28.5%

23.1%

22.4%

25.5%

22.9%

30.2%

47.6%

48.5%

29.6%

5.3%

39.6%

52.6%

58.5%

45.0%

49.5%

59.2%

64.4%

65.1%

62.0%

64.6%

55.1%

35.9%

37.3%

56.2%

4.6%

11.7%

12.1%

11.9%

11.5%

12.4%

12.2%

12.4%

12.2%

12.1%

12.1%

12.1%

13.2%

13.1%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別定額給付金

生活福祉資金の貸付（休業や失業により生活に

お困りの方への貸付制度）

国民健康保険の傷病手当金（新型コロナ感染又

は疑いのため働けなかった方への支援）

後期高齢者医療制度の被保険者への傷病手当

金（前項と同様の後期高齢者を対象とした支援）

税、社会保険、上下水道料金の納付・支払

猶予制度

採用内定取り消しを受けた新卒者を対象

とする神戸市職員募集

離職を余儀なくされたひとり親家庭を対象

とした神戸市職員募集

神戸市による、離職を余儀なくされた

ひとり親家庭の就業サポート

市営住宅の一時提供

収入が著しく減少した市営住宅入居者の方

への家賃減免

住宅確保給付金（離職等により経済的に困窮し

ている方への家賃支給）

市営地下鉄・市バス定期券の払い戻し

（個人事業者向け）持続化給付金

（個人事業者向け）休業要請支援金

（フリーランス向け）学校等休業助成金

利用した 利用を検討中 知っているが利用予定なし 知らない 無回答

(n=1,441)
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2) 緊急事態宣言下における行政サービス縮小による影響 

緊急事態宣言下における神戸市関係施設の閉鎖や受付体制の縮小等、市民サービスの縮

小による影響（普段利用していた行政サービスや施設が使いにくくなった等）について、

自由記述形式で尋ねた。 
テーマ別の回答件数は、「図書館」（35 件）が最も多く、次に「行政手続き、サービス」

（24 件）、「子育て関連施設、イベント」（18 件）、「公民館、博物館、文化施設等」（15 件）

が続く。 

図表 II-５９ 緊急事態宣言下における行政サービス縮小による影響（テーマ別の回答件数） 

 

 
  

35

24

18

15

9

6

6

5

5

4

18

9

0 10 20 30 40

図書館

行政手続き、サービス

子育て関連施設、イベント

公民館、博物館、文化施設等

スポーツ施設

公共交通

市役所・区役所の電話対応

学校・教育

病院での診察

健康診断

その他

神戸市には直接関係しない事項

(件)

(n=139)
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3) 新型コロナウイルス感染症収束後を見据えて今後神戸市に期待する取組 

新型コロナウイルス感染症収束後を見据えて今後神戸市に期待する取組について、自由

記述形式で尋ねた。 
テーマ別の回答件数は、「行政手続きのデジタル化」（83 件）が最も多く、次に「行感染

症対策・災害・緊急時対応」（77 件）、「給付金・減税・生活支援」（48 件）、「市政・行政

サービス全般」（45 件）、「リモートワーク推進・通信環境の整備」（43 件）、「学校教育・

オンライン授業」（41 件）が続く。 

図表 II-６０ 新型コロナウイルス感染症収束後を見据えて今後神戸市に期待する取組      

（テーマ別の回答件数） 

 

 

83

77

48

45

43

41

27

21

21

20

20

11

7

5

18

7

0 20 40 60 80 100

行政手続きのデジタル化

感染症対策・災害・緊急時対応

給付金・減税・生活支援

市政・行政サービス全般

リモートワーク推進・通信環境の整備

学校教育・オンライン授業

保育・子育て支援

高齢者・介護

医療体制

公共交通・道路整備・生活環境

情報提供・情報発信

企業誘致・雇用

地方移住促進の取り組み

市長のリーダーシップ

その他

市の取組には直接関係しない事項

(件)

(n=389)



60 

⑧ 今後の心配ごとについて 

1) 今後も新型コロナウイルス感染症対策をしながら生活するにあたっての心配ごと 

今後も新型コロナウイルス感染症対策をしながら生活するにあたっての心配ごとにつ

いて尋ねたところ、「新型コロナ感染症の予防」（50.7%）の割合が約半数を占め、次に「収

入」（27.3%）、「仕事」（25.5%）、「新型コロナ感染症以外の健康」（24.2％）が続く。 

図表 II-６１ 今後も新型コロナウイルス感染症対策をしながら生活するにあたっての心配ごと 

 

  

50.7%

24.2%

25.5%

27.3%

11.5%

14.9%

8.2%

5.8%

24.1%

6.4%

0% 20% 40% 60%

新型コロナ感染症の予防

新型コロナ感染症以外の健康

仕事

収入

子育て

子どもの教育

家族の介護

その他

特に心配ごとはない

無回答

(n=1,441)
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III．市内経済及びＧＤＰへの影響調査 
 
１. 事業所アンケート 

(1) 調査概要 

① 調査の目的 

市内事業所における新型コロナ感染症の影響および今後の見通し、行政における支援策

の利用状況等を把握することを目的に実施した。 
 
② 調査対象・調査方法 

総務省統計局から事業所母集団データベースに収録された神戸市内の事業所名簿情報

（平成 30 年次フレーム）の提供を受け、この名簿情報より、業種、従業者規模のバラン

スを考慮し、3,000 の調査対象事業所を抽出した。 
調査票の配布・回収は郵送で行ったが、同時に Web による回答専用サイトも用意し、

Web での回答も可能とした。 

・市内経済全体の影響が掴めるよう、対象事業者規模について調整をした。 

・事業所の規模は、従業員数により大まかに３区分で抽出した。 

29人以下(42.8％)、30人以上 99人以下(34.2％）、100人以上(23.0％) 

【参考】実際の事業所規模構成比 

29人以下(94％)、30人以上 99人以下(5％）、100 人以上(1％) 

 
 
③ 調査期間 

2020 年 8 月 21 日～9 月 11 日。 
 

④ 回収数・回収率 

回収数：988 
回収率：32.9％ 
 

(注) この報告書は、上記調査期間中に返送された調査票を対象に行った暫定集計の結果を整

理したものである。最終報告書では、9 月 25 日までに返送された調査票を含めて実施す

る最終集計の結果に基づいて分析を行う予定としている。 
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(2) 調査結果 

① 回答事業所の属性 

1) 業種 

業種については、「製造業」（16.1%）の割合が最も高く、次に「その他のサービス業」

（14.1%）、「運輸業，郵便業」（10.2%）が続く。 

図表 III-１ 業種 

 
  

0.2%

0.1%

0.0%

5.1%

16.1%

0.9%

1.6%

10.2%

2.6%

5.0%

3.4%

2.1%

0.2%

2.5%

1.8%

5.5%

2.4%

0.9%

5.7%

4.9%

8.6%

14.1%

5.0%

1.1%

0% 5% 10% 15% 20%

農業・林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売

小売

金融業，保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育，学習支援業

医療

福祉

その他のサービス業

その他

無回答

(n=988)
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2) 資本金 

資本金については、「１千万円以上５千万円未満」（30.7%）の割合が最も高く、次に「１

億円以上」（28.1%）、「１千万円未満」（23.0%）が続く。 

図表 III-２ 資本金 

 

 
3) 従業員数（会社全体） 

従業員数（会社全体）については、「300 人以上」（36.1%）の割合が最も高く、次に「９

人以下」（18.2%）、「100～299 人」（16.5%）が続く。 

図表 III-３ 従業員数（会社全体） 

  

１千万円未満

23.0%

１千万円以上

５千万円未満

30.7%
５千万円以上

１億円未満

12.0%

１億円以上

28.1%

無回答

6.2%

(n=988)

９人以下

18.2%

10～29人

7.7%

30～49人

9.0%

50～99人

10.0%

100～299人

16.5%

300人以上

36.1%

無回答

2.4%

(n=988)
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4) 従業員数（事業所） 

従業員数（事業所）については、「９人以下」（21.3%）の割合が最も高く、次に「100～
299 人」（16.6%）、「10～29 人」（14.5%）が続く。 

図表 III-４ 従業員数（事業所） 

 

  

９人以下

21.3%

10～29人

14.5%

30～49人

12.7%

50～99人

14.2%

100～299人

16.6%

300人以上

5.9%

無回答

15.0%

(n=988)
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② コロナ禍における事業への影響について 

1) 緊急事態宣言中の業務活動状況 

緊急事態宣言中（4/7～5/20）の業務活動状況については、「緊急事態宣言発令前と変わ

らず業務活動を継続していた」（35.8%）の割合が最も高く、次に「業務は停止していない

が、営業時間・業務時間を短縮した」（21.2%）、「一部の業務を停止した」（18.7%）が続

く。 

図表 III-５ 緊急事態宣言中の業務活動状況 

 

  

完全に業務を

停止した

7.8%

一部の業務を

停止した

18.7%

業務は停止していないが、

営業時間・業務時間を

短縮した

21.2%
その他

15.4%

緊急事態宣言発令前

と変わらず業務活動を

継続していた

35.8%

無回答

1.1%

(n=988)
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2) 売上高の変化の程度（前年同月比） 

売上高の変化の程度（前年同月比）を尋ねたところ、６月でみても７割以上の事業所が

売上高の減少している回答している。 
売上高が「50％以上の減少」と回答した事業所の比率は、４月で 24.0％、５月で 24.2％、

６月で 13.0％と６月に入って低下しており、反対に「15％未満の減少」と回答した事業所

の比率は４月で 27.1％、５月で 26.9％、６月で 31.1％と６月に入って上昇している。ま

た、売上高が増加したとする事業所も６月には 18.3％に上昇しており、全体として６月に

入り、少しずつではあるが売上高の減少傾向が鈍化してきていることがうかがわれる。 

図表 III-６ 売上高の変化の程度（前年同月比） 

 

 
  

24.0%

24.2%

13.0%

9.8%

12.4%

12.9%

14.8%

17.8%

17.4%

27.1%

26.9%

31.1%

17.1%

11.3%

18.3%

7.2%

7.3%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４月

５月

６月

50％以上の減少 30％以上50％未満の減少 15％以上30％未満の減少

15％未満の減少 増加 無回答

(n=988)
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3) 売上に与えるマイナスの影響 

約３分の２の事業所が現時点で売上にマイナスの影響が出ており、今後もその影響が継

続するとしているが、マイナスの影響の継続する期間は、「今後１年程度」がとする回答が

29.7％と最も多く、「今後半年程度」が 20.4％、「今後２年程度」が 15.9％であった。 
これまでにマイナスの影響はないとする事業所も３分の１弱あるものの、このうちの約

３分の１は「今後マイナスの影響が発生する見込み」としている。 

図表 III-７ 売上に与えるマイナスの影響 

 

  

これまでにマイナスの影響は

ない（マイナスはあったが既に

回復している）

18.7%

これまでにマイナスの

影響はないが、今後

マイナスの影響が発

生する見込み

8.9%

マイナスの影響があり、

今後半年程度はマイナ

スの影響が継続する

20.4%

マイナスの影響があり、

今後１年程度はマイナス

の影響が継続する

29.7%

マイナスの影響があり、

今後２年程度またはそ

れ以上マイナスの影響

が継続する

15.9%

無回答

6.4%

(n=988)
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4) ４～６月の間に起きた具体的な影響 

４～６月の間に起きた具体的な影響については、「売上・受注の減少」（66.1%）、「外出・

出張自粛等による商談機会の減少」（40.8％）、「注文のキャンセル」（19.5%）と売上の減

少に関わる影響があったと回答する事業所が多い。 

図表 III-８ ４～６月の間に起きた具体的な影響 

 

  

66.1%

19.5%

40.8%

16.2%

6.2%

7.7%

10.3%

15.4%

16.5%

6.1%

16.7%

16.9%

13.9%

8.6%

3.2%

6.7%

8.1%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

売上・受注の減少

注文のキャンセル

外出・出張自粛等による商談機会の減少

部品・原材料・商品の仕入れ、調達の遅延

顧客への納入遅延

原材料価格・人件費の上昇

外注先・協力会社の営業縮小、対応力低下

学校休業等による社員の就業率の低下

資金繰りの悪化

取引先の倒産、営業停止

採用活動の延期・中止

社内の士気の低下

人員の余剰

人員の不足

売上・受注の増加

あてはまるものはない

その他

無回答

(n=988)
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5) 観光客の減少や集客イベント等が中止されたことによる影響 

観光客の減少や集客イベント等が中止されたことによる影響については、「観光客の減

少やイベントの中止による影響はない」（53.3%）の割合が最も高く、次に「来訪者（来店

客）や取引先の売上減少により、大きく影響を受けている」（23.2%）、「来訪者（来店客）

や取引先の売上減少により、多少影響を受けている」（18.4%）が続く。 

図表 III-９ 観光客の減少や集客イベント等が中止されたことによる影響 

 

  

来訪者（来店客）や取引先

の売上減少により、大きく

影響を受けている

23.2%

来訪者（来店客）や取引先

の売上減少により、多少

影響を受けている

18.4%

観光客の減少や

イベントの中止に

よる影響はない

53.3%

無回答

5.1%

(n=988)
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③ 働き方の変化・テレワークへの対応について 

1) コロナ対応として既に実施している取組、今後予定している取組 

コロナ対応として既に実施している取組については、「従業員へのマスク・消毒液配布」

（80.0%）の割合が最も高く、次に「時差出勤の推進」（45.2%）、「社内業務のデジタル化

の推進（ウェブ会議、オンライン書面決裁・各種手続、等）」（41.7%）が続く。 
アフターコロナに向け今後予定している取組については、まだ、方針が定まっていない

ことなどから「無回答」の事業所が最も多くなっているが、既に実施している取組との比

較でみると、「業務効率化（押印省略・権限移譲等）」（16.6%）、「新たな雇用制度の導入（ジ

ョブ型雇用、裁量労働制など）」（4.1％）で回答率が上昇している。 

図表 III-１０ コロナ対応として既に実施している取組、今後予定している取組 

 
  

45.2%

34.7%

4.9%

41.7%

10.9%

6.4%

18.7%

80.0%

2.3%

4.6%

6.1%

2.5%

13.9%

14.4%

4.0%

21.4%

16.6%

7.4%

4.9%

24.7%

4.1%

2.0%

13.6%

34.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時差出勤の推進

テレワーク・在宅勤務の導入

サテライトオフィス・シェアオフィスの利用

社内業務のデジタル化の推進（ウェブ会議、

オンライン書面決裁・各種手続、等）

業務効率化（押印省略・権限移譲等）

従業員間のコミュニケ―ション機会の創出

（オンライン懇親会等）

従業員への特別手当の支給

従業員へのマスク・消毒液配布

新たな雇用制度の導入（ジョブ型雇用、

裁量労働制など）

その他

以前と変わらない・わからない

無回答

実施している取組 予定している取組

（n=988）
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2) テレワーク・在宅勤務の導入にあたっての課題 

テレワーク・在宅勤務の導入にあたっての課題については、「テレワーク可能な業務が

ない」（44.6%）の割合が最も高く、次に「機器やネットワーク環境の設備が十分でない」

（25.7%）、「セキュリティ上の不安がある」（25.6%）が続く。 

図表 III-１１ テレワーク・在宅勤務の導入にあたっての課題 

 

  

4.6%

7.5%

25.7%

25.6%

12.4%

24.7%

44.6%

16.5%

12.0%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どのように進めたら良いかわからない

ITに知見を持つ人材がいない

機器やネットワーク環境の設備が

十分でない

セキュリティ上の不安がある

導入のコストを負担することが難しい

社内体制が整っていない（仕事の管理・

労務管理・評価など）

テレワーク可能な業務がない

業務の生産性が下がる

特に課題はない

無回答

(n=988)
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3) アフターコロナの時代を見据えて実施（または予定）している取組 

アフターコロナの時代を見据えて、実施（または予定）している取組については、実施

済みに着目すると、「勤務形態の見直し」（14.6%）の割合が最も高く、次に「事務作業の

電子化・オンライン化」（11.2%）、「ネット販売・テイクアウトの推進」（8.1%）が続く。

予定している取組については、「事務作業の電子化・オンライン化」（22.8%）の割合が最

も高く、次に「BCP（事業継続計画）の見直し」（17.0％）、「勤務形態の見直し」（15.5％）

が続く。 

図表 III-１２ アフターコロナの時代を見据えて実施（または予定）している取組 

 

  

4.5%

1.5%

11.2%

8.1%

3.8%

14.6%

4.0%

6.3%

6.0%

1.8%

3.7%

3.7%

12.1%

7.5%

22.8%

5.3%

15.1%

15.5%

3.2%

17.0%

13.4%

6.6%

5.4%

14.0%

71.7%

76.8%

55.1%

72.4%

68.4%

59.3%

78.6%

63.5%

67.3%

77.2%

76.7%

69.0%

11.7%

14.2%

10.9%

14.3%

12.7%

10.6%

14.1%

13.3%

13.4%

14.4%

14.2%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新規事業・新商品開発

調達ルート・販路の変更

事務作業の電子化・オンライン化

ネット販売・テイクアウトの推進

既存事業の再編・見直し

勤務形態の見直し

兼業・副業制度の導入

BCP（事業継続計画）の見直し

採用計画の見直し

オフィス・事業所等の再編

コロナ対策に関する社会貢献

活動の推進

IT設備投資

（ファクトリーオートメーションなども含む）

実施済み 実施予定 未定・わからない 無回答

(n=988)
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④ 雇用調整について 

1) 雇用調整の必要性 

雇用調整の必要性については、「必要はない」（51.6%）の割合が最も高く、次に「未定・

わからない」（22.9%）、「必要がある」（21.1%）が続く。 

図表 III-１３ 雇用調整の必要性 

 

  

必要がある

21.1%

必要はない

51.6%

未定・わからない

22.9%

無回答

4.5%

(n=988)
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2) 雇用調整のために実施（または予定）している取組 

雇用調整の必要性がある回答者に、雇用調整のために実施済みの取組を尋ねたところ、

「従業員の一時帰休」（51.0%）の割合が最も高く、次に「役員・従業員の報酬等の減額」

（37.0%）、「人材確保の縮小および停止」（27.9%）が続く。実施予定については、「人材確

保の縮小および停止」（17.8％）、「従業員の配置転換・出向」（17.3％）の割合が高くなっ

ている。 

図表 III-１４ 雇用調整のために実施（または予定）している取組 

 

  

51.0%

37.0%

27.9%

2.4%

10.6%

3.8%

2.9%

4.3%

8.2%

17.8%

5.8%

17.3%

4.3%

0.5%

38.0%

47.6%

46.6%

81.3%

63.0%

81.7%

26.9%

6.7%

7.2%

7.7%

10.6%

9.1%

10.1%

69.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の一時帰休

役員・従業員の報酬等の減額

人材確保の縮小および停止

希望退職者の募集

従業員の配置転換・出向

従業員の整理解雇

その他

実施済み 実施予定 未定・わからない 無回答

(n=208)
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⑤ 行政の支援策について 

1) 利用したことがある、または今後利用する見込みがある行政の支援 

利用したことがある、または今後利用する見込みがある行政の支援については、「利用

実績・利用予定なし」（34.6%）の割合が最も高く、次に「国：雇用調整助成金」（30.5%）、

「国：持続化給付金」（23.2%）が続く。 

図表 III-１５ 利用したことがある、または今後利用する見込みがある行政の支援 

 

  

17.9%

11.5%

9.1%

7.0%

0.2%

13.0%

2.2%

23.2%

30.5%

11.3%

0.7%

1.7%

2.3%

7.2%

34.6%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40%

政府系金融機関（日本政策金融公庫等）の

新型コロナウイルス感染症特別貸付

兵庫県中小企業融資の新型コロナウイルス

感染症対策関連融資

神戸市：チャレンジ支援補助金

神戸市：ICT導入支援助成金、

国：IT導入補助

兵庫県：新規産業立地促進補助金

兵庫県：中小企業事業再開支援事業

兵庫県：地域企業デジタル活用支援事業

国：持続化給付金

国：雇用調整助成金

国：家賃支援給付金

国：サプライチェーン対策のための

国内投資促進事業

国：ものづくり・商業・サービス補助

国：小規模事業者持続化補助

その他

利用実績・利用予定なし

無回答

(n=988)
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2) 行政の支援を何で知ったか 

行政の支援を何で知ったかについては、「新聞やテレビ等の報道」（55.7%）の割合が最

も高く、次に「インターネット（ホームページ・SNS 等）」（52.1%）、「所属する業界団体、

地元経済団体の情報提供」（21.3%）が続く。 

図表 III-１６ 行政の支援を何で知ったか 

 

  

55.7%

52.1%

5.2%

11.3%

0.6%

21.3%

18.4%

16.1%

5.5%

4.4%

0% 20% 40% 60%

新聞やテレビ等の報道

インターネット（ホームページ・SNS等）

行政機関の窓口

行政機関の広報紙

行政機関主催のセミナー等

所属する業界団体、地元経済団体の

情報提供

金融機関や税理士・中小企業診断士等から

の情報提供

同業者や知人

その他

無回答

(n=988)
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3) 行政に期待する支援 

行政に期待する支援については、「支援金等の給付」（44.6%）の割合が最も高く、次に

「医療提供体制の充実」（32.2%）、「従業員の雇用維持・採用への支援」（28.2%）が続く。 

図表 III-１７ 行政に期待する支援 

 

 

16.1%

44.6%

28.2%

4.3%

4.8%

14.8%

15.7%

13.8%

6.8%

32.2%

12.1%

5.6%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

融資制度の拡充

支援金等の給付

従業員の雇用維持・採用への支援

新規取引先（調達ルート・販路）の開拓への支援

ビジネスモデル転換・新規事業進出への支援

業務改善・働き方改革の推進に対する支援

制度や事業に関する情報提供、相談窓口の充実

需要・消費喚起策の実施

事業承継・引継ぎ支援

医療提供体制の充実

特になし

その他 具体的に

無回答

(n=988)
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(309) 38.5 32.4 37.9 23.0 35.6 27.5 31.1 22.3 19.7 19.1 

(309) 40.5 43.0 35.9 56.0 34.6 23.3 23.6 21.0 26.5 29.4 

(355) 29.0 31.0 33.5 30.4 21.7 17.7 18.9 17.2 16.3 12.4 

(70) 75.7 70.0 61.4 80.0 68.6 62.9 51.4 48.6 62.9 61.4 

(307) 45.9 34.9 34.5 45.3 42.7 20.2 24.1 19.9 20.2 20.5 

(655) 20.8 22.1 23.2 21.1 15.1 15.1 13.1 15.7 10.4 11.3 

(183) 49.7 54.6 44.8 47.5 43.7 35.5 35.0 29.0 31.7 31.1 

(225) 38.7 37.3 40.9 26.7 28.4 29.8 25.3 22.7 24.4 21.3 

(1,795) 29.9 28.4 23.1 22.8 22.1 17.5 17.0 16.7 16.1 15.3 

(253) 20.2 13.0 21.3 16.2 15.8 21.3 10.3 14.6 8.3 15.0 

(306) 34.6 38.9 23.9 24.8 22.2 9.2 10.8 12.1 11.1 17.3 

(309) 21.7 11.0 20.4 13.9 17.5 17.2 16.5 17.8 11.0 10.7 

(309) 33.7 35.9 17.5 25.9 25.2 11.7 16.8 12.9 16.2 16.2 

(309) 26.9 20.1 29.8 25.9 24.6 29.4 22.3 24.9 18.4 19.1 

(309) 40.5 48.5 25.6 29.1 26.2 16.8 23.9 17.2 30.1 13.6 

(355) 29.6 24.8 21.4 17.7 22.3 14.9 8.5 14.1 13.0 13.5 

(70) 58.6 75.7 47.1 67.1 47.1 58.6 60.0 45.7 58.6 50.0 

(307) 27.4 38.1 28.3 24.1 22.5 19.2 24.1 16.9 17.9 17.9 

(655) 18.9 16.0 15.0 11.5 15.9 10.7 9.6 13.0 7.3 8.4 

(183) 52.5 46.4 28.4 41.5 29.0 25.7 28.4 18.6 27.9 23.5 

(225) 38.2 27.1 30.7 33.3 26.2 19.6 19.6 20.4 21.3 17.3 

YouTube TV Instagram
Twitter Instagram WEB

CL1 CL2 CL3 CL4 CL5 CL6

(355) (70) (307) (655) (183) (225)
10.7 90.0 15.6 6.6 29.0 19.6 

5.4 75.7 11.4 6.9 27.3 16.4 
9.0 85.7 22.5 9.2 33.9 12.4 
5.6 90.0 12.4 4.3 29.5 13.8 
9.9 90.0 24.8 6.0 53.6 18.7 

14.9 78.6 79.8 9.5 61.7 33.3 
5.6 77.1 44.0 5.6 27.9 8.9 
4.2 84.3 37.8 5.2 53.6 10.2 

22.0 91.4 91.9 15.9 87.4 40.0 
18.6 81.4 14.7 9.2 63.4 36.0 
69.3 71.4 10.4 - 66.1 9.3 
13.2 67.1 9.4 5.6 51.4 33.3 
54.6 65.7 13.4 - 61.2 11.6 

6.2 74.3 12.1 6.4 39.9 24.0 
8.7 67.1 13.0 3.8 40.4 25.8 
9.0 84.3 13.4 6.9 59.0 21.3 

17.5 77.1 16.9 6.3 54.1 15.1 
6.5 80.0 8.8 5.0 33.9 36.4 
7.9 80.0 12.1 6.1 40.4 32.4 

13.5 72.9 17.3 10.5 31.1 60.4 
23.9 72.9 16.9 8.1 55.7 76.4 

3.1 74.3 11.1 4.7 16.9 32.0 
6.2 54.3 4.9 4.9 15.3 17.8 
2.0 70.0 4.6 3.1 12.0 19.6 

6 CL4 37
CL1 20 CL3 17



(1,795) 48.5 51.5 29 31.1 34.4 34.4 4.0 0.9 41.6 10.0 9.0 9.2 30.2 
(355) 38.3 61.7 29 26.5 36.9 36.6 4.2 0.3 39.7 16.1 10.1 5.1 27.3 
(70) 50.0 50.0 28 41.4 31.4 27.1 - 1.4 42.9 1.4 8.6 11.4 45.7 

(307) 32.6 67.4 26 41.7 37.8 20.5 3.6 0.7 32.2 8.8 9.8 5.5 25.7 
(655) 60.5 39.5 30 26.6 34.0 39.4 5.2 0.8 44.4 9.0 10.5 10.7 29.2 
(183) 38.3 61.7 28 37.7 32.8 29.5 3.8 2.2 36.1 11.5 4.9 8.2 30.6 
(225) 59.6 40.4 29 28.9 29.3 41.8 2.2 1.8 53.3 6.7 4.9 16.9 38.7 

(1,795) 82.3 74.2 71.3 68.0 65.4 65.1 64.9 61.6 59.1 58.4 52.0 51.6 51.2 42.7 42.7 41.2 40.4 39.7 38.3 
(355) 84.8 74.4 69.0 68.5 71.5 66.2 67.0 58.9 59.4 60.8 52.4 51.5 47.9 38.3 39.2 34.4 36.1 39.2 32.4 
(70) 91.4 91.4 92.9 94.3 87.1 87.1 87.1 92.9 84.3 84.3 82.9 85.7 82.9 84.3 82.9 72.9 78.6 77.1 75.7 

(307) 91.2 84.7 83.1 72.3 61.2 62.5 63.2 64.8 66.8 54.7 46.9 45.6 51.5 36.2 36.8 36.8 33.2 33.6 36.2 
(655) 70.1 60.2 55.6 53.6 53.7 56.5 52.7 51.3 44.0 47.9 41.2 44.9 38.0 35.0 33.6 32.8 30.5 30.5 31.6 
(183) 91.8 86.9 91.3 87.4 80.3 76.0 86.9 71.0 83.6 76.5 75.4 65.0 79.8 59.6 60.7 64.5 65.0 57.9 51.9 
(225) 91.6 84.9 81.8 79.1 76.4 76.4 74.7 74.2 64.0 67.6 61.3 57.8 61.3 54.2 55.6 53.8 54.2 49.3 47.1 

CL2
CL5 CL6

33.4 33.4 17.1 17.1 11.0 11.0 22.8 22.8 9.4 9.4 
33.0 33.0 39.3 39.3 30.0 30.0 15.5 15.5 17.0 17.0 
28.6 28.6 25.8 25.8 21.2 21.2 26.0 26.0 15.2 15.2 
25.7 25.7 13.6 13.6 14.0 14.0 27.5 27.5 7.4 7.4 
24.6 24.6 13.8 13.8 6.0 6.0 22.5 22.5 32.1 32.1 
24.5 24.5 11.9 11.9 4.8 4.8 19.8 19.8 21.4 21.4 
23.2 23.2 25.5 25.5 21.3 21.3 24.9 24.9 6.9 6.9 
22.1 22.1 14.1 14.1 9.3 9.3 25.5 25.5 25.5 25.5 
21.2 21.2 14.8 14.8 12.6 12.6 26.4 26.4 8.7 8.7 
20.1 20.1 4.5 4.5 6.4 6.4 45.9 45.9 11.4 11.4 
18.1 18.1 4.7 4.7 4.3 4.3 7.6 7.6 15.7 15.7 
18.0 18.0 36.4 36.4 36.8 36.8 14.4 14.4 8.7 8.7 
17.8 17.8 23.3 23.3 17.4 17.4 8.6 8.6 5.4 5.4 
17.4 17.4 17.7 17.7 19.1 19.1 6.6 6.6 7.1 7.1 
17.3 17.3 29.0 29.0 16.5 16.5 8.1 8.1 9.8 9.8 
16.4 16.4 26.9 26.9 31.5 31.5 7.9 7.9 6.4 6.4 
15.8 15.8 5.4 5.4 4.6 4.6 6.2 6.2 14.8 14.8 
15.5 15.5 4.1 4.1 5.6 5.6 49.0 49.0 9.0 9.0 
15.4 15.4 5.6 5.6 4.3 4.3 14.9 14.9 11.5 11.5 
11.3 11.3 12.0 12.0 21.7 21.7 16.3 16.3 7.6 7.6 

6.6 6.6 33.8 33.8 44.2 44.2 9.9 9.9 3.3 3.3 
5.6 5.6 16.6 16.6 19.4 19.4 11.5 11.5 6.6 6.6 

33.8 33.8 23.5 23.5 18.6 18.6 32.1 32.1 14.2 14.2 
12.5 17.4 33.1 19.7 12.1 

11.6 13.5 13.0 19.6 8.1 

10.6 12.5 11.4 10.3 6.6 

(1,795) (1,795) (1,795) (1,795) (1,795)

1



80
46.3

42.7

31.9

30.5

29.2



24.3 20.4 21.2 27.2 16.0 

16.1 18.7 15.9 21.3 9.1 

13.0 14.2 13.5 13.3 7.9 

12.3 10.7 8.9 12.1 6.8 

8.8 9.2 6.5 10.4 6.5 

1

n=

(1,236) 53.0 25.6

(309) 43.4 29.8

(309) 45.0 34.6

(309) 65.0 16.2

(309) 58.6 22.0

(239) 47.7 28.5

(64) 82.8 7.8

(214) 53.7 25.2

(422) 43.4 31.3

(131) 65.6 19.8

(166) 62.7 19.3

19.3

14.6

12.0

25.9

24.9

13.4

50.0

20.1

13.3

26.0

25.3

33.7

28.8

33.0

39.2

33.7

34.3

32.8

33.6

30.1

39.7

37.3

21.4
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20.4

18.8

19.4

23.8

9.4

21.0

25.4

14.5

18.1

16.7

18.8

23.3

10.7

14.2

18.8

4.7

18.2

19.9

13.7

10.8

8.9

11.0

11.3

5.5

7.8

9.6

3.1

7.0

11.4

6.1

8.4
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11.5 32.5 33.8 66.2 

11.3 30.4 17.7 59.6 

7.8 21.2 7.9 25.6 

6.6 20.9 7.6 22.1 

6.1 19.1 6.0 20.8 

n=

(1,236) 53.0 25.619.3 33.7 21.4 16.7 8.9
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